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地域防災計画の構成と概要 

熊本市地域防災計画は、災害の種別に関係なく定める「共通編」、災害の種別ごとに 

定める「地震・津波災害対策編」、「風水害編」、「大規模事故対策編」をもって構成し、 

災害発生前後の状況に応じた予防に関する計画（災害予防計画）、応急対策に関する計画

（災害応急対策計画）、復旧・復興に関する計画（災害復旧・復興計画）についてとりま

とめたものである。 

熊本市地域防災計画の概要 

 

 

地震・津波災害対策編の構成 

地震・津波対策編は、「災害応急対策計画」、「災害復旧・復興計画」で構成する。 

 

第１章 災害応急対策計画 

地震・津波災害が発生し、また発生するおそれがある場合に、災害の発生を未然に 

防止し、又は応急対策を行うなど、災害の拡大を防止するため応急的に実施する対策の

基本的な計画を定める。 

 

第２章 災害復旧・復興計画 

災害復旧・復興の実施にあたっての基本方針を定める。 
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第１章 総則 
計画の基本理念、課題と教訓、災害想定、市民・地域・事業者・

行政の取り組み等を定める。 

第２章 防災組織計画 

防災関係機関の処理すべき事務又は業務の大綱、熊本市防災会議

の組織を定める。また、防災に関する組織では、災害が発生、 

又は発生するおそれがある場合の市の組織体制、初動体制、配置

計画を定める。 

第３章 災害予防計画 
地震・津波災害、洪水、土砂災害などに対して、平常時に行う

事前の対策を定める。 
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第１章 災害応急対策計画 
地震・津波災害発生時の対応を定める。 

災害時の対応の基本となる計画となる。 

第２章 災害復旧・復興計画 地震・津波災害発生後の復旧や復興の取り組みを定める。 
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第１章 災害応急対策計画 
洪水、土砂災害などの対応を定める。 

災害時の対応の基本となる計画となる。 

第２章 災害復旧・復興計画 
洪水、土砂災害などの災害発生後の復旧や復興の取り組みを定

める。 
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第１章 原子力災害対策計画 

玄海原子力発電所や川内原子力発電所から、放射性物質の異常

な放出が起った場合又はそのおそれがある場合の対応を定め

る。 

第２章 海上災害対策計画 

船舶の海難による油の流出、大規模な海上火災、船舶及び航空

機の遭難による多数の人命の損失などによる海上災害が発生し

又は発生するおそれのある場合の対応を定める。 

第３章 航空機災害対策計画 
熊本空港及び熊本市域内において、航空機の墜落等により災害

が発生した場合の対応を定める。 

第４章 特殊災害対策計画 
石油類、高圧ガス等の爆発、火災等による災害、地震等による

大規模な災害が発生した場合の対応を定める。 

資料編 条例や基準、災害協定、各種データ、様式などをとりまとめる。 
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第１章 災害応急対策計画 
大規模地震が本市直下及び本市近傍で発生した場合の被害を最小限にくい止めるには、防災活動の

ための要員の確保と、被害の発生を迅速に把握し必要な対策を実施できるような指揮体制を、地震発

生後できるかぎり早く確立する必要がある。 

このような立場から、本市及び各防災関係機関がとるべき応急対策について計画するものである。 

 

項目 関連部局 ページ 

第１節 情報の収集・伝達 全局 3 

第２節 機動力及び資材器具等の点検整備計画 政策局、消防局 17 

第３節 消防計画 政策局、消防局 19 

第４節 応援要請（受援）計画 全局 27 

第５節 応急公用負担と労働力の確保 消防局 37 

第６節 災害ボランティア活用計画 文化市民局、各区役所 41 

第７節 災害救助法の適用 全局 45 

第８節 避難対策 全局 50 

第９節 二次災害防止対策 
政策局、農水局、都市建設局、各

区役所、消防局 
69 

第 10節 要配慮者（避難行動要支援者）対策 
政策局、健康福祉局、経済観光局、 

各区役所 
72 

第 11節 安否情報の提供計画 文化市民局、各区役所 77 

第 12節 警備・交通規制計画 

政策局、文化市民局、健康福祉局、

環境局、経済観光局、農水局、都

市建設局、各区役所、消防局、交

通局、病院局 

79 

第 13節 障害物等の除去対策 都市建設局 82 

第 14節 緊急輸送計画 総務局、都市建設局 84 

第 15節 救出計画 消防局 87 

第 16節 行方不明者等の捜索及び遺体の収容埋葬計画 健康福祉局 89 

第 17節 医療救護対策計画 
総務局、健康福祉局、各区役所、

消防局、病院局、教育委員会 
91 

第 18節 動物救護対策計画 健康福祉局 95 

第 19節 救援対策計画 

政策局、文化市民局、健康福祉局、

経済観光局、各区役所、上下水道

局 

96 

第 20節 保健衛生計画 健康福祉局 103 

第 21節 文教対策計画 文化市民局、教育委員会 105 

第 22節 住宅対策 都市建設局 108 
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項目 関連部局 ページ 

第 23節 環境汚染対策 環境局 112 

第 24節 生活ごみ・し尿・災害廃棄物処理計画 環境局、上下水道局、都市建設局 113 

第 25節 公共施設応急工事計画 
健康福祉局、環境局、農水局、都

市建設局、上下水道局、病院局 
117 

第 26節 ライフライン施設の応急対策  121 

第 27節 鉄道施設応急対策計画 

(九州旅客鉄道株式会社熊本支社) 
 127 

第 28節 九州自動車道等災害対策計画 

（西日本高速道路（株）、九州地方整備局） 
 129 

第 29節 南海トラフ地震臨時情報発表に伴う防災対応 全局 133 
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第 １節  情 報 の収 集 ・伝 達  

災害応急活動等を効果的に実施するため、大規模地震・津波発生時における各種地震

情報、津波情報、被害発生に係る情報の収集、伝達及び防災関係機関との連絡調整を迅

速に行い、被害規模の早期把握に努めるものとする。 

 

第１項  実施責任者  

１ 市 

市長は、管内の被害報告等を収集し、県その他関係機関に通報又は報告を行うもの

とする。 

なお、県への報告にあたっては、初動期は直接県庁に報告するものとし、県本庁か

らの指示に基づき熊本土木事務所を経由して報告する体制に移行するものとする。 

ただし、通信の途絶等により、市長が県（県本庁又は熊本土木事務所）に報告するこ

とができないときは、直接国（総務省消防庁）に対して被害報告を行うものとする。 

この場合、通信が回復次第、速やかに県に報告するものとし、情報の一元的処理及

び情報の迅速かつ的確な処理ができるよう、あらかじめ被害報告責任者を定めておく

ものとする。 

また、「火災・災害等即報要領（昭和 59年 10月 15日付消防災第 267号）」の一部

が改正され、地震が発生し、当該市町村の区域内で震度 5強以上を記録したもの（被

害の有無を問わない。）については、市が直接消防庁に対して報告するものとする。

（平成 12年 11月 22日付け消防災第 98 号・消防情第 125号消防庁長官による） 

２ 県 

県知事は、県の地域に係る被害報告等の収集を行うとともに、その概要を県防災会

議の委員の属する機関に通報し、速やかに国等関係機関に報告するものとする。 

【国への報告の基準】 

災害対策基本法第 53条第 2項に基づき、内閣総理大臣に報告すべき災害の基準

は次のとおりとする。 

(1) 県において災害対策本部を設置した災害 

(2) 災害の状況及びそれが及ぼす社会的影響等から特に報告の必要があると認めら

れる程度の災害 

(3) (1)又は(2)に定める災害になるおそれのある災害 

上記の報告は、消防庁を窓口として行うのものとし、消防組織法第４条第２項第

７号に基づく災害報告取扱要領及び火災・災害等即報要領により行う消防庁への報

告と一体的に行うものとする。 

３ 防災関係機関等 

県内における指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関、防災上重要な

施設の管理者（以下「防災関係機関等」という。）は、当該所管に係る被害報告等の

収集を行うとともに、県その他の関係機関に通報又は報告を行うものとする。 

【関連部局】 

全局 
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第２項  地震及び津波に関する情報の種類と伝達系統  

１ 地震及び津波に関する警報・注意報の種類 

(1) 緊急地震速報（警報） 

気象庁は、地震波が 2つ以上の地震観測点で観測され、最大震度 5弱以上と予想

された場合に、地震の発生時刻、震源の推定値、地震発生場所の震央地名、震度 4

以上と予想される地域名を速報する。 

また、日本放送協会（ＮＨＫ）は、テレビ、ラジオを通じて住民に提供する。 

なお、震度 6弱以上の揺れを予想した緊急地震速報（警報）は、地震動特別警報

に位置付けられる。 

注）緊急地震速報（警報）は、地震発生直後に震源に近い観測点で観測された地

震波を解析することにより、地震による強い揺れが来る前に、これから強い揺れが

来ることを知らせる警報である。このため、震源付近では強い揺れの到達に間に合

わないことがある。 

(2) 大津波警報・津波警報・注意報 

気象庁は、地震が発生した時は地震の規模や位置を速やかに推定し、これらをも

とに沿岸で予想される津波の高さを求め、津波による災害の発生が予想される場合

には、地震が発生してから約 3分を目標に、次の発表基準等により大津波警報、津

波警報又は津波注意報（以下これらを「津波警報等」という）を発表する。 

なお、大津波警報については、津波特別警報に位置づけられる。 

 

■津波警報・注意報の種類と発表される津波の高さ等 

津波警報等

の種類 
発表基準 

津波の高さ予想の 

区分 

発表される津波の高さ 
津波警報等を見聞きした

場合にとるべき行動 数値での

発表 

巨大地震の 

場合の発表 

大津波警報 

予想される津

波の高さが高

いところで 3

ｍを超える場

合 

10ｍ＜予想高さ 10ｍ超 

巨大 
沿岸部や川沿いにいる人

は、直ちに高台や避難ビ

ルなど安全な場所へ避難

する。津波は繰り返し襲

ってくるので、警報が解

除されるまで安全な場所

から離れない。 

5ｍ＜予想高さ≦10ｍ 10ｍ 

3ｍ＜予想高さ≦5ｍ 5ｍ 

津波警報 

予想される津

波の高さが高

いところで 1

ｍを超え、3ｍ

以下の場合 

1ｍ＜予想高さ≦3ｍ 3ｍ 高い 

津波注意報 

予想される津

波の高さが高

いところで

0.2ｍ以上、1

ｍ以下の場合

であって、津

波による災害

のおそれがあ

る場合 

0.2ｍ≦予想高さ≦1ｍ 1ｍ （表記なし） 

海の中にいる人は直ちに

海から上がって、海岸か

ら離れる。海水浴や磯釣

りは危険なので行わな

い。 

注意報が解除されるまで

海に入ったり海岸に近付

いたりしない。 

【関連部局】 

政策局 



災害応急対策計画 第 １ 章  
情報の収集・伝達 第１節 

地震・津波 - 5 - 

注）「津波の高さ」とは、津波によって潮位が高くなった時点における潮位と、その時点に

津波がなかったとした場合の潮位との差であって、津波によって潮位が上昇した高さを

いう。 

(3) 津波に関する水防警報 

県知事は、国土交通大臣が指定した海岸・河川について、水防警報の通知を受け

たとき、又は県知事が指定した海岸・河川について水防警報をしたときは、関係水

防管理者その他水防に関係のある機関に通知するものとする。 

※日本近海における地震発生の場合、地域にとって該当する地震の震源域に関する情報

をもとに、あらかじめ津波到達時間が推定できていることが大前提となる。 

※各地域の実状や立地条件を踏まえて、「活動可能時間」の有無を検討し、状況に応じ

て水防警報の発表基準を定めるものとする。 

 

※退避必要時間の確保を最優先し、活動可能時間は他の必要な時間を差し引いた結果得

られる時間 

 

ア 水防警報を行う河川（津波） 

河川名 区域 延長 

白川 

幹川  17 Ｋ 300 

 
左岸 

熊本市東区渡鹿 8丁目 540番の 4地先 小磧橋下流端から

海まで 

 

 右岸 熊本市中央区黒髪町大字宇留毛浦山 720番の 5地先  

緑川 

幹川  30 Ｋ 800 

 左岸 上益城郡甲佐町大字上揚字佐戸 1221番地先  

 右岸 上益城郡甲佐町大字上揚字宮上 988番の 1地先から海まで  

浜戸川  6 Ｋ 300 

 左岸 熊本市南区富合町大字硴の江字地方 222番の 1地先  

 
右岸 

熊本市南区富合町大字莎崎字境目 951番の 1地先から 

緑川合流点まで 

 

加勢川  11 Ｋ 500 

 左岸 上益城郡嘉島町大字下六嘉字吐合 1661番地の 1地先  

 
右岸 

熊本市東区画図町大字下無田字烏ヶ江 331番地先大六橋 

下流端から緑川合流点まで 

 

御船川  6 Ｋ 700 

 左岸 上益城郡御船町大字辺田見井手下 1161番地先  

 
右岸 

上益城郡御船町大字辺田見字甲斐山 492番の 1地先から 

緑川合流点まで 
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イ 警報の種類（津波） 

種類 内容 

待機（津波） 水防団員の安全を確保した上で待機する必要がある旨を警告するもの。 

出動（津波） 水防機関が出動する必要がある旨を警告するもの。 

解除（津波） 水防活動の必要が解消した旨を通告するもの。 

 

ウ 水防警報対象観測所と条件（津波） 

水

系

名 

河

川

名 

対象 

観測所 
待 機（津 波） 出 動（津 波） 解 除（津 波） 

白
川 

白
川 

代継橋 

有明・八代海におい

て、津波警報が発表さ

れる等、水防団の待機

が必要と認められる

とき。 

有明・八代海において、発

表されていた津波警報が

解除される等、水防作業

が安全に行える状態で、

かつ水防機関出動の必要

が認められるとき。 

水防機関による巡視等に

より被害が確認されなか

ったとき、又は応急復旧

等が終了したとき等、水

防活動を必要とする河川

状況が解消したと認めら

れるとき。 

緑
川 

緑
川 

中甲橋 

有明・八代海におい

て、津波警報が発表さ

れる等、水防団の待機

が必要と認められる

とき。 

有明・八代海において、発

表されていた津波警報が

解除される等、水防作業

が安全に行える状態で、

かつ水防機関出動の必要

が認められるとき。 

水防機関による巡視等に

より被害が確認されなか

ったとき、又は応急復旧

等が終了したとき等、水

防活動を必要とする河川

状況が解消したと認めら

れるとき。 

城南 

有明・八代海におい

て、津波警報が発表さ

れる等、水防団の待機

が必要と認められる

とき。 

有明・八代海において、発

表されていた津波警報が

解除される等、水防作業

が安全に行える状態で、

かつ水防機関出動の必要

が認められるとき。 

水防機関による巡視等に

より被害が確認されなか

ったとき、又は応急復旧

等が終了したとき等、水

防活動を必要とする河川

状況が解消したと認めら

れるとき。 

緑
川 

加
勢
川 

大六橋 

有明・八代海におい

て、津波警報が発表さ

れる等、水防団の待機

が必要と認められる

とき。 

有明・八代海において、発

表されていた津波警報が

解除される等、水防作業

が安全に行える状態で、

かつ水防機関出動の必要

が認められるとき。 

水防機関による巡視等に

より被害が確認されなか

ったとき、又は応急復旧

等が終了したとき等、水

防活動を必要とする河川

状況が解消したと認めら

れるとき。 

御
船
川 

御船 

有明・八代海におい

て、津波警報が発表さ

れる等、水防団の待機

が必要と認められる

とき。 

有明・八代海において、発

表されていた津波警報が

解除される等、水防作業

が安全に行える状態で、

かつ水防機関出動の必要

が認められるとき。 

水防機関による巡視等に

より被害が確認されなか

ったとき、又は応急復旧

等が終了したとき等、水

防活動を必要とする河川

状況が解消したと認めら

れるとき。 

 

（４）南海トラフ地震に関連する情報 

気象庁は、南海トラフ沿いで異常な現象が観測され、大規模な地震と関連するかどう

か調査を開始した場合や、その調査結果を発表する場合などに「南海トラフ地震臨時情

報」を発表することとしている。 

また、調査結果を発表した後の状況の推移等を発表する場合には「南海トラフ地震関

連解説情報」が発表される。 

なお、「南海トラフ地震臨時情報」は、「巨大地震警戒」等の防災対応等を示すキーワ

ードを付記して発表される。 
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２ 地震及び津波に関する伝達系統図 

（１）大津波警報・津波警報・注意報の伝達系統 
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(2) 地震及び津波に関する情報の伝達系統図 

注）     は加入電話等、     は防災情報提供システム、 

       は熊本県防災情報ネットワーク（防災行政無線）、    は防災メール 

       は全国瞬時警報システム（J-ALERT） 

 

熊 本 地 方 気 象 台 
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上
自
衛
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方
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監
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各 
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土 
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関 
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衛
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８

師
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・
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第３項  通信体制の確立  

１ 通信設備 

収集した情報が、時期を逸せず有効、適切に利用できるように、災害対策本部、各

対策部、防災関係機関及び国・県の各間において、迅速、的確に伝達できる通信体制

を確立する。 

市では次の通信設備を配置し、一つの通信設備に支障がでても対応できるように、

多ルート化を図るものとする。 

 

主な災害時通信手段 主な通信区間 主な使用条件 

有 
 
 
 

線 

一般回線 

○各対策部及び関係機関との

連絡 

ＮＴＴの一般回線が使用可能な場合は、原則とし

て、こちらを利用する。 

災害時優先電話 
電話ごとに連絡責任者と専用従事者を指名して窓

口の統一を図る。 

携帯電話・メール 機動性を有効に活用するように運用する。 

ＦＡＸ 

原則として単独送信とし、一斉通信をしない。送信

エラーが発生したときは、再送信の前に相手先に原

因がないか必ず確認を取る。 

無 
 
 
 

線 

熊本県防災行政無線 

（衛星系） 
○災害対策本部と県、近隣市

町村、関係機関との連絡 
 

熊本市防災行政無線 

（移動系） 

○移動車両や災害現場の臨時

指揮所、防災拠点等との連

絡 

災害現場と無線機を常設していない防災拠点では、

連絡要員をつけて無線機を輸送配置し、無線機の使

用方法の説明及び通信管理に当たらせる。 

熊本市防災行政無線 

（固定系） 
○設置地域の住民に対する情

報伝達 
統制局には無線従事者を適切に配置し運用する。 

その他の無線 

(上下水道局、交通局) 
○各部局間の連絡 

各部局で整備している無線機は、業務ごとの連絡網

として使用するほか、災害対策本部の指示を受けて

情報収集に使用する。 

熊本シティエフエム

災害緊急放送 

（緊急告知ラジオ 

放送を含む） 

○住民に対する情報伝達 
熊本シティエフエムが管理する放送設備を使用し、

通常の放送番組に優先して臨時の災害放送を行う。 

衛星携帯電話 
○各対策部及び関係機関との

連絡 

有線系が利用できない場合、また携帯電話が利用

できない場合でも確実な情報の伝達等を行うため

利用する 

 

２ 設備の保持 

通信設備が被害を受けて使用が困難になった場合は、使用可能な通信網で代替する

とともに、迅速な復旧を図る。 

(1) 有線系 

有線系通信網は、熊本市の場合全てＮＴＴ回線であるため、ＮＴＴに優先的な復

旧を申し入れるとともに、直ちに無線による連絡体制をとる。 

(2) 防災行政無線・移動系 

基地局の送受信が困難になった場合は、携帯型無線機による運用に切り換える。 

移動局や常設携帯型無線機の故障についても、本庁に連絡を取り予備の携帯無線

機を新たに配置する。応急修理はその後に行う。 

【関連部局】 

政策局 

総務局 

消防局 
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(3) 防災行政無線・固定系 

何らかの機能不能が判明したときは、至急担当メーカーに連絡し修理を依頼する

とともに、移動系無線機を持った職員を配置するなど、代替手段を講じる。 

(4) その他の無線 

各部局の無線機については、それぞれで修理及び代替手段への切替えを実施する。 

ただし、どちらも防災行政無線の運用及び復旧に障害をきたさないことを条件と

する。 

３ 通信の統制 

地震災害時に発生する混乱により、通信網は混雑するおそれがあるので、有線系に

ついてはＮＴＴ、無線系は各通信網の管理担当者による適切な通信統制を行い、防災

関係の情報通信が円滑に行われるようにする。 

 

第４項  地震・津波被害情報 の収集・伝達  

地震・津波が発生した場合、被害規模の早期把握に努め、人命救助と火災への対応、

県に対する応援要請等、災害応急対策の基本方針を迅速に意思決定するため、次に示す

情報の収集・伝達を行う。 

１ 災害初動期の情報収集 

(1) 情報収集事項 

災害初動期は次の情報を中心に収集するものとする。 

情報の区分 主な情報内容 

地震・津波に関する情報 ○地震・津波情報、津波警報・注意報等の発表状況 

人命に関する情報 

○死者、負傷者及び要救助者の発生状況 

○建物倒壊等に伴う生き埋め災害情報 

○職員の安否確認 

被害拡大に関する情報 

○火災発生の状況 

○がけ崩れ等の二次災害発生状況 

○危険物の漏洩、ガス漏れ情報 

応急対策活動上必要な情報 

○市役所庁舎等の災害活動拠点の被害状況 

○道路などの応急対策活動にあたって重要となる施設

の被害状況 

(2) 勤務時間内における情報収集活動 

各対策部は次の要領により被害状況を収集する。 

区分 情報収集の方法等 

災害警戒本部 

○市役所庁舎周辺の被害確認 

○市民等からの通報 

○外出職員からの情報 

○避難所からの情報 

各対策部 

○119番通報（消防局） 

○所管施設の被害確認 

○市民等からの通報 

○外出職員からの情報 

○情報収集要員からの情報 

 

【関連部局】 

全局 
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(3) 勤務時間外における情報収集活動 

職員は、参集途上における被害状況を把握し、その情報は各対策部において集約

し災害警戒本部に報告するものとする。 

なお、参集途上における情報収集は、あくまでも概略的な情報収集とし、迅速な

参集を第一に考えなければならない。 

ただし、勤務場所への参集途上において災害の発生又は人身事故等に遭遇した場

合、消防機関へ連絡し、周囲の住民と協力し人命救助を優先し、勤務場所へは、情

報を連絡する。 

２ 災害対策本部設置後の情報収集 

(1) 各対策部及び住民からの情報収集 

情報支援室及び総合調整室（情報班）は、各対策部や住民から収集する災害情報

を、災害情報トリアージ用紙に記入し、互いに共有するとともに災害対策指揮室に

報告するものとする。収集する災害情報を次に示す。 

なお、指揮室は、被害が甚大で調査が困難な場合、必要に応じ自衛隊、警察本部

へ、ヘリコプターによる広域的な情報収集を要請し、早期把握に努めるものとする。 

■災害情報収集事項 

情報区分 収集する情報の内容 

防災気象情報等 ○地震・津波の情報、津波警報・注意報等 

被

害

情

報 

人的被害 

○発生場所、原因及び被害者数 

○被害者の住所、氏名、年齢等 

○負傷者の負傷程度及び収容先 

死者 

行方不明者 

負傷者 

建物被害 

○被災棟数及び被害程度 

○建物の名称及び所在地 

○被災世帯及び被災者数 

住家・非住家 

事業所 

公共施設被害 

○被災棟数及び被災程度 

○施設の名称及び所在地 

○入所者の被災状況及び避難状況 

福祉施設、教育施設 

清掃施設、その他の施設 

土木施設被害 

○被害箇所と被害程度 

○応急措置等の対応状況 

○道路の通行止め箇所 

道路・橋梁・公園 

河川 

農水関係被害 ○被害箇所と被害程度 農水産関係 

ライフライン情報 

○被害箇所と被害程度 

○応急措置等の対応状況 

○停電、ガス供給停止、断水状況 

○交通機関の運行状況 

上下水道関係 

電力・電話・ガス関係 

交通関係 

消防情報 

○119番通報の状況 

○火災発生状況及び延焼状況 

○救助、救急事案の発生状況及び対応状況 

○危険物施設等の被害状況 

○ガス漏れ等の発生状況 

医療救護情報 
○医療機関の被害状況 

○応急救護所等の設置状況 

避難情報 

○自主避難の状況 

○避難指示の発令状況 

○避難世帯数及び避難者数 

○避難所の開設状況 

その他の情報 
○その他の被害箇所と被害の程度 

○その他必要な情報等 

ブロック塀倒壊、がけ崩れ、

その他 
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３ 防災関係機関からの情報収集 

総合調整室及び各対策部は、状況に応じて、防災関係機関から次の情報を収集する

ものとする。 

収集担当 収集する情報 収集機関 

総合調整室 

地震・津波の情報、津波警報・注意報等 熊本地方気象台 

死者、行方不明者の状況及び交通規制の

状況 
熊本県警察 

ライフラインの被害（停電戸数、通信不

通回線数）と復旧状況 

九州電力(株)熊本支店 

九州電力送配電(株)熊本支社 

ＮＴＴ西日本熊本支店 

西部ガス（株）供給本部熊本供給

管理センター 

鉄道施設の被害と復旧状況等 
ＪＲ九州熊本支社 

熊本電気鉄道（株） 

県下の被害情報 熊本県危機管理防災課 

健康福祉局 医療施設の被害と診療状況等 
熊本市医師会 

熊本市歯科医師会 

都市建設局 

国管理道路、橋梁の被害と復旧状況 熊本河川国道事務所 

県管理道路、橋梁の被害と復旧状況 県央広域本部 

九州自動車道の被害と復旧状況等 ＮＥＸＣＯ西日本（株）九州支社 

国管理河川の被害と復旧状況 熊本河川国道事務所 

県管理河川の被害と復旧状況 県央広域本部 

県管理砂防施設等の被害と復旧状況等 県央広域本部 

４ 情報伝達の経路 

(1) 有線通信網（携帯電話、インターネットによる通信及び SNS を含む） 

電話等の有線通信網が機能しているときは、本庁職員は所属課（ただし災害対策

本部から指定を受けた情報収集要員は災害対策本部）へ、各出先機関は所属局又は

所属部の主管課へ連絡する。 

また、消防局、交通局、病院局及び上下水道局は総合調整室へ連絡するものと

し、総合調整室要員を災害対策本部に配置する。なお、呼出番号はあらかじめ課で

指定しておき、災害時優先電話には接続しないように留意する。 

内線電話は、生命に係わる緊急の場合を除き使用を禁止する。 

(2) 無線通信網 

有線通信網が使用不能のときは、無線連絡網を利用する。防災行政無線の運用は

本節第 3項に従う。各局で保有する無線により収集した情報は、基地局で収集した

情報を取りまとめた後、防災行政無線等を使用して災害対策本部に伝達する。 

５ 情報収集要員の安全確保 

情報収集要員の安全確保に留意するものとし、平時から安全確保の方法等について

検討・対策を進めるものとする。 

６ 災害情報の報告及び意思決定事項の伝達 

情報支援室は、各対策部や防災関係機関から収集した被害情報を防災情報システム

へ入力し、適時、総合調整室及び災害対策指揮室に報告するものとする。 



第 １ 章  災害応急対策計画 
第１節 情報の収集・伝達 

地震・津波 - 14 - 

総合調整室及び災害対策指揮室では、報告に基づき、次の意思決定等を行う。 

(1) 緊急で重要な意思決定とそれに伴う指揮命令・指示・措置等（指揮室） 

ア 避難指示の発令等緊急的な意思決定 

イ 対策本部の設置 

ウ 自衛隊の災害派遣要請、広域応援要請の決定 

エ 意思決定に伴う、指示・措置事項等 

(2) 災害対策本部会議の開催と意思決定事項の細部事項 

ア 災害応急活動等の対応方針決定 

イ 各局・区等横断的な対応・措置事項等 

総合調整室は、上記の意思決定事項を情報支援室及び各対策部へ伝達するもの

とする。 

７ 被害情報等の共有 

被害情報及び防災関係機関が実施する応急対策の活動情報は、効果的に応急対策を

実施する上で不可欠であることから、被害の程度に応じ、市、国、県及び防災関係機

関等は、情報の収集・連絡を迅速に行う。この場合、市、県は県防災情報ネットワー

クシステムや県統合型防災情報システム、防災情報提供システムを活用して、各種防

災情報の効率的な収集及び情報に基づく意思決定の迅速化、防災関係機関相互の情報

の共有化を図るものとする。 

さらに、市は避難指示等を発令した場合には、災害情報共有システム（Ｌアラー

ト）への情報配信を行い、テレビ、ラジオ等の報道機関を通じて住民への迅速な伝達

を図るものとする。 

８ 県への被害報告 

総合調整室は災害情報及び被害情報を「被害報告取扱要領」に基づき県へ報告す

る。県へ報告ができない場合は、直接国（総務省消防庁）に報告する。 

報告の種類  報告の時期  様式  報告先  

災害情報 
○被害発生後、直ちに 

○報告内容に変化があれば、その都度 
第 1号 

県央広域本部 

（熊本土木 

事務所） 

被害状況報告（速報） 

○被害状況が判明次第 

○指定がない場合、毎日 9時 30分ま

で及び 14時 30分までに 

第 2号 

被害状況報告 

（確定） 

○被害調査が終了したとき、又は応急

対策が終了した日から 10日以内 
第 2号 

各部門別被害状況報告 

（速報・確定） 

○被害調査が終了したとき、又は応急

対策が終了した日から 10日以内 
第 3号 

危機管理 

防災課 
住民避難等報告 ○一定期間をおいて報告 第 4号 

【資料編】5-3-1 被害報告取扱要領 

5-3-2 収集および報告要領 

5-3-3 報告等の種別 

5-3-4 報告等の様式および報告等の系統 
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９ 国への被害報告 

総合調整室は、「火災・災害等即報要領」に基づき、地震が発生し、市内で震度５

強以上を記録したとき、第一報を覚知後 30分以内で、可能な限り早く、分かる範囲

で直接国（総務省消防庁応急対策室）に報告するものとする。 

【資料編】5-3-6 火災・災害等即報要領 

5-3-7 火災・災害等即報要領様式 

 

第５項  地震・津波災害情報の広報伝達  

市、県及び防災関係機関は災害時における情報及び被害状況等を、報道機関その他を

通じて速やかに関係機関及び住民に周知徹底し、被害の軽減と民心の安定を図るものと

する。 

１ 実施機関 

災害対策基本法第 50条に定められている災害応急対策の実施責任者は、それぞれ

の分担事務又は業務について、同法第 51条の規定に基づく広報活動に努めるものと

する。 

２ 実施機関相互の連絡 

各実施機関は、相互に情報の通報及び交換を行うよう努めるものとする。 

なお、熊本県と連絡が取れない場合は、総務省消防庁（ＴＥＬ：03-5253-7777）へ

連絡するものとする。 

【資料編】5-1-2 関係機関等とのホットラインの整備要領 

３ 市における広報系統 

(1) 広報系統 

市における広報系統は、おおむね次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【関連部局】 

政策局 

・熊本シティエフエム 

災害緊急放送(災害緊急放送

に関する協定書に基づく) 

・緊急告知ラジオ 

防災行政無線 

緊急速報メール 

(携帯電話会社サービ

ス) 

熊本市各局 

又は各対策

部 

報道機関 

新聞 

ラジオ 

テレビ 

総合調整室 

住        民 

熊 本 県 災害対策本部 

又は 

災害警戒本部 

実 施 機 関 

広報課 広報課 
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(2) 広報の方法と内容 

災害の規模、態様に応じて、適切な方法と内容の広報を行うものとする。 

なお、広報活動に従事するものの安全確保について留意する。 

※視覚障がい者や聴覚障がい者等への配慮として、音声案内や文字情報の提示、点字化、手

話通訳によるテレビ放送等を検討する。また、必要に応じて各種関係団体との連携を図

る。 

 

 

 

時 期 方 法 内 容 

災害発生直後 
○防災行政無線等による広報 

○広報車による広報 

○消防団による広報 

○広報紙、チラシ等による広報 

○報道機関への広報依頼 

○熊本市災害情報メール 

○市ホームページへの掲載 

○指定避難所・建屋のある指定緊

急避難場所への職員の派遣 

○携帯電話メールサービス 

○地震、津波に関する情報 

○混乱防止の呼び掛け 

○避難指示等の伝達・誘導 

○出火防止の呼びかけ 

○人命救助協力の呼びかけ 

○被害状況 

○応急対策進捗状況 

○避難所等の情報 

応急対策活動時 

○地震、津波に関する情報 

○被害状況 

○応急対策進捗状況 

○交通機関の状況 

○道路交通状況 

○ライフラインの状況 

○物資の供給状況 

○健康管理の情報 
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第 ２節  機 動 力 及 び資 材 器 具 等 の点 検 整 備 計 画  

災害応急対策に必要な機動力及び資材・器具等については、通常より十分留意して有

事に際し、その機能を有効適切に発揮できるよう常時点検整備しておくものとする。 

 

第１項  災害対策本部における機動力及び資機材の点検整備  

１ 災害対策用資機材及び人員の輸送等の機動力を確保するため各課（かい）所管の機

動力は、定期的に点検整備しておき、災害対策本部が設置された場合には、すべて

本部の指揮下に配置し応急措置に支障のないようにする。 

２ 機動力の種類及び保有状況 

                     【資料編】6-5 車両関係等 

３ 災害対策用として備蓄する資機材等の保有状況 

【資料編】6-1 災害対策本部に備蓄する資機材等の保有状況 

 

第２項  消防団の積載車及び機械倉庫の整備  

１ 消防団の積載車は別に定める更新計画に基づき整備するものとする。 

２ 消防団の機械倉庫は団員詰所を併設し分団毎に整備するものとする。 

 

第３項  消防用資機材等の点検整備  

１ 火災防御に必要な消防用資機材等の点検整備を行い、有事に際し十分活動できるよ

う万全を期するものとする。 

２ 消防用資機材等の配置及び保有状況 

【資料編】6-2 消防用機械等の配備及び保有状況 

３ 消防水利状況 

(1) 公設消火栓 

公設消火栓は各配水系統の上水道に設けられたもので次のとおりである。 

ア 設置数：18,292基 

イ 水圧(平時)：5～2kg/cm 

ウ 消火栓を設置している配水管の径：300～75mm 

(2) 防火水槽 令和 3年 4月 1日現在 

公設 759 

私設 965 

計 1,724 

(3) 通信施設 

災害の被害を軽減するには、まず正確な災害情報を収集し、分析し、災害の種別

と形態に対応する消防隊等を迅速に出動させるとともに、災害現場での的確な通信

業務の運用が重要である。 

【関連部局】 

政策局 

消防局 
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現在、消防指令管制システムを導入し、通信業務全般における円滑かつ効果的な

運用を図っている。 

 

第４項  その他の資材器具等の点検整備  

その他災害予防及び災害応急対策活動に必要な資材器具等は、各種災害に対しては備

蓄に努めるものとし、備蓄した資材器具等の点検整備は、その用途に応じて最も適当な

時期に行うものとする。 
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第 ３節  消 防 計 画  

 熊本市消防局が実施する、地震、風水害、大規模な火災、その他の非常災害の対策に

ついては、必要な事項を「熊本市消防局非常災害対策規程」に定め運用するものとす

る。 

 

第１項  消防局対策部  

１ 対策部の設置 

（１）消防局長（以下「局長」という。）は、管轄区域内で非常災害が発生し､又は非常

災害が発生するおそれのある場合において、災害対策のため必要があると認めると

きは、消防局災害警戒本部（以下「警戒本部」という。）又は消防局対策部（以下

「対策部」という。）を設置するものとし、熊本市が設置された場合も同様とす

る。 

（２）警戒本部及び対策部（以下「対策部等」という。）は、熊本市消防局に置く。 

（３）対策部等は、熊本市対策本部が設置された場合は、これと連携し活動するものと

する。 

２ 構成員 

（１）警戒本部に警戒本部長及び副警戒本部長を置き、警戒本部長に局長、副本部長に

消防局総務部長（以下「総務部長」という。）、消防局予防部長（以下「予防部長」

という。）及び消防局警防部長（以下「警防部長」という。）をもって充てる。 

（２）対策部に対策部長及び対策副部長を置き、対策部長に局長、対策副部長に総務部

長、予防部長及び警防部長をもって充てる。 

（３）消防局各部の班に班長、副班長及び班員を置き､班長に消防局各課長、副班長に

消防局各副課長、班員に消防局員（以下「局員」という。）をもって充てる。 

（４）地区隊に地区隊長、地区副隊長、班長及び隊員を置き、地区隊長に署長、地区副

隊長に副署長、班長に消防署指導課長及び消防署警防課長、隊員に消防署員（以下

「署員」という。）をもって充てる。ただし、警戒本部による災害対応時における

地区隊長及び地区副隊長は、あらかじめ署長が指定する署員を充てる。 

３ 職務 

（１）対策部長は、対策部の事務を統括する。 

（２）対策副部長は、対策部長を補佐し、対策部長が不在のときは、あらかじめ対策部

長が指定する対策副部長がその職務を代理する。 

（３）班長及び地区隊長は、対策部長の命を受け、所属班員及び隊員を指揮監督し、班

及び地区隊の業務を統括する。 

（４）副班長及び地区副隊長は、班長又は地区隊長を補佐し、班長又は地区隊長不在の

ときは、その職務を代理する。 

【関連部局】 

政策局 

消防局 
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（５）班員及び隊員は、上司の命を受け班又は隊の業務に従事する。 

４ 非常災害体制 

（１）非常災害体制とは、管轄区域内で非常災害が発生し、又は非常災害が発生するお

それのある場合において、対策部等を設置し、非常災害に関する情報収集、応急対

策の立案・遂行、防災関係機関への応援要請及び受援体制の確立等を迅速かつ的確

に行う体制をいうものとする。 

ア 災害警戒体制 

各種災害等で、情報収集した状況から非常災害に進展していくような事案が発生

し、又は発生するおそれのある場合において、警戒本部を設置して被害状況の把握

等の初動対応を実施する体制をいう。 

イ 第１非常災害体制 

非常災害が、局地的に発生し、その拡大が予想される場合又は発生するおそれが

ある場合において、警戒本部を設置して災害対策を実施する体制をいう。 

ウ 第２非常災害体制 

非常災害が、２以上の区（益城町及び西原村含む。）にわたり発生し、その拡大

が予想される場合又は非常災害が多発した場合において、対策部を設置して災害対

策を実施する体制をいう。 

エ 第３非常災害体制 

非常災害が、管轄区域の全域又は管轄区域の大部分の範囲で発生し、甚大な被害

やその拡大が予想される場合又は消防広域応援隊等の応援を要請する場合若しくは

応援を要請する可能性がある場合において、対策部を設置して災害対策を実施する

体制をいう。 

（２）指令管制長は、非常災害体制が発令された場合は、速やかに所定の方法により伝

達するものとし、解除された場合においても同様とする。 

（３）非常災害体制時において、火災等の災害における部隊運用は、指令管制室におい

て行うものとする。 

５ 重要情報の収集 

（１）対策部等は、警防隊の効果的な運用を図るために、次に掲げる情報を優先的かつ

詳細に収集するものとする。 

ア 災害発生場所 

 イ 災害の規模 

 ウ 災害拡大（危険性の有無を含む。）の有無 

 エ 死傷者及び人命危険の有無 

 オ 警防隊の活動体制又は増強（他の防災機関への応援要請を含む。）の必要性 

 カ 消火栓、防火水槽、プール等の消防水利の被害状況 

 キ 道路、橋梁、堤防等の障害状況 

 ク 住民の動向及び避難の必要性 

 ケ その他警防隊の運用上必要な事項 
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（２）地区隊は、所属警防隊をして前項に掲げる事項を調査するとともに、区役所及び

消防団の活動等について対策部等へ報告するものとする。 

（３）通信運用班長は、当該災害に係る気象情報については時期を失せず、警戒本部長

又は対策部長（以下「対策部長等」という。）に報告するとともに対策部等で共有

するものとする。 

６ 情報の報告 

（１）対策部等及び地区隊の情報は、別に定めるトリアージカード等を使用し収集、報

告するものとする。 

（２）事案の決裁について、対策部等においては重要事案を対策部長等が、その他の事

案については指揮運用班長がそれぞれ決裁するものとし、地区隊においては地区隊

長がこれを準用して定めるものとする。 

（３）地区隊長は、地区隊運用を解除したときは、管内の被害等の状況について、情報

収集班長を通じて対策部長等に報告するものとする。 

（４）情報管理班長及び情報収集班長は､当該災害に係る災害経過及び被災の状況等に

ついて連携して速やかにとりまとめ、対策部長等に報告するものとする。 

 

第２項  非常招集  

１ 職員の招集 

（１）対策部長等並びに地区隊長は、非常災害が発生し､又は非常災害が発生するおそ

れのある場合において、消防力を増強する必要があると認めるときは、局員及び署

員(以下「職員」という。）の招集を発令するものとする。 

（２）前項の場合において、地区隊長が署員を招集した場合は、直ちに対策部長等に招

集発令の要件等について報告しなければならない。 

（３）対策部長等及び地区隊長は、次に定める非常招集に係る判断基準により速やかに

職員の招集を決定するものとする。 

組織名

体制名 災害警戒体制 第１非常災害体制 第２非常災害体制 第３非常災害体制

責任者 警防課長、情報司令課長、署長 警防部長、署長 局長 同左

実施内容

各種災害等で、情報収集した状況から非常災
害に進展していくような事案が発生し、又は
発生するおそれがある場合において、初動対
応を行う職員の招集等により、被害状況の把
握等、初動対応を実施する体制

非常災害が、局地的に発生し、その拡大が予
想される場合、又は発生するおそれがある場
合において、指定招集による職員の招集等に
より、災害対策を実施する体制

非常災害が、２以上の区（益城町及び西原村
含む）にわたり発生し、その拡大が予想され
る場合、又は非常災害が多発した場合におい
て、全職員の招集等により、対策部を設置
し、災害対策を実施する体制

非常災害が、管轄区域の全域若しくは管轄区
域の大部分の範囲で発生し、甚大な被害やそ
の拡大が予想される場合、又は消防広域応援
隊等の応援を決定若しくは応援を決定する可
能性がある場合において、全職員の招集等に
より、対策部を設置し、災害対策を実施する
体制

地　震 震度４ 震度５弱 震度５強 【規定参集】 震度６弱以上 【規定参集】

津　波
市沿岸海域で津波注意報が発表されて被害の
発生が予想されるとき

同左
市沿岸海域で津波警報（大津波）が発表され
たとき 【規定参集】

同左

風水害

・避難準備、高齢者等避難開始が発令された
とき（警戒レベル３）
・非常に強い勢力以上の台風が通過する見込
みのとき　等

・避難指示（緊急）又は避難勧告が発令され
たとき（警戒レベル４）
・特別警報（高潮、波浪）又は土砂災害警戒
情報又はが発表されたとき

・災害発生情報が発令されたとき（警戒レベ
ル５）
・特別警報（暴風、暴風雪、大雨、大雪）が
発表されたとき

同左

大規模火災
・局警防課長及び情報司令課長が協議の結
果、必要と認めるとき
・署長が必要と認めるとき

・多数の死傷者が発生したとき
・第３出場以上の消防隊出場が指令されたと
き
・焼損面積が５㌶以上の林野火災
・対策副部長が必要と認めるとき

・左記のほか、局長（対策部長）が必要と認
めるとき

同左

国民保護
・局警防課長及び情報司令課長が協議の結
果、必要と認めるとき
・署長が必要と認めるとき

熊本市国民保護計画に基づき、市が「情報収
集体制（危機管理防災総室職員参集）」を設
置したとき

熊本市国民保護計画に基づき、熊本市が「緊
急事態連絡本部体制（原則、全職員参集に準
ずる）」を設置したとき

熊本市国民保護計画に基づき、市が「国民保
護対策本部体制又は緊急対処事態対策本部体
制（全職員参集）」を設置したとき

その他の災害
・局警防課長及び情報司令課長が協議の結
果、必要と認めるとき
・署長が必要と認めるとき

・警防部長（対策副部長）又は署長（地区隊
長）が必要と認めるとき

・局長（対策部長）が必要と認めるとき 同左

・市災害警戒本部又は市水防本部が設置され
地震注意態勢又は警報強化態勢が発令された
とき
・益城町又は西原村において、災害対策本部
（災害警戒本部含む）が設置されたとき

・市災害警戒本部又は市水防本部が設置され
警戒配備態勢が発令されたとき
・益城町又は西原村において、災害対策本部
が設置されたとき

・市災害警戒本部又は市水防本部が設置され
１号配備態勢が発令されたとき
・益城町又は西原村において、災害対策本部
が設置されたとき

・熊本市に災害対策本部が設置されたとき
（２号配備態勢以上）
・益城町又は西原村において、災害対策本部
が設置されたとき

・指令管制長及び各署の現場最高責任者が、
通常の部隊運用では支障をきたすおそれがあ
ると認める場合
・各署の現場最高責任者が部隊運用を行う

・警防部長（対策副部長）又は署長（地区隊
長）が通常の部隊運用では対処できないと認
める場合
・非常災害指令により地区隊長が部隊運用を
行う

・局長（対策部長）が単独の地区隊のみでの
部隊運用では対処できないと認める場合
・非常災害指令により対策部長が部隊運用を
行う

・局長（対策部長）が管轄区域で発生する災
害が異常な事態になると認める場合又は警防
部隊を大規模な範囲で運用する必要があると
認める場合
・非常災害指令により対策部長が部隊運用を
行う

※地震にあっては、管轄区域で上記震度の地震が発生したときを表す

【非常災害時の組織、非常災害体制設置及び非常招集に係る判断基準、地区隊運用】

災
　
害
　
別

その他の要件

消防局災害警戒本部 消防局対策部

組
　
織

地区隊運用

非
常
災
害
体
制
設
置
及
び
非
常
招
集
に
係
る
判
断
基
準
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２ 招集種別 

（１）非常招集の招集種別は、次に掲げるとおりとする。 

ア 指定招集  

対策部長等及び地区隊長が、職員を指定して招集するものをいい、次のとおり必

要な職員を指定し、段階的な招集要領等について事前に定めておくものとする。 

災害警戒体制 第１非常災害体制 第２非常災害体制 第３非常災害体制

警防課長、情報司令課長、署長 警防部長、署長 局長 同左

・初動対応班の班長以下必要とする人員
　（待機日時に該当する班）
　※必要に応じ職員の増減を警防課長と
　情報司令課長で協議

・警防部長
・各課の管理職１名以上
・初動対応班の班員全員
　（待機日時に該当する班）
・各課職員の１/２程度
　（初動対応班含む）

全職員 同左

【震度４を観測した管轄署】
【災害発生のおそれがある署】
　・局初動対応班設置を受け、署長の
　指定する者

【震度５弱を観測した管轄署】
　・管理職２名以上
　・日勤者の１/２程度
　　（初動対応を行う職員含む）
　・当務部の週休者全員
【震度５弱を観測していない管轄署】
　・署長の指定する者
【その他の災害】
　・署長の指定する者

全職員 同左

指
　
定
　
招
　
集
　
（

　
人
　
員
　
）

消防署

【 非常災害体制時に係る指定招集人員 】

消防局

　　　　組織名
　　　　体制名
　　　　責任者

　所属別

消防局災害警戒本部 消防局対策部

 
イ 規定参集 

      職員自らが災害発生を聞知して参集基準に基づき参集するものをいう。 

３ 規定参集基準 

職員は、管轄区域内で地震が発生したときは、共通編第２章第３節第３項の１の規

定に基づき、速やかに参集するものとする。 

４ 非常災害時の活動の基本 

非常災害が発生した場合における警防隊の基本的な活動は、次の各号に掲げるとお

りとする。 

（１）地区隊長は、管内並びに消防庁舎、消防車両及び資機材（以下「消防施設等」と

いう。）の被害状況を早急に把握し、活動方針を決定しなければならない。 

（２）救急救助活動は、次の事項を基本に実施する。 

ア 災害時救急救助活動の基本 

    実動各隊は、人命救助活動を最優先し、次の原則に基づき活動する。 

（ア）重症者優先の原則 

救急搬送及び救急処置は、救命処置を必要とする負傷者を優先する。 

（イ）災害時要援護者優先の原則 

     負傷者多数の場合は、幼児、高齢者、身体障害者等の災害時要援護者を優先す

る。 

イ 多数の人命の救急救助活動の基本 

同時に多数の人命の救急救助活動を要する場合は、医療機関、自衛隊、警察等

（以下「防災関係機関」という。）と連携をとりながら、次の事項に基づいて活動

する。 

（ア）市町村対策本部を通じて、災害拠点病院、市医師会等に医師派遣を要請する。 

 （イ）必要に応じ、招集した職員による特別救急隊を編成する。 

 （ウ）各事案のトリア－ジにより、効果的な警防隊の投入を行う。  
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 ウ 医療機関との連携 

非常災害発生時における救急救助活動に万全を期すため、医療機関と綿密な連携

を図るものとする。 

（３）地区隊長は、非常災害活動において消防団と連携を図り被害の軽減に努めるとと

もに、被害状況に応じて消防団との協議により担当区域外での活動を指示すること

ができるものとする。 

５ 情報の収集及び伝達 

（１）対策部長等及び地区隊長は、対策活動の万全を期すため、非常災害を予知したと

きから情報を収集するものとする。 

（２）対策部長等及び地区隊長は、重大な地震情報、気象情報、洪水情報、その他必要

な情報は、速やかに管内住民に伝達するものとし、風評等による不安を軽減しなけ

ればならない。 

 

第３項  地震対策活動  

地震災害に伴う対策活動は、次の各号に掲げる事項を基本に実施する。 

１ 火災防御の主眼 

地震による火災は、多くの場所で同時に発生することが予想されるため、特に初期

において延焼又は人命に危険を及ぼすおそれのあるものを最優先して防御するものと

する。 

２ 大規模火災の消火活動 

地震災害の初期において、火災の阻止が困難であると認められる場合は、時期を失

することなく、適切な火災防御線を設定するとともに、防御に必要な警防隊の増隊及

び消防団等の協力を要請するものとする。 

３ 消防水利の効果的な活用 

地震により消火栓が使用不能となった場合は、防火水槽、プ－ル、河川等を活用し

消火活動等を行うものとする。 

 

第４項  津波及び高潮対策活動  

津波及び高潮に伴う対策活動は、次の各号に掲げる事項を基本に実施する。 

１ 沿岸区域の警戒 

２ 情報の収集及び連絡 

３ 住民広報  

４ 避難誘導 

５ 救助活動及び被害調査 

６ その他必要な活動 
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第５項  非常通信体制  

１ 指令管制長は、非常災害体制の発令に備え、次の各号に掲げる事項を常時把握して

おくものとする。 

（１）気象情報及び災害情報 

（２）警防隊の活動状況 

（３）通信施設及び通信機器の運用状況 

（４）その他災害対策に必要な事項 

２ 通信運用班長又は指令管制長（以下「通信運用班長等」という。）は、非常災害体

制へ移行すると同時に、又は必要に応じ、非常通信体制として別表４のとおり地区隊

の無線チャンネルを指定するものとする。この場合において、移動局は通信規程第１

１条第１項第３号の規定によらないことができる。 

３ 通信運用班長等は、非常災害体制が解除された場合又は地区隊の無線チャンネルを

指定する必要がなくなった場合は、速やかに非常通信体制を解除するものとする。 

 

第６項  応援及び受援体制の確立  

１ 応援要請等 

（１）対策部長は、非常災害において保有する消防力では対応できない災害に拡大した

と認められる場合は、次の各号に掲げるとおり他の消防本部又は防災関係機関へ応

援を要請するものとする 

ア 消防広域応援の要請 

熊本県消防広域応援基本計画に基づく熊本市消防局応援計画・受援計画（令和 4

年（2022 年）3月 31日改正）の定めるところによる。 

イ 自衛隊、警察等の公的機関への応援要請 

人命または財産の保護のため、自衛隊、警察等の公的機関への応援を要請する必

要がある場合は、地域防災計画の定めるところによる。ただし、緊急で、やむを得

ない事由があるときは、必要に応じて電話、その他の方法により直接要請するもの

とする。 

ウ 民間団体に対する協力要請 

災害対応が困難になり、又は災害対応が困難になると予想される場合は、各種民

間団体等に協力を要請するものとする。 

２ 受援体制 

対策部長は、前条第１号により消防広域応援を要請した場合は、応援部隊等の円滑

な活動を支援するため、熊本県消防広域応援基本計画に基づく熊本市消防局応援計

画・受援計画（令和 4 年（2022 年）3月 31 日改正）の定めるところにより、受援体

制を確立するものとする。 

 



災害応急対策計画 第 １ 章  
消防計画 第３節 

地震・津波 - 25 - 

第７項  避難の指示  

災害による危険が急迫し、緊急を要する場合において、益城町長及び西原村長（以下

「市町村長」という。）が避難指示等を住民に対して発令するいとまがないときは、現

場付近にいる職員及び消防団員（以下「団員」という。）は、市町村地域防災計画に基

づき避難指示等を発令する、又は伝達することができる。 

ただし、職員は、益城町域及び西原村域において避難指示等を発令することができな

いものとする。 

２ 前項ただし書の場合において、職員が益城町地域及び西原村地域において避難指示

等を発令する必要があると認めた場合は、速やかに益城町及び西原村の職員または消防

団員に報告するものとし、職員は、益城町及び西原村の団員等が住民に対して発令した

避難指示等を住民に伝達するものとする。 

第８項  消防団の活動  

１ 消防団の任務 

非常災害発生時の消防団の任務は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）消防団は、地区隊と連絡を密にとり、災害警戒、人命救助及び災害防御活動にあ

たるものとする。 

（２）消防団本部は、地区隊から団員の活動情報を収集し、消防団長に報告するととも

に、消防団活動が適正に遂行されるよう努めなければならない。 

（３）消防分団は、受持ち校区での災害活動を基本とするが、被害状況等により、熊本

市消防団災害出場規程（平成２０年３月２４日消防局訓令第５号）に基づき相互に

連携し、被害の甚大な区域への応援活動にあたるものとする。 

２ 活動内容 

災害時の消防団は、次の各号に掲げる活動を行うものとする。 

（１）災害発生後速やかに分団機械倉庫の損壊状況等を把握し、消防車両、小型動力ポ

ンプ等を安全な場所に移動し、出場体制を確保するものとする。 

（２）携帯無線機は、緊急の場合に使用し、無線統制下にあってはむやみに発信しない

ものとする｡ 

（３）災害発生後の初動活動は、次に掲げる事項を基本とする。 

  ア 被災状況の把握 

イ 災害の早期発見と避難誘導 

 ウ 災害防御活動 

 エ 救急救助活動 

 オ 消防水利の確保 
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第９項  消防活動体制  

消防の活動体制は、次のとおりとする。 

署別 配置場所 所在地 隊  名 

中央 

消防署 

本署 中央区大江 3丁目 1番 3号 
○指揮小隊     ○梯子ポンプ小隊 

○特別高度救助小隊 ○救急小隊 

南熊本庁舎 〃 南熊本 3丁目 8番 25号 ○救急小隊 

出水出張所 〃 水前寺公園 13番 40号 ○ポンプ小隊    ○救急小隊 

東 

消防署 

本署 東 区東町 4丁目 6番 17号 
○指揮小隊     ○梯子ポンプ小隊 

○特別救助小隊   ○救急小隊 

託麻出張所 〃 下南部 1丁目 3番 137号 ○ポンプ小隊    ○救急小隊 

小山出張所 〃 小山 4丁目 4番 22号 〇ポンプ小隊    〇救急小隊 

西 

消防署 

本署 中央区米屋町 1丁目 12番地 1 
○指揮小隊     ○梯子ポンプ小隊 

○特別救助小隊   ○救急小隊 

池田庁舎 西 区池田 2丁目 4番 43号 ○救急小隊 

田崎出張所 〃 田崎 2丁目 2番 36号 ○ポンプ小隊    ○救急小隊 

小島出張所 〃 小島 8丁目 10番 20号 ○ポンプ小隊    ○救急小隊 

島崎出張所 〃 島崎 2丁目 17番 23号 ○ポンプ小隊    ○救急小隊 

河内出張所 〃 河内町大字野出 1891番地 1 ○ポンプ小隊    ○救急小隊 

南 

消防署 

本署 南 区平田 2丁目 13番 1号 
○指揮小隊     ○梯子ポンプ小隊 

○特別救助小隊   ○救急小隊 

川尻出張所 〃 南高江 2丁目 15番 53号 ○ポンプ小隊    ○救急小隊 

飽田天明出張所 〃 白石町 385番地 1 ○ポンプ水上小隊  ○救急小隊 

富合出張所 〃 富合町田尻 445番地 5 ○ポンプ小隊    ○救急小隊 

城南出張所 〃 城南町さんさん 1丁目 1番地 1 ○ポンプ小隊    ○救急小隊 

北 

消防署 

本署 北 区四方寄町 514番地 1 
○指揮小隊     ○梯子ポンプ小隊 

○特別救助小隊   ○救急小隊 

清水出張所 〃 清水亀井町 12番 22号 ○ポンプ小隊    ○救急小隊 

楠出張所 〃 楠 5丁目 7番 60号 ○ポンプ小隊    ○救急小隊 

植木出張所 〃 植木町山本 739番地 2 ○ポンプ救急小隊  ○救急小隊 

益城 

西原 

消防署 

本署 上益城郡益城町大字寺迫 202番地 1 
○ポンプ小隊    ○救急救助小隊 

○救急小隊 

西原出張所 阿蘇郡西原村大字小森 583番地 1 ○ポンプ救急小隊   

特別 

編成 

国際消防救助隊 

緊急消防援助隊 

事務局 警防部警防課 

事務局 警防部警防課 
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第 ４節  応 援 要 請 （受 援 ）計 画  

大規模地震発生時には、その被害が拡大することが予想されるため、本市単独では災

害への対応が困難若しくは不可能な場合は、速やかに関係機関等への応援要請等を行う

ものとする。 

 

第１項  応援要請発動の基準・根拠  

１ 応援要請発動の基準・目安 

次の例を参考に応急対策が困難と判断した場合に、協定先に対して応援要請を行う。 

特に、大規模災害時においては、被害状況の把握に時間を要することが考えられる

ことから、発災直後から防災関係機関等と連絡を取り合うなど、応援要請の機を逸し

ないように留意する。 

(1) 災害対策本部指揮室において、その時点又は以降に応急対策の実施が困難と判

断される場合 

(2) 各対策部において、その時点又は以降に当該部所管の協定の対象となる業務の実

施が困難又は応援を受けることが災害対応により有効に機能すると判断される場

合  

(3) 特別な技術、知識、経験等を有する職員が不足する場合 

(4) その他本部長が応援要請の必要があると認める場合 

２ 職員派遣の法的根拠 

大規模災害発生時に防災関係機関等に職員派遣を依頼する法的根拠等は次のとおり

である。 

■派遣依頼先・内容等及び法的根拠 

対策等 依頼先 根拠法令等 

地方自治体等 

への応援要請 

○指定地方行政機関等の長（職員の派遣要請） 災害基29-2 

○県知事（指定行政機関及び指定地方行政機関の職

員の派遣あっせん要請） 
災害基30-1 

○県知事（他の自治体職員の派遣あっせん要請） 
災害基30-1 

自治252の17 

○他の市町村長（応援の要求） 災害基67 

○県知事（応援の要求及び応急措置の実施要請） 災害基67 

○応援協定自治体の長（物資・資器材・車両提供、

職員の派遣等） 

自治体相互応援

協定 

自衛隊への 

派遣要請等 

○県知事（自衛隊の派遣要請） 災害基68の2 

○自衛隊（県知事に派遣要請の要求ができない場合の

通知） 
災害基68の2-2 

消防に関する 

応援要請 

○消防本部等（消防相互の応援等） 消組39 

○県知事（消防庁長官に対する応援要請） 消組44 

防災関係団体等

への応援要請 

○防災関係団体、民間団体（企業、ＮＰＯ、ＮＧＯ

等）（協定に定める事項） 
各種応援協定等 

（凡例）災害基：災害対策基本法 / 自治：地方自治法 / 消組：消防組織法 

 

【関連部局】

全局 
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第２項  災害対策本部における対応  

１ 災害対策本部で対応する協定等 

次のような協定については、災害対策本部において対応する。 

なお、自衛隊との連携については別途定める。 

(1) 自治体相互応援協定 

九州九都市災害時相互応援に関する協定 

熊本市及び尼崎市災害時相互応援に関する協定 

熊本市及び福井市災害時相互応援協定 

九州九都市水道局災害時相互応援に関する覚書 

熊本県都市災害時相互応援に関する協定 

熊本県市町村災害時相互応援に関する協定 

島原市及び熊本市災害時相互応援協定 

21大都市災害相互応援協定 

災害時相互応援協定（松山市） 

大規模災害時の応援に関する協定（国土交通省） 

(2) 指定地方行政機関等の防災関係団体との間で、関連分野において連携を必要と

するもの 

(3) 受援内容が多肢にわたるなど、応援団体との間で総合調整を要する協定の運用等 

【資料編】8-3 災害協定一覧 

２ 応援の要請 

本部長が必要と認める場合、あらかじめ調整した連絡先に対し応援要請を行う。 

協定等に定められた方法で行うことを原則とするが、そのいとまがないなどやむを

得ない場合には電話等の手段により口頭で行うものとする。 

また、応援要請を行った際に、応援都市等から先遣隊（あるいは調整隊。以下同

じ。）が派遣される旨の情報を得た場合には、本市の災害状況や途中のルートの状況

など、情報提供を併せて行うよう努める。 

３ 先遣隊の受入れ 

応援都市等から先遣隊が災害対策本部に到着した際には、災害状況など今後の活動

に必要な情報共有を行うものとする。 

４ 応援部隊（実際に活動する部隊）の活動調整 

災害対策本部は、応援都市等に対し希望する受援内容を伝えるなど、活動調整を行

う。調整結果は、総合調整室から各対策部に伝達するとともに、以降の調整方法等に

ついて併せて協議を行う。必要に応じて、更に詳細な内容に関する打合せを各対策部

との間で実施する。 

【関連部局】 

全局 
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また、先遣隊の活動スペースを災害対策本部近傍に確保するとともに、活動調整が

円滑に進むよう配慮しなければならない。 

５ 応援部隊の待機場所等の確保 

災害対策本部は各対策部と調整を行い、応援都市からの部隊の待機場所、ミーティ

ングスペースを確保する。また、必要に応じて駐車場、宿所、食料、飲料水等を各対

策部と調整のうえ準備する。 

６ 関係機関相互の連携 

活動が長期間に及ぶことを想定し、活動の一体性を確保する観点から、応援都市の

先遣隊の代表者を災害対策本部会議に参加させ、本市の災害対策本部の方針等を確認

してもらうとともに、応援都市からのアドバイスも得るように努める。同様の連携

を、総合調整室や活動現場においても確保し、共に災害対応を行うものとする。 

 

第３項  自衛隊に対する災害派遣要請  

災害に際して、市民の人命・身体及び財産の保護のための応急対策が、市の動員能力

を超えていると判断され自衛隊の災害派遣を必要とするときは、自衛隊法（昭和 29年

法律第 165号）第 83条に基づく災害派遣を県知事が要請するよう県に対して求めるこ

とができる。 

１ 災害派遣要請の基準 

(1) 天災地変その他災害に際して人命又は財産保護のため緊急に必要であり、かつ

自衛隊以外の機関では対処することが困難であると認められるとき。 

(2) 災害の発生が迫り予防措置が急を要する場合で自衛隊の派遣以外に方法がない

と認められるとき。 

２ 派遣要請の方法 

(1) 本部長は、県知事に対し自衛隊の災害派遣を依頼しようとするとき、災害派遣

要請書に記載する事項を明らかにし、電話又は口頭をもって県（危機管理防災

課）に依頼する。なお、事後速やかに依頼文書を提出する。この場合において、

本部班は必要に応じて、その旨及び市の地域に係る災害の状況を自衛隊に通知す

る。 

(2) 本部長は、通信の途絶等により、県知事に対して(1)の依頼ができない場合に

は、その旨及び災害の状況を自衛隊に通知することができることとする。この場

合において、自衛隊は、その事態に照らし特に緊急を要し、県知事の要請を待つ

いとまがないときは、部隊等を派遣できることとする。本部長は、前述の通知を

したときは、速やかに県知事にその旨を通知しなければならない。 

  

【関連部局】 

政策局 
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要請依頼先 

県知事（危機管理防災課） 電話 096-213-1000 

F A X 096-213-1001 

県防災行政無線番号 300-7007、7008 

県防災ＦＡＸ番号  300-7001 

緊急時は､陸上自衛隊第 42即応機動連隊へ通知 

電話 096-343-3141 

要請依頼伝達方法 文書各 1部（緊急時は、電話・無線で行い、事後文書送付） 

要請依頼内容 

○災害の状況 

○派遣を要請する事由 

○派遣を希望する期間 

○派遣を希望する区域及び活動内容 

○派遣部隊との連絡方法、その他参考となる事項 

【資料編】8-1 自衛隊の災害派遣、撤収要請様式 

 

■自衛隊派遣要請の流れ 

 

 

 

 

 

 

３ 自衛隊の支援活動内容 

(1) 人命救助：行方不明者の捜索、被災者の救出・救助 

(2) 消火活動：林野火災等に対し、航空機による消火 

(3) 水防活動：土のうの作成、運搬、積み込み 

(4) 救援物資の輸送：車両及びヘリコプターによる物資の輸送 

(5) 道路の応急啓開：応急の土木工事、土砂崩れに対する工事等 

(6) 医療、防疫：応急救護及び除染車等による地域の防疫 

(7) 給水活動：水タンク車、水トレーラーによる給水 

(8) 給食：炊事車による炊飯（温食） 

(9) 宿泊活動：天幕（テント）を使用した宿泊施設の設置 

(10) 入浴活動：公園及びグラウンド等の野外における応急風呂の開設 

４ 自衛隊の自主派遣 

災害の発生が突発的で、その救援が特に急を要し、県知事の派遣要請を待ついとま

がないとき、自衛隊の指定部隊等の長は、自衛隊法第 83条の規定により、県の要請

を待つことなく、その判断に基づいて部隊を派遣し、救援活動を実施する。 

 

 

 

 

 

市長 

（本部室） 
緊急通知 

要請依頼 

県 知 事  

（危機管理防災課） 

被
災
地 

陸上自衛隊第 42即応機動連
派遣 派遣要請 
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５ 派遣要請決定後の措置 

(1) 自衛隊の受入れ 

総合調整室総務班は自衛隊の派遣が確定したとき、次のとおり部隊の受入れ体制

を準備する。 

連絡窓口 派遣自衛隊に対し連絡員の派遣を要請し、連絡窓口を一本化する。 

作業計画 

○災害派遣を要する被災地への誘導を行う。 

○災害状況を収集し、災害派遣活動に必要な情報を事前に伝達する。 

○臨時ヘリポートの開設準備や、必要な宿泊施設、野営施設、資機材を可

能な限り準備し、部隊到着後の迅速な活動開始を支援する。 

○災害派遣活動の間は、連絡及び活動記録要員を同行させ、作業状況の把

握と災害対策本部との緊密な連絡体制保持に努める。 

○災害派遣部隊が、庁内に指揮・調整活動のための前方指揮所の設置を要

望する場合は、必要な施設を提供し、災害派遣活動の円滑化を図る。 

(2) 臨時ヘリポートの設置 

ヘリコプターを使用する災害派遣要請した場合は、総合調整室総務班は、臨時ヘ

リポート等の諸準備を行う。 

 

ア 臨時ヘリポートの基準（機種に応ずる発着附近の基準） 

【OH-6D（小型ヘリ）】 

 

【UH-1J（中型ヘリ）】 

 

【UH-60JA（中型ヘリ）】 
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【CH-47J（超大型ヘリ）】 

 
注１）発着点とは、安全、安易に設置できるように準備された時点をいう。 

注２）無障害地帯とは、発着に障害とならない地帯をいう。 

注３）この基準は、気候、湿度、気圧、風向、高度等天候の条件により変動する。 

 

イ 標示 

(ｱ) 上空から確認しうる風の方向を標示する旗。又は、発煙筒を離着陸地点か

ら約 50ｍ離れた位置に設置する。 

(ｲ) 着陸時点には、石灰等を用いて直径 7ｍ以上のⒽの記号を標示する。 

ウ 危険防止 

(ｱ) 離着陸時は、風圧等により危険であるので場内にいる者を排除する等の立

入禁止措置をとる。 

(ｲ) 離着陸地点付近は、平坦で回転翼の回転によって砂塵等があがらない場所

を選定し、物品等異物を放置しない。また、砂塵が舞い上がる場合は散水

する。 

(ｳ) 安全上の監視員を配置する。 

(ｴ) 着陸したヘリコプターから隊員が降りて合図するまでは、絶対に近づかな

いこと。 

(3) 自衛隊の撤収要請 

災害派遣の目的が達成された時、又はその必要がなくなったときは、県知事及び

派遣部隊の長と協議の上、派遣部隊の撤収要請依頼を行う。 

【撤収要請】 

１．本部長（市長）は、自衛隊の派遣の必要がなくなったと認めた場合は、県知事

に自衛隊の撤収を要請する。 

２．県知事等は、自衛隊の派遣の必要がなくなったと認めた場合は、指定部隊等の

長に自衛隊の撤収を要請する。 

３．災害派遣命令者は、前項の要請があった場合又は派遣の必要がなくなったと認

めた場合は、速やかに部隊等の撤収を命じなければならない。 
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６ 経費の負担区分 

災害派遣部隊が活動に要した経費のうち、次のものは市の負担とする。 

その他必要経費は、自衛隊と協議して決定する。 

○派遣部隊が連絡のために宿泊施設等に設置した電話の施設費及び当該電話による 

通話料金 

○派遣部隊が宿泊のため要した宿泊施設、借上料、電気量、水道料及び汲み取り料 

○活動のため現地で調達した資機材の費用 

 

第４項  行政機関に対する応援要請  

１ 県知事に対する要請 

対策本部長は災害対策基本法第 68条に基づき、応急措置に必要があると認めると

きは、県知事に対して応援を求め、又は応急措置の実施を要請する。ただし、緊急時

は電話、無線で直接要請し後日文書を送付する。 

 

要請先 

県知事（危機管理防災課） 電話 096-213-1000 

F A X 096-213-1001 

県防災行政無線番号 300-7007、7008 

県防災ＦＡＸ番号  300-7001 

要請伝達方法 文書 1部〈緊急時は、電話・無線で行い、事後文書送付〉 

応援の要請 

○災害の状況 

○応援を必要とする理由 

○応援を希望する物資等の品名、数量 

○応援を必要とする場所・活動内容 

○その他必要な事項 

災害対策基本法 

第 68条 

職員派遣要請 

・あっせん 

○派遣の要請又はあっせんを求める理由 

○職員の職種別人員数 

○派遣を必要とする期間 

○派遣される職員の給与その他勤務条件 

○その他必要な事項 

 

２ 他市町村長に対する要請 

対策本部長は、応急措置に必要があると認めるときは、「熊本県市町村災害時相互

応援に関する協定」に基づき、他市町村長に対して応援を求め、又は応急措置の実施

を要請する。 

■応援活動内容 

○食糧、飲料水及び生活必需物資並びにその供給に必要な資機材の提供 

○被災者の救援・救助、医療、防疫、施設の応急復旧等の活動に必要な資機材及び物

資の提供 

○救援・救助活動等の応急復旧活動に必要な車両、舟艇等の提供 

○救援・救助、医療、防疫、清掃その他応急復旧活動に必要な職員の派遣 

○前各号に掲げるもののほか、特に被災市町村から要請があった事項 

【関連部局】 

政策局 

消防局 
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３ 消防広域応援 

大規模地震が発生した場合の消防機関の応援体制は、次のとおりである。 

(1) 県内の消防機関への応援要請（県内応援隊） 

大規模地震が発生した場合、消防局長（消防局対策部）は「熊本県消防広域応援

基本計画」に基づき応援要請を行う。 

(2) 県外の消防機関への応援要請（緊急消防援助隊） 

大規模地震発生時において、市長の指示により、消防局長（消防局対策部）は、

「熊本県消防広域応援基本計画」に基づき県知事に対し応援要請を行う。 

なお、県知事に連絡が取れない場合は、直接消防庁長官へ応援要請するものとす

る。消防長官へ要請後、「緊急消防援助隊」が派遣される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 防災消防ヘリコプター 

市長の指示により、消防局長（消防局対策部）は「大規模特殊災害時における広

域航空消防応援実施要綱」に基づき応援要請を行う。 

(4) 応援隊の受入れ 

消防局対策部は、応援隊の派遣が確定したとき、次のとおり応援隊の受入れ体制

を準備する。 

連絡窓口  応援隊に対し連絡員の派遣を要請し、連絡窓口を一本化する。 

作業計画  
○応援を求める作業について、速やかに作業計画を立てる 

○必要な宿泊施設、野営施設、資機材を確保する。 

なお、緊急消防援助隊の応援要請を行った場合は、「熊本市消防局受援計画」に

基づき、緊急消防援助隊が円滑に活動できるよう、次に示す事項について支援体制

の確保を図る。 

応援活動:39条 応援活動:44条 

県知事 
他の都道府県知事 応援要請 

44条第 1項 応援出動の求め 44条第 4項 

応援出動の指示 44条第 5項 

応援出動の求め 44条第 1、2項 

応援出動の指示 44条第 5項 
消防庁長官 

大規模災害発生時において、都道府県知事の要請を待つ

いとまがない場合、要請を待たないで応援のための措置を

求めることができる。 

特に、緊急を要し、広域的に応援出動の措置を求める必

要がある場合には、自ら市町村長に応援出動等の措置を求

めることができる。 

なお、関係都道府県知事に速やかにその旨を通知する。 

応援要請 

44条第 1項 

 
応援出動の求め 44条第 3項 

応援出動の指示 44条第 6項 

※図中の法律は消防組織法 

県内の他の市町

村長 

他の都道府県の市

町村長 
熊 本 市 

相互応援協定 相互応援協定 
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○情報提供体制 

○通信運用体制 

○ヘリコプター離着陸場の確保 

○補給体制等 

 

第５項  民間団体等に対する応援要請  

総合調整室総務班は、必要と判断した場合は、最適と考えられる団体に対して、応援

を要請する。 

 

要 請 先 内 容 

卸売業者、スーパー、 

デパート、農業団体、 

事業所、その他 

○食料（生鮮品を含む）生活必需品・飲料水・資材置場・車

両・防災資機材・医薬品・仮設住宅・応急復急資機材等 

 

【資料編】8-3 災害協定一覧 

 

 

  

【関連部局】 

全局 
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第６項  国、県による代行  

(1) 県は、被災により市がその全部又は大部分の事務を行うことが不可能となった

場合には、応急措置を実施するため市に与えられた権限のうち、次の実施すべき

応急措置の全部又は一部を市に代わって行うものとする。 

ア 警戒区域を設定し、災害応急対策に従事する者以外の者に対して当該区域への

立ち入りを制限し、若しくは禁止し、又は当該区域からの退去を命ずる権限 

イ 他人の土地等を一時使用し、又は土砂等を使用し、若しくは収用する権限 

ウ 現場の災害を受けた工作物等で応急措置の実施の支障となるものの除去等をす

る権限 

エ 現場にある者を応急措置の業務に従事させる権限 

(2) 国土交通省等は、被災により市及び県がその全部又は大部分の事務を行うこと

が不可能となった場合は、応急措置を実施するため市に与えられた権限のうち、

次の実施すべき応急措置の全部又は一部を市に代わって行うものとする。 

ア 緊急輸送路を確保するため緊急かつ必要最小限のがれき・土砂等の除去や航路

啓開のための港湾区域内の流木の除去等 

イ 他人の土地等を一時使用し、又は土砂等を使用し、若しくは収用する権限 

ウ 現場の災害を受けた工作物等で応急措置の実施の支障となるものの除去等をす

る権限 

エ 現場にある者を応急措置の業務に従事させる権限 
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第 ５節  応 急 公 用 負 担 と労 働 力 の確 保  

災害対策基本法（本節中以下「法」という。）の規定により、市長は災害の発生を防

御し、又は災害の拡大を防止するために必要な応急措置（以下「応急措置」という。）

を速やかに実施するため、人員物資として民間等の人員物資を使用することができる。

これを応急公用負担と言い、大別して人的公用負担と物的公用負担がある。 

本節では、この応急公用負担等の適用について記述するとともに、大規模地震及び津

波発生後の対策実施に必要な労働力の確保を図るための方策について述べる。 

 

第１項  従事命令等  

人的公用負担は、法に規定された公務員が職権で従事命令等を発することにより実施

される。本項では、市長が本来有する職権及び県知事の委任により生じる職権を中心

に、従事命令等の種類等を述べる。 

１ 従事命令等の種類 

法に定める従事命令等については、行使者により以下のような種類がある。 

(1) 市長が行使する従事命令（法第 65 条） 

市長は、防災上応急措置を実施するため、緊急の必要があるときは市内の住民又

は実施すべき現場にある者を応急措置の業務に従事させることができる。 

また、市長及びその委任を受けた市職員が現場にいないか、その者から権限行使

を要求されたときは、警察官又は海上保安官が命令できる。（同条第 2項） 

災害派遣要請を受けて出動した自衛官は、市長及びその委任を受けた市職員が現

場にいないときは命令できる。（同条第 3項） 

災害発生により市が事務の大部分以上を行えなくなったときは、県知事が職権を

代行する。（法第 73条） 

(2) 県知事が行使する命令（法第 71 条関係) 

熊本県知事は、以下の職権を行使することができる。 

市長は、県知事の職権の一部を委任された場合、委任された職権を行使すること

ができる。 

ア 従事命令 

以下の者（災害救助法施行令第10条に規定）に対し、応急措置に従事させる命令。 

(ｱ) 医師、歯科医師又は薬剤師 

(ｲ) 保健師、助産師又は看護師 

(ｳ) 土木技術者又は建築技術者 

(ｴ) 大工、左官又はとび職 

(ｵ) 土木業者又は建築業者及びこれらの従業者 

(ｶ) 地方鉄道業者及びその従業者 

(ｷ) 軌道経営者及び従業者 

(ｸ) 自動車運送業者及びその従業者 

(ｹ) 船舶運送業者及びその従業者 

(ｺ) 港湾運送業者及びその従業者 

【関連部局】 

消防局 
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イ 協力命令 

応急措置を要する者及びその近隣者を応急措置に協力させる命令。 

ウ 管理 

以下の施設（災害救助法施行令第 6条に規定）を、施設の有する人員機材を一

体として応急措置に動員すること。 

(ｱ) 病院、診療所 

(ｲ) 助産所 

(ｳ) 旅館 

(ｴ) 飲食店 

(3) 警察官が行使する命令(警察官職務執行法第 4 条関係) 

警察官は、その場に居合わせた者、その事物の管理者その他関係者に対し、危険

防止のため通常必要と認められる措置をとることを命じることができる。 

(4) 消防吏員又は消防団員が行使する命令（消防法第 29 条関係） 

消防吏員及び消防団員は、消火若しくは延焼の防止、又は人命の救助のために必

要があるときは、火災が発生せんとし、又は発生した消防対象物及びこれらのもの

のある土地を使用、処分又はその使用を制限することができる。 

２ 公務災害補償及び費用弁償 

従事命令により、応急措置に従事した者が、そのために死亡し、負傷し、若しくは

疾病にかかり、又は障害の状態となったときは、熊本市消防団員等公務災害補償条例

（昭和 41 年条例第 39 条）に基づき、本人又はその遺族若しくは被扶養者が被る損害

を補償しなければならない。 

また、県知事の従事命令（市長が一部委任されたときの従事命令含む）による応急

措置の従事者には、実費弁償する必要がある。なお、この場合、市長によって権限が

行使された場合でも、損失補償、実費弁償及び損害補償が生じた場合は、県知事が費

用負担する。 
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第２項  物的応急公用負担  

応急措置に必要な土地建物や土石などが緊急に必要なときは、他人の所有するそれら

を一定の手続きのもとで使用又は収用できる。これを物的公用負担といい、以下のとお

り法に定められている。 

１ 種類 

法第 64条により、応急公用負担できるものは、以下のとおりである。 

(1) 土地、建物その他の工作物の一時使用 

(2) 土石、竹木その他の物件の使用及び収用 

２ 実施者 

応急公用負担の実施者は、優先順位ごとに以下のとおりとする。 

(1) 市長（法第 64条第 1 項） 

(2) 市長の委任を受けて職権を行う市職員（地方自治法第 153 条第 1項） 

(3) (1)、(2)のいずれも現場にいない場合又はこれらの者から要求があった場合、

警察官又は海上保安官（法第 64条第 7項） 

(4) (1)、(2)、(3)のいずれも現場にいない場合、自衛隊法により災害派遣を命じら

れた自衛隊の部隊等の自衛官（法第 64条第 8項） 

３ 実施手続き（法施行令第 24 条） 

権限を行使する場合は、その占有者、所有者その他当該土地建物に権原を有する者

（以下「占有者等」という。）に対し、以下の事項を通知しなければならず、占有者

等の氏名及び住所が不明のときは、市庁舎又は管轄の区役所、警察署若しくは熊本海

上保安部に掲示しなければならない。 

当該土地建物等の名称又は種類、形状、数量、所在した場所、当該処分に係る期間

又は期日のその他必要な事項。 

４ 実施上の注意事項 

(1) 市長に代わり職権を行使した警察官、海上保安官及び自衛官は、直ちにその旨

を市長に通知しなければならない。（法第 64条第 7項及び第 8項） 

(2) 土地、建物等の一時使用及び土石、竹木等の物件の使用若しくは収用により通

常生ずべき損失については、処分を実施した国又は地方公共団体が補償しなけれ

ばならない。（法第 82 条） 
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第３項  労働力の確保  

災害対策に必要な労働力を市職員以外に求めるときは、通常、以下の手続きにより熊

本県熊本土木事務所長に日雇求職者の斡旋を要請する。 

１ 要請の方法 

市長又は災害対策本部長名で、文書又は口頭により要請する。 

２ 要請内容 

１の要請を行う場合は、以下の事項を明らかにする。 

(1) 求人者名(熊本市長又は熊本市災害対策本部長) 

(2) 職種別の所要労務者数 

(3) 作業場所及び作業内容 

(4) 労働条件 

(5) 宿泊施設の状況 

(6) その他必要な事項 
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第 ６節  災 害 ボランティア活 用 計 画  

大規模地震が発生したときには、市防災関係機関等の職員だけでは十分に対応しきれ

ないことが予想される。このような場合、災害応急対策の的確な実施を図るため、災害

ボランティアの参加・協力が不可欠である。 

市は、社会福祉法人熊本市社会福祉協議会と災害ボランティアセンターの設置等に関

する協定を締結しており、ボランティア活動による円滑な救援活動を実施する必要があ

ると認められるときは、速やかに熊本市災害ボランティアセンター（以下、「市センタ

ー」と略す）の設置を要請するものとする。 

また、市及び県は、熊本市災害ボランティアセンター及び熊本県災害ボランティアセ

ンター（以下、「県センター」と略す）と連携を図りつつ対応に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民への周知 
（ホームページ・報道） 

各団体構成員への支援要請等 
(電話連絡網等) 

熊本県災害ボランティアセンター 

全国ボランティアネット等から派遣された専門的コーディネーター 

【総括班】【被災地情報収集班】【派遣調整班】【物資担当班】 

【ボランティア受付班】等（県内各種団体より選任） 

緊
密
な
連
携 

・被災地でのボランティアニーズの把握 

・必要に応じたボランティアの配置等 

県
災
害
対
策
本
部 

密接な連携 

熊本市災害ボランティアセンター 

必要に応じて全国ボランティアネットからの専門的コーディネーター 

【総括班】【被災地情報収集班】【義援金担当班】【広報班】 

【派遣調整班】【物資担当班】【ボランティア受付班】 
市
災
害
対
策
本
部 

連絡要員派遣 

密接な連携 

必要に応じ 
連絡要員派遣 

活
動
支
援 

被災地 

・現地でのボランティア活動の集約、指揮 

・活動内容に応じたボランティアの手配、配置等 

※被災状況により、現地本部のみでの対応もある。 
連
携 

情報提供 

問合わせ

参集 

情報提供 

人
員
派
遣 

活動参加 活動参加 
近隣の 
自主防災 
クラブ等 

 

 
広報活動等 

平常時から 

育成指導 

参集 

【関連部局】 

文化市民局 

各区役所 
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第１項  災害ボランティア活動を支援する体制整備  

１ 熊本市災害ボランティアセンター、熊本県災害ボランティアセンターの設置 

市及び社会福祉協議会は、県社協及び県センターの受入れ調整等の協力・支援を得なが

ら、市センターの設置に努める。各災害ボランティアセンターの役割は次のとおりとする。 

(1) 熊本市災害ボランティアセンター 

ア 市センターの役割と機能 

(ｱ) 市や県センターとの連絡調整 

(ｲ) 地域のボランティア関係団体との情報交換及び運営スタッフなどの派遣要請 

(ｳ) 活動用資材や機材の調達（市、県センターとの連携） 

(ｴ) ボランティアニーズ及び被害状況の把握 

(ｵ) ボランティアの受入れ 

(ｶ) ボランティアの移動手段の確保 

(ｷ) ボランティア希望者の配置等 

(ｸ) 救援物資の仕分け、配布 

(ｹ) 現地での支援活動 

(ｺ) ボランティアの健康管理 

(ｻ) その他 

イ 市の災害ボランティア活動拠点 

 災害ボランティアセンター本部を設置し、必要に応じて現地事務所を設置す

る。 

【本部及び現地事務所候補地】 

名称 所在地 

熊本市社会福祉協議会 熊本市中央区新町２丁目４－２７ 

熊本駅白川口（東口）駅前広場 西区春日３丁目 

熊本大学大江総合運動場 中央区渡鹿４丁目１－１ 

リサイクル情報プラザ跡地 東区戸島町２５７０ 

城山運動施設 西区上代９丁目６－３６ 

火の君文化センター 南区城南町舞原３９４－１ 

熊本保健科学大学 北区和泉町３２５ 

 

(2) 熊本県災害ボランティアセンター 

ア 県センターの役割と機能 

(ｱ) 関係機関、団体との連絡調整 

(ｲ) 市センター設置までのボランティア活動参加申出者への対応 

(ｳ) 市センターの設置支援 

(ｴ) 各種情報収集及び発信 

(ｵ) 被災地以外からのボランティアの受付と市センターへの仲介 

(ｶ) 資材や機材の仲介 

(ｷ) ボランティア活動保険のとりまとめ 
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(ｸ) 県センター運営及びボランティア活動等に係る資金調達等 

イ 県の災害ボランティア活動拠点 

名称 所在地 

熊本県災害ボランティアセンター 
中央区南千反畑町 3番 7号 

（熊本県総合福祉センター2階） 

２ 市及び県の対応 

(1) 市の対応 

文化市民局対策部市民総務・応急支援班、および各区対策部区民班は、市センタ

ーの設置・運営について、災害状況に応じて次の対応を行う。 

ア 連絡調整窓口の設置 

市センターとの情報交換や協議等を行う連絡調整窓口を設置する。また、市セ

ンターの円滑な運営のため、市センターと協議のうえ、職員を市センターに常駐

させる。 

イ 活動場所の提供 

市センターの円滑な運営のため、市センターと協議のうえ、活動場所の提供を

行う。 

ウ 行政情報の適切な提供 

被災状況や避難所開設状況、ライフラインの復旧状況、交通規制や公共交通機

関の復旧状況等の行政情報を、適時適切に市センターに提供する。 

(2) 県の対応 

ア 連絡調整窓口の設置 

県は、県センターとの情報交換や協議等を行う連絡調整窓口を、健康福祉政策

課福祉のまちづくり室に設置する。 

県は、県センターの円滑な運営を図るため、県センターと協議のうえ、職員を

県センターに常駐させる。 

イ 行政情報の適切な提供 

県は、被災状況や避難所開設状況、ライフラインの復旧状況、交通規制や公共

交通機関の復旧状況等の行政情報を、適時適切に県センターに提供する。 

ウ 他県、報道機関に対する情報の提供 

県は、被害状況等についてホームページや報道機関等を通して情報提供を行う

とともに、必要な物資、資材や機材、ボランティアやボランティアセンター運営

資金などの募集に関する広報への協力を行う。 

３ 日本赤十字社熊本県支部の対応 

日本赤十字社熊本県支部は、熊本県災害ボランティアセンターからの要請に応じ

て、職員又は赤十字防災ボランティアリーダーを連絡調整員として派遣する。 

 

４ 熊本県共同募金会の対応 
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熊本県共同募金会は、被災者への支援・救援活動を行うＮＰＯ、ボランティアグル

ープ及び民間の災害ボランティアセンターなどに対して、必要に応じて活動資金を支

援する。 

 

第２項  災害ボランティア団体の活動  

災害ボランティアが活動する内容は、主として次のとおりとする。 

なお、活動内容については、ボランティアの意見を尊重し決定するよう努める。 

区分 活動内容 

生活支援に関する業務 

○被災者家屋等の清掃活動 

○現地災害ボランティアセンター運営の補助 

○避難所運営の補助 

○炊き出し、食料等の配布 

○救援物資等の仕分け、輸送 

○高齢者、障がい者等の介護補助 

○被災者の話し相手・励まし 

○その他被災地での軽作業（危険を伴わないもの） 

専門的な知識を要する業務 

○救護所等での医療、看護 

○被災宅地の応急危険度判定 

○外国人のための通訳 

○被災者へのメンタルヘルスケア 

○高齢者、障がい者等への介護・支援 

○アマチュア無線等を利用した情報通信事務 

○公共土木施設の調査等 

○その他専門的な技術・知識が必要な業務 
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第 ７節  災 害 救 助 法 の適 用  

 本節では、市域に一定規模以上の災害が発生し、被災者が現に応急的な救助を必要と

している場合において、災害救助法を適用し、応急的な救助を行うための計画を定め

る。 

 本市は、災害救助法第 2条の 2に基づき、内閣総理大臣より救助実施市の指定(平成

31 年 4月 1日)を受けていることから、県との密接な連携体制のもと、円滑かつ迅速に

災害救助を実施する。 

 なお、救助実施市の指定にあたり、県と市で「熊本市の救助実施市指定後における申

合せ」(平成 31年 2月 8日)により、県と市との調整及び連携について、以下の取り決

めを行っている。 

 1 県・市連絡会議の設置 

 2 物資の供給及び役務の提供を適正かつ円滑に行うための連絡調整会議の設置 

 3 県市共同訓練の実施 

 4 非常時の県への職員派遣 

 5 特別基準に関する県市共有体制 

 6 資源配分に関する事項 

 7 県及び市における相互応援 

 8 救助に要する費用負担・求償事務の考え方 

 

第１項  災害救助法の適用基準  

災害救助法の適用基準は､法に別段の定めがある場合を除き、「災害救助法施行令」第

1 条 1 項第 1号から第 4 号までの規定に定めるところによる。 

本部長は、次のいずれかに該当する場合、もしくは、災害が発生するおそれがある場

合において、災害対策基本法第 23条の３第１項に規定する特定災害対策本部、同法 24

条第１項に規定する非常災害対策本部又は同法第 28条の２第１項に規定する緊急災害

対策本部が設置され、同法第 23 条の３第２項の規定により当該本部の所管区域が告示

されたときは、災害救助法の適用を決定する。 

なお、指定都市については、市又は区若しくは総合区のいずれの地域を単位とするこ

とができる。 

該当条項 指標となる被害項目 滅失世帯数 

１項第１号 (1)市内の住家が滅失した世帯の数 

市全域：150以上 

中央区：100以上 

東 区：100以上 

西 区： 80以上 

南 区：100以上 

北 区：100以上 

１項第２号 
(2)県内の住家が滅失した世帯数のうち市内

の住家が滅失した世帯の数 

県内 1,500以上かつ、 

市全域：75以上 

中央区：50以上 

東 区：50以上 

西 区：40以上 

南 区：50以上 

北 区：50以上 

１項第３号 

（前段） 

(3)県内の住家が滅失した世帯数のうち市内

の住家が滅失した世帯の数 

県内 7,000以上かつ、

市内多数 

【関連部局】 

政策局 
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１項第３号 

（後段） 

(4)災害が隔絶した地域で発生したものであ

る等、被災者の救護が著しく困難である場合 

※ 

多数 

１項第４号 
(5)多数の者が生命又は身体に危害を受け、又

は受けるおそれが生じた場合 ※ 
 

注１)※印の場合は､内閣総理大臣と事前協議を行う 

注２）上記表「滅失世帯数」欄における多数とは、最低５以上必要と考えられている。 

なお、住家の滅失が５世帯を下回り、滅失世帯数が多数と認められない場合であって

も、令第１項第４号の定めるところ等により、法による救助の途は開かれている。 

注３)上記(4)に係る事例 

①被害地域が他の集落から隔離又は孤立しているため生活必需品等の補給が極め

て困難な場合で、被災者の救助に特殊の補給方法等を必要とする場合 

②有毒ガスの発生､放射性物質の放出等のため､被災者の救助が極めて困難であり､

そのため特殊の技術を必要とする場合 

注４)上記(5)に係る事例 

①火山噴火、有毒ガスの発生、放射性物質の放出等のため、多数の住民が避難

の指示を受けて避難生活を余儀なくされる場合等、災害が発生し、又は発生

するおそれのある地域に所在する多数の者が、避難して継続的に救助を必要

とする場合 

②交通路の途絶のため多数の登山者等が放置すれば飢餓状態に陥る場合等、被

災者に対する食品若しくは生活必需品の給与等について特殊の補給方法を必

要とし、又は被災者の救出について特殊の技術を必要とする場合 

 

第２項  滅失世帯の算定基準  

１ 滅失世帯の算定 

住家が滅失した世帯の数の算定は、住家の｢全壊（全焼･流失）｣した世帯を基準とする。 

半壊等については、災害救助法施行令第 1条 2項の規定により次のとおり、みなし

換算を行う。 

住家被害状況  算定根拠  

全壊(全焼･流失) 1世帯を滅失した世帯数１とする 

半壊(半焼) 2世帯を滅失した世帯数１とみなす 

床上浸水 3世帯を滅失した世帯数１とみなす 

２ 住家被害程度の認定 

住家の被害程度の認定を行う基準は、次のとおりである。 

被害の区分 認定の基準 

住家全壊 

（全焼・全流失） 

住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの、すなわち、

住家全部が倒壊、流失、埋没、焼失したものまたは住家の損壊が甚

だしく、補修により元通りに再使用することが困難なもので、具体

的には、住家の損壊、焼失もしくは流失した部分の床面積がその住

家の延床面積の 70％以上に達した程度のもの又は住家の主要な構成

要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の

損害割合が 50％以上に達した程度のもの。 

住家半壊 

（半焼） 

住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失したもの、すな

わち、住家の損壊が甚だしいが、補修すれば元通りに再使用できる

程度のもので、具体的には、損壊部分がその住家の延床面積の 20％

以上 70％未満のものまたは住家の主要な構成要素の経済的被害を住

家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が 20％以上

50％未満のもの。 

【関連部局】 

政策局 
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このうち、大規模な補修を行わなければ当該住宅に居住すること

が困難なもので、具体的には、損壊部分がその住家の延床面積の

50％以上 70％未満、またはその住家の損害割合が 40％以上 50％未

満のものを大規模半壊とすることとし、大規模半壊に至らないまで

も住宅に居住するために最低限必要な「居室の壁、床又は天井のい

ずれかの室内に面する部分」の過半の補修を含む「相当規模の補

修」が必要なもので、具体的には、損壊部分がその住家の延床面積

の 30％以上 50％未満、またはその住家の損害割合が 30％以上 40％

未満のものを中規模半壊とする。 

床上浸水 

上記２点に該当しない場合であって、浸水が住家の床上に達した

程度のもの又は土砂・竹木等の堆積により一時的に居住することが

できない状態となったもの。 

注１）「住家」とは、現実に居住のため使用している建物をいい、社会通念上の住家であ

るかどうかは問わない。 

注２）｢世帯｣とは、生計を一にしている実際の生活単位をいう。 

注３）「「災害救助法による救助の実施について」（昭和 40年５月 11日付社施第 99号）の

一部改正について」（令和３年３月 31日付け府政防第 429号）に基づく 
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第３項 救助の実施に関する事務手続き 

（１）災害救助法の適用 

市災害対策本部は、県と連携、情報共有の下、災害救助法第２条第２項に定める 
基準に該当する場合、もしくは、被害の程度が災害救助法施行令に定める適用基準 
に該当する場合は、災害救助法の適用を決定する。 

 災害救助法の適用を決定した場合は、総合調整室災害救助法班は、速やかに内閣

総理大臣に報告し、県、各局（区）対策部及び関係機関に連絡する。 

（２）救助の実施状況等の報告 

 各局（区）対策部は、災害救助法が適用された日から救済が完了するまでの間、

救助の実施状況等について、総合調整室災害救助法班に報告する。なお、総合調整

室災害救助法班は、本市の救助実施状況等を取りまとめ、内閣総理大臣に報告す

る。 

 

ア 報告の種類 

   災害発生  →  発生情報  →  中間情報  →  決定情報 

 

イ 報告内容及び報告の時期 

 内容 報告時期 

発生情報 ・被害状況 

・既にとった措置及び今後 

の措置 等 

災害発生直後 

中間情報 ・被害状況 

・応急救助の実施状況 等 

適用後、救助の実施期間中 

都度報告 

決定情報 ・確定した被害状況 

・応急救助の実施状況 等 

応急救助の完了後 

 

ウ 報告様式 

  「令和３年３月 31 日付け府政防第 429号「災害救助法による救助の実施につい

て」（昭和 40年５月 11 日付社施第 99号）の一部改正について」参照 

（３）災害救助法による救助の程度、方法及び期間内並びに実費弁償の基準 

 災害救助法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準は、内閣総
理大臣が定める基準に従い、熊本市災害救助法施行細則に定めるとおりである
が、内閣総理大臣が定める基準（一般基準）では救助の適切な実施が困難な場合
には、本部長は、内閣総理大臣に協議し、その同意を得た上で、救助の程度、方
法及び期間（特別基準）を定めることができる。 
 なお、当該協議が必要となった場合は、原則として、事前に県に対しその内容
を文書やメール等により情報提供する。 

（４）救助費用の清算 

 災害救助法に規定する各種救助に要する費用の清算は、各局（区）対策部から

必要な関係書類を取りまとめた上で、内閣総理大臣に対して行うことから、各局

（区）対策部は、初期活動から救助活動が完了するまでの間、(2)ウに記載する

報告様式及び実施した救助の費用に係る関係書類を整備、保存する。 

 

第４項  災害救助法による救助の種類とその措置  

救助の種類は災害救助法第 4条及び同施行令第 2 条に定められており、法令等に基づ

き次の救助を実施する。なお、救助の程度、救助の方法及び期間等については「災害救

【関連部局】 

全局 

【関連部局】 

全局 
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助法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準」（平成 25年内閣府告示第

228 号）に従い定めた熊本市災害救助法施行細則による。 

１ 避難所及び応急仮設住宅の供与 

２ 炊き出しその他による食品の給与及び飲料水の供給 

３ 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与 

４ 医療及び助産 

５ 被災者の救出 

６ 被災した住宅の応急修理 

７ 生業に必要な資金の貸与 

８ 学用品の給与 

９ 埋葬 

10 死体の捜索及び処理 

11 災害によって住居又はその周辺に運ばれた土石、竹木等で、日常生活に著しい支障

を及ぼしているものの除去 

※災害救助法第２条第２項の規定による救助の種類は、避難所の供与とする 

【資料編】9-1 災害救助法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準について 
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第 ８節  避 難 対 策  

災害のため危険な状態にある住民に対して、避難指示（以下、「避難指示等」とい

う。）の発令、伝達、誘導等を実施して、住民の生命及び身体を災害から保護し、民心

の安定を図り、もって応急対策を迅速かつ円滑に行うことを目的とする。 

特に、大規模地震発生時に、同時多発の火災が拡大延焼する可能性がある場合や津波

に関する予警報が発表された場合など、住民等の関係者に対し、速やかに避難指示等を

行うものとする。 

 

第１項  避難指示等  

１ 実施責任者 

災害から住民の生命、身体を保護するための避難指示等の実施責任者は次表のとお

りであるが、県知事は、市が全部又は大部分の事務を行うことができなくなったとき

は、市の実施すべき措置の全部又は一部を代行することとする。 

なお、市長は、一般住民に対して避難準備を呼びかけるとともに、要配慮者等、特

に避難行動に時間を要する者に対して、早めのタイミングで避難開始を求めるため、

高齢者等避難を発令するものとする。 

区分 災害の種類 実施責任者 

高齢者等避難 全災害 市町村長 

避難指示 

全災害 

市町村長（災害対策基本法第 60条） 

警察官（災害対策基本法第 61条及び警察官職務

執行法第 4条） 

海上保安官（災害対策基本法第 61条） 

災害派遣時の自衛官（自衛隊法第 94条） 

洪水災害 
県知事又は、その命を受けた職員（水防法第 29条） 

水防管理者（水防法第 29条） 

地すべり災害 
県知事又は、その命を受けた吏員（地すべり等防

止法第 25条） 

２ 避難指示等の基準 

 (1) 地震に関する避難指示等 

発生する地震災害規模等は様々な場合が想定されるが、避難指示等を伝達すべき

対象地域の範囲を踏まえ、局地的な災害による地域を限定した避難を要する場合

と、同時多発的な火災発生等で広域的な避難を要する場合の 2つを想定する。 

区分 避難指示等の基準 

局地的な災害で

地域を限定した

場合 

○河川が地震被害を受け、浸水等による危険があるとき 

○火災が拡大するおそれがあるとき 

○爆発するおそれがあるとき 

○ガスの流出拡散により、周囲地域に危険が及ぶと予想されるとき 

○地すべり、崖崩れ等の土砂災害により著しく危険が切迫している

とき 

○建物が被害を受け、居住に危険があるとき 

○その他生命、身体を守るため必要と認められるとき 

【関連部局】 

政策局 
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広域的な災害で

地域を限定しな

い場合 

○火災が延焼し更に拡大し又はそのおそれがあるとき 

○ガスの流出拡散により、広域的な危険が予測されるとき 

○県災害対策本部長から避難についての指示の要請がなされたとき 

○その他生命、身体を守るため必要と認められるとき 

(2) 津波に関する避難指示等 

ア 想定する事態 

津波はその高さが 20ｃｍ～30ｃｍ程度であっても、急で強い流れが生じるた

め、これに巻き込まれて流されれば、生命が脅かされるおそれがあることから、

大津波警報・津波警報・津波注意報のいずれかが発表された場合でも直ちに避難

行動をとる必要がある。 

よって、想定する事態は、大津波警報・津波警報・津波注意報の発表の対象と

する津波（20ｃｍ以上の津波）を想定する。 

イ 発令対象区域 

津波で避難指示の対象とする区域は、津波注意報や津波警報の場合、漁業従事

者・沿岸の港湾施設等の仕事に従事する者・海水浴客等を念頭に、海岸堤防等よ

り海側の区域や熊本市津波ハザードマップに示している津波浸水想定区域とす

る。 

ウ 活用情報 

(ｱ) 津波注意報・警報等 

津波警報等は、津波の発生が予想される場合、地震の発生から 3分を目処に

発表される。 

津波予報区 入手先 予測する内容 

有明・八代海 
気象庁ホームページ 

http://www.jma.go.jp/jp/tsunami/ 

○津波注意報、津波警報、

大津波警報の発表 

○注意報・警報等の注意警

戒期間の情報 

■津波警報等と予想高さ・発表される津波高さの関係 

 
予想される 

津波高さ 

発表される津波の高さ 

数値 定性的表現 

大津波警報 

10ｍ超 10ｍ超 

巨大 5ｍ～10ｍ 10ｍ 

3ｍ～5ｍ 5ｍ 

津波警報 1ｍ～3ｍ 3ｍ 高い 

津波注意報 20ｃｍ～1ｍ 1ｍ （表記しない） 

(ｲ) 活用情報の留意点 

ａ 津波警報等は、沿岸に近い大きな地震が発生した場合、津波の襲来に間に

合わないことがあることに留意する。 

ｂ 津波警報等は、最新の地震・津波データの解析結果に基づき、内容の更新

がある場合があることに留意する。 

ｃ 津波と満潮の時刻が重なると、潮位の高い状態に津波が重なり、被害がよ

り大きくなる場合がある。（「各地の満潮時刻・津波到達予想時刻に関する

情報」を参照） 

ｄ 津波の高さは、「沖合の津波観測に関する情報」で発表される沖合での観

測値に比べ、沿岸ではさらに高くなることに留意する。 

http://www.jma.go.jp/jp/tsunami/
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エ 発令にあたっての留意点 

(ｱ) 津波は長い時間くり返し来襲するので、津波警報が解除されるまでは、避

難を継続する必要がある。 

(ｲ) 津波は、第一波（最初に来る波）より数波後の波の方が高くなる場合がよ

くあることに留意する。 

オ 発令基準（津波） 

注１）どのような津波であっても、発令対象区域から一刻も早く避難することが必要で

あることから、「高齢者等避難」は発令せず、「避難指示」のみを発令する。 

注２）避難指示の解除については、当該地域の大津波警報、津波警報、津波注意報がす

べて解除された段階とする。なお、浸水被害が発生した場合の解除については、

津波警報等がすべて解除され、かつ、住宅地等で浸水が解消された段階とする。 

 

３ 避難指示等の内容（災害対策基本法第 60 条第１項の規定に基づき市長が

行う場合） 

避難指示等は、原則として次のことを明らかにして行う。 

(1) 避難対象地域（町丁名、施設名等） 

(2) 避難の理由（避難要因となった危険要素とその所在地、避難時間等） 

(3) 避難先（安全な方向及び避難場所の名称） 

(4) その他（避難行動時の最小携帯品、要配慮者の優先避難、介助の呼びかけ等） 

４ 避難指示等の伝達方法 

避難指示等を発令した場合は、次に示す有線、無線、広報車、報道機関等の最も迅

速かつ適切な方法で行い、地域住民に周知徹底を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

区分 発令対象区域 発令条件 

【警戒レベ

ル 4】避難

指示 

○漁業従事者、沿岸の港湾施設

等で仕事に従事する者、海水

浴客等を念頭に、海岸堤防等

より海側の区域 

津波注意報が発表された場合 

○津波浸水想定区域 津波警報が発表された場合 

○津波警戒ラインより海側 

①～②のいずれか一つに該当する場合 

①大津波警報が発表された場合 

②停電、通信途絶等により、津波警報

等を適時に受けることができない状

況において、強い揺れ（震度 4程度

以上）を感じた場合、あるいは、揺

れは弱くとも 1分程度以上の長い揺

れを感じた場合 
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また、上記の多様な手段に加え、本市では「情報伝達手段の多様化要領」に基づ

き、報道機関や交通事業者、商店街など民間事業者を通じた市民への情報伝達が出来

る多様な情報伝達体制を確保し、災害時等の市民等の迅速な避難行動等における安全

の確保を図るものとする。 

【資料編】3-3-3 情報伝達手段の多様化要領 

５ 避難指示等の解除 

市長は、避難の必要がなくなったときは、直ちに、その旨を公示しなければならな

い。避難指示等の解除の住民等への伝達は、避難場所として利用する施設等における

口頭及び放送・掲示等による伝達、報道機関を通じての広報、職員による看板・ポス

ター等の掲示等による。 

６ 避難指示等の報告 

市長は、自ら若しくは権限を委任した市職員が避難指示等を行ったとき、及び権限

を代行した警察官等が避難の指示を行ったと通知してきたとき、並びにこれらの避難

指示等が解除されたときは、次の事項を記録するとともに、速やかにその旨を県に報

告する。 

(1) 発令者 

(2) 発令の理由及び発令日時 

(3) 避難の対象区域 

(4) 避難場所 

(5) その他必要な事項 

 

第２項  警戒区域の設定  

地震災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合、生命又は身体に対する危

険を防止するため特に必要があると認められる場合、法令に基づき警戒区域を設定し、

災害応急対策従事者以外の立ち入りを制限若しくは禁止し、市民の退去を命ずることが

できる。 

発令者 設 定 の 要 件 根 拠 法 令 

市長 
○災害が発生し、又は災害が発生しようとしている場合において、市民

の生命、身体に対する危険を防止するため、特に必要と認めるとき 

災害対策基本法 

第 63条 第 1項 

警察官 

○上記の場合において、市長若しくはその委任を受けた市職員が現場に

いないとき、又はこれらの者から要請があったときは警戒区域を設定

する。この場合、警察官は直ちに警戒区域を設定した旨を市長に通知

する。 

災害対策基本法 

第 63条 第 2項 

自衛官 

○災害派遣を命ぜられた部隊の自衛官は、市長若しくはその委任を受け

た市職員が現場にいない場合に限り、警戒区域を設定する。この場

合、自衛官は直ちに警戒区域を設定した旨を市長に通知する。 

災害対策基本法 

第 63条 第 3項 

消防長 

又は 

消防署長 

○ガス・火薬又は危険物の漏えい、飛散、流出等の事故が発生した場合

において、火災が発生するおそれが著しく大であり、かつ火災が発生

したならば人命又は財産に著しい被害を与えるおそれがあると認めら

れるときで、火災警戒区域を設定したとき 

消防法 

第 23条の 2 

消防吏員 

又は 

消防団員 

○火災の現場において消防警戒区域を設定したとき 
消防法第 28条 

第 1項 

【関連部局】 

政策局 
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第３項  避難誘導・移送  

１ 避難場所及び避難所の定義 

(1) 市指定緊急避難場所 

風水害・地震・津波等の災害の発生又はおそれがある場合に、危険を回避するた

め、一時的に身を守るため市が指定した避難場所であり、市公民館、市立の学校施

設、近隣公園等の比較的規模の大きな都市公園及び県・私立高校等のグランド等を

指定している。 

(2) 市指定広域避難場所 

地震などによる火災の延焼拡大により、地域全体が危険になった場合に市民の生

命・安全を一時的に守り得る場所として、公園・グラウンド等の空地を指定してい

る。 

(3) 地域指定一時避難場所 

市が指定した指定緊急避難場所(一時避難場所)以外で、災害の発生又はおそれが

ある場合に危険を回避するため、一時的に避難する場所として地域が指定した地域

の公民館などを指す。 

(4) 市指定避難所 

風水害・地震等により住宅等が全半壊・焼失、又は倒壊等の危険が予想されるな

ど、生活の場が失われた場合などに、一時的(応急的)な生活の拠点として、市が提

供する宿泊滞在型施設であり、主として市立の公共施設等を指定している。 

(5) 福祉避難所（福祉子ども避難所含む） 

避難所において、共同生活が難しい要配慮者等のため、施設のバリアフリー化に

加えて、介護や医療相談などに対応できる体制が図れる施設として協定を締結し指

定している。 

福祉子ども避難所は、共同生活が困難な障がい児等及びその家族のため、必要な

配慮と支援体制の整った市内にある特別支援学校と協定を締結し指定している。 

(6) 補助避難所 

市指定避難所での生活が困難な方を受け入れる施設として、市指定避難所を補完

する役割を担う、バリアフリー化されている地域コミュニティセンター等の市施設

を補助避難所とする。 

(7)  保健避難所 

災害の発生またはおそれがある場合に、市が指定する基本避難所などの施設とは

別に、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止を目的として、新型コロナウイル

ス感染症で健康観察期間中にある避難者を収容する、非公開の避難所である。  

２ 避難誘導を行う者 

(1) 避難誘導は、避難先となる広域避難場所、指定緊急避難場所（一時避難場所）の安

全を確認しつつ、消防・警察・市職員・自主防災クラブ等が連携して実施する。 

(2) 災害対策本部及び区対策部は、必要と認める避難場所へ市職員を派遣し、避難

者の誘導及び本部からの指示の伝達、避難状況等の情報収集にあたらせる。 

【関連部局】 

都市建設局 

教育委員会 

各区役所 

【関連部局】 

全局 
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(3) 学校、社会福祉施設等においては、各施設の管理者、責任者等による自主的な

実施を原則とする。 

(4) 交通機関等における避難の誘導は、その交通機関があらかじめ定める避難計画

に基づき、各交通機関等の組織体制により必要な措置を講ずる。 

３ 避難の誘導 

(1) 避難の誘導方法 

ア 市 

避難の誘導方法については、災害の規模、状態に応じて、混乱なく迅速に安全

な避難場所に誘導するため必要な方法をとることとするが、次のようなことに留

意する。 

(ｱ) 避難に際しては、自主防災クラブ又は近隣で、互いに助け合い集団行動を

とりながら、要配慮者を特に優先して避難させるよう努める。 

(ｲ) 避難経路は、災害対策本部（以下「本部」という。）から特に指示がない時

は、避難の誘導にあたる者が指定するよう努める。 

なお、避難経路の選定にあたっては、火災、落下物、危険物、パニックの起

こるおそれ等のない経路を選定し、危険箇所については、標示、縄張り等の

措置を行い、できる限り指導にあたる者があらかじめ経路の実際を確認して

行うように努める。 

ただし、選定した避難路に重大な障害があり、容易に解消しない場合は、指

導にあたる者が本部へ連絡し、避難路の確保等を要請する。 

(ｳ) 津波に対する避難の場合は、特に次の点に留意すること。 

ａ できるだけ高い建築物や高台等の指定緊急避難場所へ誘導するものとする。 

ｂ 徒歩による避難を原則としつつ、地域の実情に応じて自動車による避難

を図ること。 

ｃ 津波の危険は継続する可能性もあるため、気象台の情報等を十分に認識

し、避難の解除が早すぎることのないよう適切な住民避難を行うこと。 

イ 防災関係機関 

防災関係機関は住民等の避難誘導にあたって、市と協力するとともに、次の事

項に留意した誘導を行うものとする。 

(ｱ) 被災地域、危険箇所等の現場の状況を把握したうえで、安全な指定緊急避

難場所、避難経路を選定し、避難誘導を行うものとする。特に、津波被害

が予想される場合は、できるだけ高い建物等や高台等の指定緊急避難場所

へ誘導を行うものとする。 

(ｲ) 高齢者、障がい者、児童、妊産婦等の要配慮者に配意しつつ、災害発生状

況等に応じて効果的な装備資機材を活用し避難誘導を行うものとする。 

ウ 社会福祉施設等 

(ｱ) 被災福祉施設は、あらかじめ定めた避難誘導方法に従い、近隣住民、自主

防災クラブの協力を得て速やかに入所者の安全を確保するものとする。 

また、必要に応じて保護者とも連絡をとり、可能な人には協力を依頼するも

のとする。 

【関連部局】 

全局 
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(ｲ) 被災地に隣接する社会福祉施設は、施設機能を低下させない範囲内で援護

の必要性の高い被災者を優先し、施設への受入れに努めるものとする。 

(2) 携帯品の制限 

携帯品は、円滑な避難行動に支障をおこさない最小限のものとするが、おおよそ

次のようなものを目安とする。なお、自動車による避難及び家財等の持ち出しは危

険なので、中止させる。 

ア 家族の名札、連絡先 

イ 食糧・飲料水・タオル・救急医薬品・ライト・ラジオ等 

ウ 靴をはき、帽子、頭巾、雨具類及び必要に応じ防寒着 

エ 貴重品 

４ 被災者の輸送 

(1) 市 

被災者が自力で避難できない場合、及び遠隔地へ早急に避難させるため必要と認

められる場合、車両等により輸送する。 

(2) 県 

県は、被災者の保護の実施のため緊急の必要があると認めるときは、運送事業者

である指定公共機関又は指定地方公共機関に対し、輸送すべき人並びに輸送すべき

場所及び期日を示して、被災者の輸送を要請するものとする。 

なお、県は、運送事業者である指定公共機関又は指定地方公共機関が正当な理由が

ないのに上述の要請に応じないときは、被災者の保護の実施のために特に必要がある

ときに限り、当該機関に対し、当該輸送を行うべきことを指示するものとする。 

５ 避難路及び避難場所の安全確保 

(1) 消防局対策部は、避難指示が出された地域の者が避難を行う場合には、災害の

規模、道路、橋梁の状況、火災の拡大の経路及び消防隊の運用等を勘案して、最

も安全と思われる方向を本部及び警察に通報する。 

また、避難が開始された場合には、円滑な避難誘導に協力するとともに、付近に

いる消防団員に対して、市民の誘導・避難指示等の伝達の徹底にあたるよう要請す

る。 

なお、避難指示等の発令時点以降の消火活動は被災者の移動が完了するまでの

間、避難路、避難場所の安全確保に努めるとともに、飛火延焼等の火災の防止に努

めるものとする。 

(2) 防災関係機関の任務 

防災関係機関は、避難指示等が発令された旨の通報を受けたとき、又は避難を指示し

たときは、要所の箇所に、市と連携し可能な限り避難誘導員の配置を行う。 

避難誘導員は、資機材を活用し、安全な避難交通の確保及び避難者の混乱による

各種事故防止に配意した誘導を行う。 

避難場所では、市の職員と密接に連携を図りながら避難者の保護及び避難場所等

の秩序保持に努める。 

【資料編】10-1 指定緊急避難場所（一時避難場所）・指定避難所 

10-3 広域避難場所 

【関連部局】 

全局 

【関連部局】 

消防局 
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第４項  指定緊急避難場所及び避難所の開設・管理運営  

１ 突発的かつ大規模な災害が発生した場合 

(1) 避難所の開設基準 

東日本大震災や熊本地震のように「突発的かつ大規模な災害」が発生した場合

は、指定緊急避難場所及び指定避難所（以下、「避難所」と略す）の迅速かつ円滑

な開設・運営が行えるよう、次の方針により体制の整備に努めるものとする。 

【突発的かつ大規模な災害】 

○震度６弱以上の地震が発生した場合  

○災害対策本部長（市長）が指示する場合 

(2) 避難所の受入対象者 

避難所への受入対象者は、災害により被害を受けた者、若しくは受けるおそれの

ある者、及び避難指示等を受けた者及び交通機関の不通により帰宅が困難となった

者（帰宅困難者）、その他本部長が必要と認めた者とする。 

(3) 避難所の責任者 

指定避難所及び建屋がある指定緊急避難場所では、あらかじめ「校区防災連絡

会」から指名された、校区自治協議会などの「地域」、市が派遣する「避難所担当

職員」、「施設管理者」で構成する「避難所運営委員会」が運営管理を統括するもの

とする。 

運営管理は、各避難所運営委員会が事前協議を行い作成した「避難所運営マニュ

アル」を基に実施するものとする。 

また、各避難所運営委員会は、近所の地域指定一時避難場所等の開設状況を把握

し、区対策部へ報告するものとする。 

【避難所運営のイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【関連部局】 

文化市民局   

教育委員会   

各区役所   
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【避難所運営委員会の組織体系】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (4) 避難所の開設方法及び受入れ 

ア 避難所の開錠及び安全点検 

避難所の開錠及び安全点検は、基本的に「施設管理者」が実施することとし、「避

難所担当職員」が先に参集した場合は「避難所担当職員」が実施するものとする。 
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イ 開設及び受入れ 

避難所運営委員会は「避難所チェックリスト」を基に、次の手順により、避難

所の開設及び避難者の受入れを行うものとする。 

(ｱ) 避難所運営委員の参集確認 

ａ「避難所運営委員会 委員名簿」と「避難所運営委員会 運営班名簿」を

活 

用し、避難所運営委員の参集状況を確認 

ｂ 参集できない避難所運営委員が発生した場合は、地域の避難者から協力者

を募集 

ｃ「緊急時連絡先一覧」を用いて緊急時連絡先を確認 

(ｲ) 避難所の開設準備 

ａ「居住スペース等の割り振り」を確認し、割り振りを実施 

ｂ 避難所運営本部の設置、「避難所のルール」を掲示 

ｃ「避難者受付簿」、「避難者名簿記入用紙」、「避難所記録用紙」及び「駐車許 

可証」の準備 

 

 

【居住スペースの割り振りにおけるポイント】 

○避難所の入り口付近に受付や避難所運営委員会本部を設置し対応の円滑化を図る。 

○避難所では、利用目的やルールを誰でもわかるよう、掲示板等に明示する。 

○体育館等の施設では既設の空間(更衣室、用具倉庫、ステージ等)を有効活用する。 

○高齢者・障がい者・女性や子どもの安心・安全、プライバシーの保護、感染症

予防に配慮し、段ボールやベニヤ板等で間仕切りを行う。 

○居住スペースは、町内単位等で決める。 

○空き教室や空き部屋を活用して、乳幼児・妊産婦のいる世帯向けの部屋、小さ

い子供のいる世帯向けの部屋などのスペースを確保する。 

○職員室、校長室、理科室など、個人情報・危険な物がある部屋は、施設管理者

と事前に協議し、使用禁止とする。 

○更衣室、トイレ、洗濯・物干しなどの専用スペースを可能な限り確保する。 

○男女ニーズの違いや女性の視点を踏まえて、女性スタッフと十分協議してスペ

ースを確保する。（女性用仮設トイレは多めに設置する。衛生用品はトイレ内

に常備する。女性用と男性用のスペースはなるべく離れて設置する。など） 

○共用部分（玄関、トイレ、廊下、階段等）は避難者の占有をさせず、協力して

利用する。 

○喫煙は原則禁止とする。（※ただし、施設管理者が許可した場合、屋外に喫煙

場所を設置する。） 

○駐車スペースの利用については、事前に協議して一定のルールを取り決めてお

きます。（※場内は一方通行にする。夜 10時以降は入出を禁止する。など） 
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【全体・グラウンドのスペースの割り振り（例）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【体育館の居住スペースの割り振り（例）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｳ) 避難所の開設及び避難者の受入れ 

ａ 避難者の受付 

※避難者の代表者に「避難者受付簿」の記入を行ってもらうとともに、世帯

数分の「避難者名簿記入用紙」を配布 
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※避難者のうち、特に配慮が必要な方及びその家族は「要配慮者（高齢者

等）スペース」に案内 

※自動車を利用する避難者には、「駐車許可証」を発行 

※ペットと同行した避難者は「ペットスペース」に案内し「ペット飼育管理

簿」に記載 

⇒医療・救護等が必要な要配慮者がいる場合は、区対策部へ報告し、区保健

福祉部の派遣を要請 

ｂ 避難者の中から医療従事者を募り協力要請 

ｃ 居住組を編成し、「避難所運営委員会名簿」に組長の連絡先等を記載 

※居住組の組長は、この時点から避難所運営委員会に参加 

ｄ 「避難者受付簿」及び「避難所記録用紙」を作成 

※地域指定一時避難場所、在宅避難者、屋外(車中)避難者の情報収集も実施 

⇒避難者数を区対策部へ報告（避難者数はわかる範囲で早めに報告） 

ｅ 避難者への「避難所のルール」を説明 

ｆ 非常用設備及び物資の確認 

ｇ 「避難所開設チェックリスト」を作成 

⇒作成結果を区対策部へ報告 

 

(5) 開設（避難状況の報告） 

避難所担当職員は、避難所を開設した時は、「避難所開設チェックリスト」を作

成し、区対策部に速やかにその旨を報告する。 

また、下記に示す状況についても区対策部に報告し、区対策部は、これを避難所

別に取りまとめ、示された定時又は適時に総合調整室へ報告する。 

ア 避難所開設の日時及び場所 

イ 避難者数、世帯数、負傷者数及び要配慮者の数等 

ウ 食料の要否、必要食料数及び毛布・寝具等の物資の要否及び必要見込数 

また、高齢者・乳幼児などのニーズに適応した物資品目と必要数 

エ 周囲の被災状況 

オ その他 

(6) 本部長等の報告 

本部長は、避難所の開設を確認後、避難所の開設状況を広報する。 

また、県知事及び警察署等の関係機関に対して、避難所の開設状況を報告する。 

報告すべき事項は、おおよそ次のとおりとする。 

ア 避難所開設の日時、場所、施設名 

イ 避難状況及び避難者数・世帯数 

ウ 開設期間の見込み 

(7) 救護所の設置 

区保健福祉班は、避難所が開設された場合は、速やかに救護所を設置し、避難者

等の健康管理等の相談・対応の体制を整えること。 

(8) 避難所の運営・管理 

ア 避難所運営会議の開催 
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避難生活が長期にわたる場合は、避難所運営委員会を中心に、避難所担当職員

と施設管理者の協働による避難所運営会議を開催し、運営サイクルの確立を目指

すものとする。 

(ｱ) 避難所運営会議は、1日 1 回は必ず開催し「避難所記録用紙」にとりまと

め、区対策部に報告する。区対策部は、災害対策本部に報告する。 

(ｲ) 各運営班の班長など一部の人に負担が偏らないよう交代体制を組むなど、

運営体制を随時見直す。 

(ｳ) 必要に応じて「避難所のルール」の見直しについて協議する。 

(ｴ) 避難者の身体とこころのケア対策の必要性について協議する。 

(ｵ) 必要があれば区対策部へ災害ボランティア等の派遣を要請する。 

イ 避難所の情報集約・物資配布 

(ｱ) 食料や物資が不足する場合は「物資配送依頼票」に記録し区対策部に報告

する。区対策部は、災害対策本部に報告する。 

※近所の地域指定一時避難場所や在宅避難者、屋外（車内）避難者のための

食料や物資の不足分も「物資配送依頼票」に計上する。 

(ｲ) 不足する食料や物資は、災害対策本部が物資配送拠点に指示し、各避難所

に配布する。 

(ｳ) 到着した食料や物資を受け取る時は、そのつど、「食料管理簿」、「物資管理

簿」に記録する。 

【避難所の情報集約及び物資配布ルート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(9) 緊急閉鎖 

建物応急危険度判定の結果、建物の安全性が疑わしい場合等、避難所を開設した

施設が何らかの理由で危険となり、避難者の安全を確保することが困難になったと

きは、本部長からの指示を受けて避難所の緊急閉鎖を行い、避難者を別の避難所に

誘導するか、新たに代替え避難所を開設する。ただし、危険が切迫していると施設

管理者及び避難所担当職員が判断したときは、本部長の指示を待たずに避難所を緊

急閉鎖し、避難者の移動後、本部長に状況を報告するものとする。 

(10) 大量避難者への対応 

区対策部及び避難所運営委員会は、避難所に避難者を収容できない場合は、本部

長と協議し、次の措置を実施するものとする。 

ア 他市町村への移送 
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本部長は、被害が甚大なため、市内の避難所に避難者を収容できないと判断し

た場合には、県知事に対して、非被害地若しくは小被害地である他市町村への移

送を要請する。 

イ 応急テントの設置 

必要に応じ、広場等に応急避難テントを設置し、避難者を一時的に収容する。 

(11) 帰宅困難者への対応 

本部長は、災害により、列車・バス等の交通機関の不通や道路の寸断等により、

多数の帰宅困難者が発生し、駅等での滞留者の集中や無理な帰宅による二次的被害

が想定されるため、関係機関と連携を図り、次の事項などの必要な措置をとる。 

ア 情報の提供 

列車・バス等の交通機関の被災状況、復旧・開通状況等の情報について、記者

発表や市ホームページへの掲載及び相談窓口の開設を行う。 

イ 避難所等の確保 

帰宅困難者の避難所として活用できる市施設及び民間施設の確保を図るととも

に、民間事業者等へ一時滞留場所及び食料、飲料水等の確保について協力を働き

かける。 

(12) 避難所の統合・廃止 

文化市民局及び区対策部は、災害の復旧状況や避難所の人数等により、避難所の

統合及び廃止を行うものとする。 

２ 突発的かつ大規模な災害にまで至らない地震・津波災害が発生するおそれがあ

る場合、又は発生した場合 

(1) 避難所の開設基準 

避難所の開設は、災害の規模・状況等を踏まえ、本部長が判断する。 

本部長は、避難指示等の避難情報の発令により、開設する避難所の施設管理者の

ほか、区水防部等に避難所開設及び運営・管理の指示を行う。 

(2) 避難所の受入れ対象者 

避難所への受入対象者は、災害により被害を受けた者、若しくは受けるおそれの

ある者、及び避難指示等を受けた者及び交通機関の不通により帰宅が困難となった

者（帰宅困難者）、その他本部長が必要と認めた者とする。 

(3) 避難所の責任者の役割 

避難所の開設及び運営・管理は、施設管理者と区対策部が連携して業務を行うた

め、事前に調整を行い、各自の役割を明確にする必要がある。 

ア 開設責任者 

(ｱ) 避難所の施設を管理する者としてあらかじめ施設管理者が指名した者を

「開設責任者」とする。 

(ｲ) 開設責任者は、あらかじめ避難所の開設を担う「開設担当職員」を複数名

指名する。 

(ｳ) 指名された開設担当職員(委託・嘱託者を含む)は、避難所の鍵を保管する。 

(ｴ) 開設責任者は、避難所が所在する管轄区役所及び危機管理防災総室等と連

携し、災害時に迅速に避難所が開設できるよう避難所の開錠、区画割り、
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事務所の開設（看板設置等）、避難者の受け入れ要領等を定めた避難所の施

設利用計画をあらかじめ策定する。 

(ｵ) 施設利用計画で区画を指定する際は、要配慮者を最優先するとともに、事

情の許す限り、個人のプライバシーの確保に留意する。 

イ 運営責任者 

(ｱ) 区対策部等は、「運営責任者」及び複数の「運営担当職員」をあらかじめ指

名する。 

(ｲ) 運営責任者は、避難所の運営・管理を総括する責任者として、運営担当職員

及び開設責任者、福祉等の担当職員と連携し、円滑な避難所の運営を行う。 

(ｳ) 区対策部は必要に応じて運営担当職員を派遣し、運営担当職員は、運営責

任者を補佐するとともに避難所内事務所の事務を行う。 

(4) 避難所の開設・運営 

ア 避難所の開設 

(ｱ) 職員の派遣 

本部長から、避難場所開設の指示があった施設管理者及び区対策部は、あ

らかじめ指名した開設責任者（開設担当職員）及び運営責任者（運営担当職

員）を派遣する。 

(ｲ) 開設の準備 

派遣された開設担当職員等は、速やかに避難場所を開設し、避難者を受入

れる態勢を完了させる。災害の状況により、緊急に開設する必要がある場合

は、施設管理者及び現場に勤務する職員等が実施する。 

現地の避難所では、災害等による施設の損傷など安全点検を実施し、避難

所として使用できない場合は、速やかに区対策部に連絡する。 

なお、災害の状況などから、行政担当者の開設業務が遅延したりする場合

が予想される。その場合は、応急的に町内自治会や自主防災組織役員などが

地域リーダーとなり、避難者を取りまとめ、応急的な組織作りにより、開設

にあたることが必要である。リーダーは、集まって来た避難者の中から補佐

役や協力者を募り、協力体制のもと、開設業務を応急的に行う。 

(ｳ) 行政担当者による開設 

「避難所開設チェックリスト」及び「避難所施設被害状況チェックリス

ト」により安全確認を行う。 

ａ 開設責任者・担当職員の派遣（施設管理者等） 

ｂ 避難場所周辺・外壁等の安全確認（開設責任者） 

ｃ 避難場所の開錠（開設責任者） 

ｄ 避難場所内部の安全確認、使用の可否判断及び報告（開設責任者） 

ｅ 運営担当職員の派遣（区水防部） 

ｆ 役割分担の確認（運営責任者・開設責任者） 

ｇ 指定区画（居住区域）の確認（運営責任者・開設責任者） 

ｈ 「避難者名簿記入用紙」等の運営記録用品の準備（開設責任者） 

ｉ 机・イス・看板・電話等の事務所資機材の準備（運営責任者・開設責任者） 

ｊ 避難場所開設の準備完了報告（運営責任者） 
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(ｴ) 避難者による避難場所の安全確認 

「避難所開設チェックリスト」及び「避難所施設被害状況チェックリス

ト」を使用する。 

ａ 行政担当者が不在の場合は、応急的組織のリーダーのもと協力し合い、

避難所の被害状況や安全性を応急的に判断する。 

(ｵ) 負傷者、要配慮者の救護のための準備事項 

ａ 目視や口頭確認により、緊急に救護が必要な避難者の有無を確認する。 

ｂ 避難者の中から、医療従事者を募り協力を要請する。 

ｃ 軽微な負傷については、避難場所に備えてある備蓄品の「災害用救急セ

ット」を使用し処置する。 

ｄ 負傷者等の様態急変に備え、避難場所施設に「ＡＥＤ（自動体外式除細

動器）」が備え付けられている場合は設置場所を確認し、緊急時にすぐ使用

できるようにする。 

ｅ 対応が困難な場合は、区対策部へ連絡し、医療機関や福祉避難所への搬

送を手配する。 

イ 運営・管理 

(ｱ) 避難者の受入れ 

ａ 避難者の受入れは、避難所施設のうち、避難区画として指定した適当な区

域に避難者を収容し、指定区域以外の場所へは、立ち入らないよう指導す

る。立ち入り禁止区域、危険区域、使用除外区域は張り紙やロープ等で制

限してある事を明示する。 

なお、支援を要する高齢者、障がい者等は家族単位で優先して、スペー

スを確保するなどの配慮を行う。 

ｂ 受入れの際は、避難者を登録する窓口を設置し、「避難者名簿記入用紙」

を配布して各世帯単位で記入してもらう。正式に避難所が開設されるまで

は、区独自の名簿で管理してもよいこととする。 

ｃ 避難所におけるサービスは、避難者数が基となるため、名簿への記入を

周知徹底し、協力を求める。 

ｄ 帰宅困難者、他の地域からの避難者の名簿は、管理しやすいよう別に受

け付ける。 

ｅ 在宅の避難者、屋外の避難者（車・テント等）等へは、入所希望を問わ

ず、世帯ごとに配布し記入のうえ、提出してもらう。 

(ｲ) 避難場所内事務所の設置 

ａ 受入れ開始とともに、避難場所内に事務所を速やかに開設し「事務所」

の所在を明らかにする。 

ｂ 事務所には職員を常時配置し、運営に必要な「避難者名簿記入用紙」、

「避難者受付簿」、「事務用品」等を準備し、避難場所の運営記録として、

「避難所記録用紙」に記入する。 

ｃ 避難所の施設管理者は、運営に必要な用品、記録簿等をあらかじめ避難

所に備えておく必要がある。 

(ｳ) 居住区域の割り振り 
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居住区域の割り振りは、要配慮者を最優先とし、可能な限り身体の安全を

確保する。 

特に、高齢者・障がい者・女性や子どもの安心・安全に配慮し、更衣室、

トイレ、洗濯・物干しなどの専用スペースを可能な限り確保することとし、

乳幼児・妊産婦のいる家族の割り振りは、育児スペース等（大きさ、配置な

ど）を考慮する。 

また、男女ニーズの違いや女性の視点を踏まえて、プライバシーの確保な

どに配慮した避難場所の運営に努める。 

ａ 安全点検が済んだ場所から居住スペースを決める。 

ｂ 居住スペースは、屋内に設け町内単位等で決める。 

ｃ 共用部分（玄関、トイレ、廊下、階段等）は避難者の占有を避ける。 

ｄ 理科室等、危険な薬品等がある場所は立ち入り禁止とする。 

ｅ 避難場所として利用する場所は、その利用目的や範囲を誰でもわかるよ

う、張り紙等で明示する。 

ｆ 避難所で、遺体を一時的に収容する必要がある場合は、遺体安置所への移送

までの間、居住スペースとは別に避難所内に応急的な安置所を設ける。 

ｇ ペットと同行した避難者がいる場合は、ペットの飼育について居住スペ

ース以外に飼育場所を設けることを説明する。 

(ｴ) 避難者の「居住組」の編成 

避難所内の部屋ごとなど、居住区域に基づいて「居住組」を構成し、組長

（代表）を選出する。 

組長は人数確認などを行うと同時に、意見をまとめて運営会議へ提出する

役割を担う。 

ａ 避難者の代表者に、「避難者受付簿」に記入してもらうとともに、世帯数

分の「避難者名簿記入用紙」を配布する。 

ｂ 1つの組の構成人数の目安は最大 30 人程度とする。必要に応じて、人数

の配分を行う。 

ｃ 居住組の編成には、血縁関係や居住地域を考慮する。 

ｄ 世帯の異なる家族、親戚なども必要に応じて同じ居住組の中に編成する。 

ｅ 避難する以前に住んでいた地区を考慮して、できるだけ顔見知り同士が

近くに集まることができるように配慮する。 

ｆ 旅行者、通勤通学者などは、避難所に長く留まらないと考えられるた

め、地域住民のグループとは分けて編成する。 

(ｵ) 開設及び避難状況の報告 

避難所の運営責任者は、下記の状況について可能な限り速やかに区対策部

に報告する。区対策部は、各避難所の状況を取りまとめ、示された定時、又

は適時に本部長へ報告する。 

特に、避難所がどの様な状況かという報告は、災害対策本部による円滑な

後方支援の実施のためには、貴重な情報となる。 

また、避難場所を含む周辺地域の被災状況の報告は、災害対策本部にとって

災害対応のための重要な情報源となるので、併せて周辺状況の報告も行う。 
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ａ 避難場所を開設した日時及び場所 

ｂ 避難者数、世帯数、負傷者数及び要配慮者の人数等 

ｃ 食料の要否、必要食料数及び毛布・寝具等の物資の要否及び必要見込数 

ｄ 高齢者・障がい者・妊産婦・乳幼児などのニーズに適応した物資品目と必要数 

ｅ 周囲の被災状況 

ｆ その他必要事項 

(ｶ) 食料等の請求、受取り及び配給 

ａ 避難所全体で集約された食料等の物資の必要数のうち、現地で調達が不

可能なものについては、区対策部へ物資の配送を要請する。 

ｂ 到着した食料や物資を受け取る時は、そのつど、「食料管理簿」、「物資管

理簿」に記録する。 

ｃ 避難者への分配・配給については、避難者の協力を得ながら、居住区域

ごとに配給を行う。 

(ｷ) 救護所の設置 

区対策部保健福祉班は、必要に応じ避難場所に救護所を設置し、職員を派

遣する。健康福祉局対策部（医療対策班）は、救護班を編成・派遣し、避難

者等の健康管理等の相談・対応を行う。 

なお、救護所等の閉鎖と、収容患者の地元医師への引継ぎについては、健

康福祉局対策部長が、県健康福祉部長及び市医師会長と協議し、その時期を

判断する。 

 

(ｸ) 避難場所の緊急閉鎖 

建物応急危険度判定の結果及び建物の安全性が疑わしい場合など、開設し

た避難所が何らかの理由で危険となり、避難者の安全を確保することが困難

となった場合は、本部長からの指示を受けて避難所を緊急閉鎖する。 

ただし、危険が切迫するなど、緊急の場合は運営責任者及び担当職員、又

は開設責任者の判断により、本部長の指示を待たずに、速やかに避難場所か

ら避難者を退避させ、緊急閉鎖の実施後、本部長に状況を報告する。 

(ｹ) 避難所運営委員会による運営主体の移行 

避難生活が長期にわたる場合は、避難者等で組織する「避難所運営委員

会」を設け、避難者の自主的な統制に基づく避難所運営を行うものとする。 

※避難所運営は、「避難所開設・運営マニュアル」を参考にする 

 

 (5) 大量避難者への対応 

区対策部及び施設管理者は、当該区域内の避難所に避難者を収容できない場合

は、本部長と協議し、次の措置を実施するものとする。 

ア 県及び他市町村への移送 

本部長は、被害が甚大なため、市内の避難所に避難者を収容できないと判断し

た場合には、県知事に対して、非被害地若しくは小被害地である他市町村への移

送を要請する。 

イ 応急テントの設置 
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必要に応じ、広場等に応急避難テントを設置し、避難者を一時的に収容する。 

(6) 帰宅困難者への対応 

本部長は、災害により、列車・バス等の交通機関の不通や道路の寸断等により、

多数の帰宅困難者が発生し、駅等での滞留者の集中や無理な帰宅による二次的被害

が想定されるため、関係機関と連携を図り、次の事項などの必要な措置をとる。 

ア 情報の提供 

列車・バス等の交通機関の被災状況、復旧・開通状況等の情報について、記者

発表や市ホームページへの掲載及び相談窓口の開設を行う。 

イ 避難所等の確保 

帰宅困難者の避難所として活用できる市施設及び民間施設の確保を図るととも

に、民間事業者等へ一時滞留場所及び食料、飲料水等の確保について協力を働き

かける。 

(7) 避難所の統合・廃止 

市民局及び区対策部は、災害の復旧状況や避難所の人数等により、避難所の統合

及び廃止を行うものとする。 
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第 ９節  二 次 災 害 防 止 対 策  

 

第１項  警戒・避難・誘導対策  

地震後、土砂災害警戒区域等に近接し、土砂災害のおそれのある区域の住民に対して

は、最寄りの避難所に避難するよう指示するとともに誘導を行う。また、要配慮者につ

いては、地区消防団、自主防災クラブ、町内自治会等の協力を得て、迅速かつ適切な避

難誘導に努めるものとする。 

 

第２項  二次災害防止対策  

１ 土砂災害警戒区域等への立ち入りの制限 

急傾斜地崩壊危険箇所、地すべり危険箇所、山腹崩壊危険地区、土石流危険渓流、

土砂災害警戒区域、崩壊土砂流出危険地区及びがけ地近接危険住宅周辺については、

安全が確認されるまで住民の高齢者等避難、避難指示を継続するとともに、警戒区域

の設定及び立ち入り禁止等の必要な措置を講じる。 

２ 救助活動及び復旧活動等の警戒 

生き埋めになった者及び行方不明者の捜索活動並びに応急復旧工事の実施にあたっ

ては、十分に注意・監視を行うものとする。 

３ 応急対策 

安全が確認された後は、直ちに二次災害発生防止のための応急対策を行う。 

平成 28年 4月 14日、16 日に発生した「熊本地震」では、余震の発生や梅雨・台

風などによる土砂災害や洪水などの二次災害を予防・防止することを目的に『「平成

28 年熊本地震」を踏まえた防災行動計画』を平成 28 年 5月に策定し、対策を講じる

こととした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【関連部局】 

消防局 

農水局 

都市建設局 

政策局 

各区役所 

【関連部局】 

消防局 

農水局 

都市建設局 
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第３項  被災建築物応急危険度判定  

１ 被災建築物応急危険度判定の目的等 

被災建築物応急危険度判定は、被災した建築物を調査し、余震などによる倒壊の危

険性や外壁・窓ガラスの落下、付属設備の転落などの危険性を判定することにより、

人命にかかわる二次的災害を防止することを目的とし、熊本県被災建築物応急危険度

判定士認定要項や全国被災建築物応急危険度判定協議会による全国統一の応急危険度

判定基準により実施される。 

２ 応急危険度判定士 

応急危険度判定士は、被災した建築物を調査し、その判定結果を建築物の見やすい

場所に表示することにより、その建築物の危険性に関する情報を、居住者、付近を通

行する歩行者などに対して提供する。 

３ 実施体制 

建築物被害を及ぼす大規模な地震が発生した場合は、建築物の被害情報の把握を行

い、これを基に応急危険度判定の要否の判断を行う。 

震度 6 弱以上の地震が発生した場合は実施本部を立ち上げ、応急危険度判定の必要

性を判断する。判定は震度 6弱以上の場合は原則実施し、5強以下の場合は被害状況

に応じ判断する。応援が必要と実施本部が判断した際に、県（支援本部）へ被災建築

物応急危険度判定士等の派遣を要請する。 

 

■被災建築物応急危険度判定の判定内容 

判
定
内
容 

   

解
説 

建築物の損傷が著しく、倒壊

などの危険性が高い場合で

あり、使用及び立ち入りがで

きない。 

建築物の損傷は認められる

が、注意事項に留意すること

により、立ち入りが可能であ

る。 

建物の損傷が少なく、使用可

能である。 

 

 

 

 

【関連部局】 

都市建設局 
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第４項  被災宅地危険度判定  

１ 被災宅地危険度判定の目的等 

被災宅地危険度判定は、宅地が大規模かつ広範囲に被災した場合、被害の発生状況

を迅速かつ的確に把握することにより、宅地の二次的災害を軽減・防止し、住民の安

全を確保することを目的としており、都道府県が実施する「被災宅地危険度判定士講

習会」を受講し登録された土木または建築等の技術者による「被災宅地危険度判定

士」により実施される。 

２ 被災宅地危険度判定士 

被災宅地危険度判定士は、調査票に定められた客観的な基準により、目視や損壊箇

所の計測などによって被害状況を調査し、その判定結果を見やすい場所に表示するこ

とにより、居住者やその付近を通行する歩行者などに宅地や擁壁等の危険性に関する

情報提供を行う。 

３ 実施体制 

宅地に被害を及ぼす大規模な地震が発生した場合は、相談窓口を設置し宅地の被害

情報の把握を行い、これを基に危険度判定の要否の判断を行う。 

危険度判定が必要と判断した場合は、県へ被災宅地危険度判定士の派遣を要請す

る。派遣された判定士は、被災した宅地について調査を行い、二次災害発生の危険の

程度の判定・表示を行う。 

判定用資機材の備蓄として判定調査票、判定ステッカー（危険：赤、要注意：黄

色、調査済：青）、測定ポールや測定器等を備蓄している。 

■被災宅地危険度判定の判定内容 

判
定
内
容 

 

 

 

解
説 

この宅地に入ることは危険

である。 

この宅地に入る場合は十分

に注意してください。 

 

この宅地の被災程度は小さ

いと考えられます。 

【関連部局】 

都市建設局 
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第 10 節  要 配 慮 者 （避 難 行 動 要 支 援 者 ）対 策  

 

第１項  要配慮者（避難行動要支援者）の安全・安否確認  

本市では、「熊本市災害時要援護者避難支援制度」を設けて、平成 19年 10 月から災

害時に避難支援を必要とする方の登録と個別避難支援プランづくりを開始した。要援護

者情報は、システムで管理し、本人の申請を受けた上で、町内ごとの登録者名簿を民生

委員、町内自治会、校区社会福祉協議会及び自主防災クラブ等の関係団体に提供し、個

別避難支援プランの内容や避難経路の確認とあわせて、日常的な要援護者の見守り活動

にも活用している。そのため、地震・津波災害発生時には、要援護者情報を活用し、民

生委員、町内自治会、校区社会福祉協議会及び自主防災クラブ等の協力を得て、安否確

認、救助活動を実施するものとする。 

 

 

第２項  避難行動要支援者名簿 を提供する時期及び支援等  

災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合において、避難行動要支援者の

生命又は身体を保護するために特に必要があるときは、災害対策基本法第49条の11第3

項の規定により、避難支援等の実施に必要な限度で、避難支援等関係者その他の者に名

簿情報を提供する。 

提供元 提供先 

健康福祉政策課・危機管理防災総室 

（水防本部等） 

熊本県警察 

熊本市社会福祉協議会 

各区役所（区水防部等） 
民生委員 

自主防災クラブ、自治会等 

また、名簿の提供を受けた避難支援等関係者は、避難行動要支援者名簿を活用し、速

やかに支援等を実施する。 

１ 避難行動要支援者名簿を提供する時期 

避難行動要支援者名簿を提供する時期については、以下の条件を目安とし提供する

ものとする。 

(1) 熊本市域に震度5強以上の地震が発生し、市が支援活動の必要があると判断した場合 

(2) 緊急情報提供者からの情報により、市が災害発生のおそれがあると判断した場合 

(3) 気象状況等により、市が名簿の提供について特に必要があると判断した場合 

２ 避難行動要支援者名簿を活用した避難支援等 

避難行動要支援者名簿の提供を受けた避難支援等関係者は、速やかに以下の避難支

援等を実施する。 

(1) 安否確認 

(2) 避難誘導 

(3) 救出救護 

(4) 熊本市への情報伝達 

【関連部局】 

政策局 

健康福祉局 

各区役所 

【関連部局】 

政策局 

健康福祉局 

各区役所 
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第３項  社会福祉施設における対策  

社会福祉施設には、自力では歩行できない高齢者や身体障がい者、精神に障がいのあ

る人や児童が入所あるいは通所している。これらの人々は、災害発生時に自力で行動す

ることは困難であり、介助が欠かせない。 

災害発生時にこれらの人々の安全を確保するため､日頃から十分な防災対策をとって

おく必要がある。 

１ 防災設備等の整備 

施設入所者や通所者は、大規模地震や津波発生の際に、とっさの自己防御がとれな

い可能性が高いことから、各施設の管理者は、施設の耐震性を確保するとともに、施

設の設備点検を常に行い、その安全性を高める必要がある。 

また、ライフライン等の機能停止の際にも、施設入所者の生活を維持できるよう非

常用発電や非常用給水タンクなどの設備の整備や非常用食糧、医薬品等の備蓄に努め

なければならない。 

２ 防災計画の策定 

大規模地震や津波発生時には、施設職員の迅速で的確な行動が重要であるため、各

施設管理者は職員の任務分担、動員計画、避難方法等を詳細に定めた実効ある防災計

画を策定しておくものとする。策定にあたっては、施設に入所している人々の障がい

程度は様々であるため、それぞれの施設の実情に見合った綿密な防災計画を策定する

ものとする。特に、夜間は職員が手薄になることと、入所者が就寝中のため避難行動

が昼間にもまして困難になることを考慮した計画とする。 

また、災害発生時に保護者、家族等と確実に連絡がとれるよう、緊急連絡先の整備

を行うものとする。 

３ 情報連絡手段の整備 

大規模地震や津波発生時の関係機関への迅速な連絡が行えるよう、緊急時の情報伝

達の手段、方法を定めておくとともに、災害時においても使用可能な通信手段の整備

に努めるものとする。 

４ 地域社会との連携 

社会福祉施設の入所、通所者は、自力での避難が困難である者が多く、災害発生時

の避難にあたっては、施設職員だけでは不十分であり、地域住民のボランティア活動

が望まれる。日頃から、地域との交流に努め、災害時には地域住民の協力が得られる

よう必要な体制づくりに努めるものとする。 

 

 

 

 

【関連部局】 

政策局 

健康福祉局 
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第４項  外国人に対する対策  

外国人は、言葉や文化・生活習慣の違いが原因となり、防災に関する情報や災害時に

おける緊急情報、避難指示等が理解できず的確な避難行動が取れない可能性があり、被

害を受けることが考えられる。このため、日頃から十分な防災対策を行う必要がある。 

１ 外国人への情報提供等 

国際交流会館において、日頃から多言語での相談窓口を設置するなど、外国人への

情報提供に努めるとともに、市の窓口においては、手続き・相談を円滑に行うため、

通訳等の支援に努めるものとする。 

国際交流会館の指定管理者は、「市政だより」の暮らし、健康に関する情報や本市

で外国人が生活する上で必要となる情報を英語・中国語・韓国語に翻訳し、独自のホ

ームページに掲載するとともに、警報以上の災害情報が出された場合には、多言語防

災メールへ登録している外国人へ災害情報を配信するなど情報提供を行うものとす

る。 

また、防災カードを多言語で作成し、外国人への配布に努めるものとする。 

２ 関係各所との連携 

災害時に備えて、国際交流会館の指定管理者、県・市町村、各大学、民間団体、在

留外国人コミュニティ及び自治会等との連携を図り、防災意識の啓発や、外国人が防

災訓練等の地域活動へ積極的に参加できる環境づくりに努めるものとする。 

また、傷病者に備えて、外国語で診療を受けることができる医療機関を把握すると

ともに、医療機関との連携を深めておくこととする。 

非常時においては、外国人への配慮が欠如することのないよう、地域住民との協働

で災害時でも役立つ日本語講座を実施することなどにより、地域と外国人との顔の見

える関係づくりを促進していくものとする。 

３ 大規模災害時の対策 

大規模災害発生時においては、政策局対策部により、外国人避難対応施設として国

際交流会館を避難所として開設するものとする。 

発災後は、国際交流会館の指定管理者や関係機関等と連携し、速やかに情報収集や

多言語翻訳を行い、市のホームページやＳＮＳ等を通して、外国人への情報提供を行

うものとする。また、市等から発信される災害情報を円滑に提供できるように、必要

に応じて災害多言語支援センターを設置する。 

併せて、外国人避難者を把握するために、各避難所での登録状況の把握や関係機関

等への情報収集を行い、野外等の避難者に対してはＳＮＳ等を活用した状況把握に努

めるものとする。 

また、各避難所においては、多言語化された情報提供に努めるものとする。 

■外国人避難対応施設 

施  設  名 住  所 電話番号 

熊本市国際交流会館 熊本市中央区花畑町 4番 18号 096-359-2020 

【関連部局】 

政策局 
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第５項  観光客に対する対策  

災害発生時、ホテル、旅館等の宿泊施設やホール設備等を有する施設においては、利

用者は施設に不慣れなため、緊急時の避難誘導に混乱を生じる可能性が高い。 

災害が発生した際、迅速・的確な情報の伝達と被害を未然に防止するため、十分な防

災対策を講じることが必要である。 

１ 緊急連絡体制の整備 

各施設は、大規模地震や津波発生時においては関係機関へ迅速な連絡が行えるよう

情報の収集と伝達の手段、方法を定めておく。また、災害時において使用可能な通信

手段の整備に努める。 

２ 避難誘導に対する対策 

観光客は地理に不案内なため、観光地周辺の避難所の周知を行うものとする。 

第６項  熊本県災害派遣福祉チーム（熊本ＤＣＡＴ） 

県は、災害発生時に高齢者、障がい者等の要配慮者の支援活動を行う必要があると判

断した場合は、熊本県災害派遣福祉チーム（熊本ＤＣＡＴ）を指定避難所、福祉避難所

等に派遣する。 

 

第７項  情報の提供  

市は、指定避難所、福祉避難所等においては、要配慮者に円滑に情報提供ができるよ

うに障がい等の状況に応じて、文字放送用テレビやファクシミリ等を設置するほか、必

要に応じて手話や外国語の通訳、視覚障がい者をサポートする人などの専門的支援者の

確保に努めるものとする。 

また、要配慮者の特性に応じて、例えば、要約筆記や点字、ひらがなやカタカナ等わ

かりやすい言葉による表現、絵や写真の提示など、多様な手段による情報提供がなされ

るよう配慮に努めるものとする。 

 

第８項  生活の支援  

１ 相談体制の整備 

市は、指定避難所、こころの健康センター、熊本市消費者センター等に相談窓口を

設置し、高齢者や障がい者などの要配慮者の相談に応じるとともに、必要な支援のニ

ーズ把握を行うものとする。 

なお、窓口には、ファクシミリ等の機器の設置や通訳等の配置についての配慮が必

要である。 

また、相談窓口に来られない人に対しては、避難所や自宅等を巡回して声を掛け、

各種相談等に応じるとともに、必要な支援のニーズの把握を行うものとする。 

【関連部局】 

健康福祉局 

各区役所 

【関連部局】 

健康福祉局 

各区役所 

【関連部局】 

経済観光局 

【関連部局】 

政策局 

健康福祉局 

各区役所 
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２ 心身両面の健康管理 

要配慮者の中には、特に健康面の配慮が必要である者がいる可能性が高いことか

ら、医師、薬剤師、保健師、看護師等が避難所や自宅等に対して健康支援チームを編

成して巡回し、健康状態の確認や各種相談に応じるとともに、医療ケア等を行うもの

とする。 

また、大規模災害発生後のストレスによる心や体の反応は、誰にでも起こる正常な

反応であり、時間とともに軽減していくことを周知し、不安の軽減を図るとともに、

市民に対し相談窓口を周知する。 

３ 施設の整備 

市は、指定避難所等において、多目的トイレや暖房器具、間仕切り、スロープな

ど、要配慮者の視点に配慮した施設等の整備及びその情報提供に努める。 

４ 避難所運営 

避難所等の運営において、居住区域の割り振りや、福祉避難室の設置、食料や物資

の配布などについては、要配慮者への配慮に努める。 

その際、特に内部障がいや発達障がいなど外見では障がい者とは判断できない障が

い者や、重複障がいにより情報を得にくい障がい者への情報伝達に留意する。 
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第 11 節  安 否 情 報 の提 供 計 画  

市は、被災者の安否について住民等から照会があったときは、被災者等の権利利益を

不当に侵害することのないよう配慮しつつ、被災者の安否に関する情報（以下、「安否

情報」という。）を回答するよう努める。回答する際は、消防、救助等人命に関わるよ

うな災害発生直後の緊急性の高い応急措置に支障を及ぼさない範囲で行う。県は、市の

安否情報の収集に協力する。 

 

第１項  市・県の役割  

１ 市は、必要な安否情報を収集し、照会に回答するよう努める。 

２ 県は、市の安否情報の収集に協力する。ただし、当該災害の発生により、市がその

全部又は大部分の事務を行うことができなくなったときは、県は市に代わって必要

な安否情報を収集し、照会に回答するよう努める。 

 

第２項  安否情報の収集  

１ 市及び県は、必要と認める範囲で関係地方公共団体及び防災関係機関と安否情報の

収集について連携を図るものとする。 

２ 市及び県は、被災者の安否情報の照会に対し、回答を適切に行い、又は適切な回答

に備えるために必要な限度で、保有する被災者の氏名その他の情報を、その保有に

当たって特定された利用の目的以外の目的のために、内部で利用することができ

る。 

 

第３項  照会を行う者  

照会を行う者（以下、「照会者」という。）は個人又は法人とし、以下のとおり分類する。 

１ 被災者の同居の親族（婚姻の届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある

者、その他婚姻の予約者を含む。） 

２ 被災者の親族又は職場の関係者その他の関係者 

３ 被災者の知人その他の被災者の安否情報を必要とすることが相当であると認められ

る者 

 

 

 

 

 

 

 

 

【関連部局】 

文化市民局 

各区役所 
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第４項  照会手順  

１ 照会者は、市長に対し、以下の事項を明らかにして照会を行わなければならない。 

(1) 照会者の氏名、住所（法人その他の団体にあってはその名称、代表者の氏名及

び主たる事務所の所在地）その他の照会者を特定するために必要な事項 

(2) 照会する被災者の氏名、住所、生年月日及び性別等個人を特定できる事項 

(3) 照会をする理由 

２ 照会者は 1(1)の事項が記載されている運転免許証、健康保険の被保険者証、外国

人登録証明書、住民基本台帳カード（住民基本台帳法（昭和 42年法律第 81号）第

30条の 44第 1項に規定するもの）その他法律又はこれに基づく命令の規定により

交付された書類であって、当該照会者の本人確認ができるものを提示又は提出しな

ければならない。ただし、照会者が遠隔地に居住している場合その他この方法によ

ることができない場合においては、市が適当と認める方法によることができる。 

 

第５項  提供できる情報  

市は、照会者の分類により、以下の情報を提供することができる。 

ただし、当該照会が不当な目的によるものと認めるとき、又は照会に対する回答によ

り知り得た事項が不当な目的に使用されるおそれがあると認めるときは、情報を提供し

ない。 

なお、被災者の中に、配偶者からの暴力等を受け加害者から追跡されて危害を受ける

おそれがある者等が含まれる場合は、その加害者等に居所が知られることのないよう当

該被災者の個人情報の管理を徹底するよう努めるものとする。 

１ 第３項の１の者 被災者の居所、負傷若しくは疾病の状況又は連絡先その他安否の

確認に必要と認められる情報 

２ 第３項の２の者 被災者の負傷又は疾病の状況 

３ 第３項の３の者 被災者について保有している安否情報の有無 

４ １～３の区分にかかわらず、被災者が照会に際しその提供に同意している安否情報

については、その同意の範囲内の情報 

５ １～３の区分にかかわらず、市及び県が公益上特に必要と認めるときは、必要と認

める限度の情報 
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第 12 節  警 備 ・交 通 規 制 計 画  

 

第１項  警察の警備対策  

１ 警備方針 

警察は、市その他の関係機関との緊密な連携の下に災害警備対策を推進し、災害が

発生し、又は発生するおそれがある場合には、早期に警備体制を確立して、情報の収

集等に努め、住民等の生命及び身体の保護を第一とした災害警備活動に努めるものと

する。 

【警察の任務】 

(1) 被災者の救出救助 

(2) 緊急交通路の確保等交通秩序の維持 

(3) 被害実態の早期把握及び災害関連情報の収集・伝達 

(4) 被災地域における社会秩序の維持 

(5) 検視及び行方不明者の捜索、遺族支援 

(6) 市民の安全確保と不安解消のための広報 

(7) 避難誘導及び二次被害の防止 

(8) その他必要な警察業務 

 

第２項  海上における警備対策  

海上災害が発生した場合、消防局と各対策部が連絡を図りながら次の活動を実施する。 

(1) 人命の救出・救護 

(2) 初期消火及び延焼防止 

(3) 沿岸住民に対する災害状況の周知徹底及び警戒 

(4) 沿岸住民に対する避難の指示 

(5) 沿岸地先海面の警戒 

 

第３項  交通規制対策  

大規模地震・津波発生時に、住民等の円滑な避難誘導が必要な場合、道路災害が発生

するおそれがある場合、橋梁等の交通施設に被害が発生した場合、又は交通の混乱を防

止して緊急輸送を確保するために必要がある場合には、交通規制を行って被害の軽減と

迅速な応急対策を実施するものとする。 

 

 

 

 

【関連部局】 

消防局 

【関連部局】 

都市建設局 

【関連部局】 

政策局 

文化市民局 

健康福祉局 

環境局 

経済観光局 

農水局 

都市建設局 

各区役所 

交通局 

病院局 
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１ 実施責任者 

災害時の交通規制は次の区分によって行うものとするが、道路管理者と警察は、常

に緊密な連携を保ち、応急措置の万全を期するものとする。 

区分 範囲 

道路管理者 国土交通大臣 

県知事 

熊本市長 

西日本高速道路(株) 

(1)道路の破損、決壊その他の理由により道路が危険

であると認められる場合 

(2)道路に関する工事のため、やむを得ないと認める

場合 

警察 公安委員会 

警察署長 

警察官 

(1)災害応急対策が的確かつ円滑に行われるようにす

るため緊急の必要があると認めるとき 

(2)道路における危険を防止し、その他交通の安全と

円滑を図るため必要があると認めるとき 

(3)道路の破損、火災の発生、その他の事情により道

路において交通の危険が生じ、又はそのおそれが

ある場合 

２ 交通規制の措置 

(1) 道路管理者 

道路管理者は、道路、橋梁等交通施設の巡回調査に努め、災害等により道路施設

等の危険な状態が予想され、又は発見したとき、若しくは通報等により承知したと

きは、速やかに必要な規制を実施するものとする。 

(2) 警察 

ア 地震・津波災害により住民等の円滑な避難誘導が必要なとき、道路・橋梁等の

交通施設の危険な状態が予想され、又は発見したとき、若しくは通報等により

認知したときは、速やかに必要な交通規制を実施するものとする。 

イ 災害が広域にわたる場合、若しくは幹線道路の破損等のため交通上の支障が広

域にわたる場合の交通規制は、災害の規模及び迂回路等との関係を総合的に判

断して実施するものとする。 

ウ 必要がある場合には、他県から被災地域に通じる主要幹線道路について、広域

交通規制を隣接及び近接する県に要請するものとする。 

エ 各警察署において、交通規制を実施した場合は、報道機関等を通じて一般通行

車両及び住民等に周知徹底し、交通に支障のないよう万全を期するものとす

る。 

オ 交通規制を行う場合は、法令に定められた道路標識を設置するものとし、ま

た、設置不可能な場合又は設置する暇がない場合は、警察官が現場で交通整

理、誘導に当たるなど、交通に支障がないように配慮するものとする。 

カ 緊急通行車両の通行の確保等的確、円滑な災害応急対策に資するため、県警備

業協会をはじめ、関係機関・団体に対する協力要請を行い、広域交通管制及び

交通広報による交通総量抑制対策を実施するものとする。 
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３ 交通規制の実施 

道路及び橋梁の破損、決壊その他の状況により通行禁止又は交通を制限する必要が

あると認めるときの交通規制の実施は、道路管理者又は警察が、禁止又は制限の対

象、区間、期間及び理由等を明瞭に記載した道路標識等を設置するとともに、必要な

場合には迂回道路の標識も明示し、一般の交通に支障がないよう措置するものとす

る。 

なお、道路標識施設の設置基準は、次によるものとする。 

(1) 道路標識を設ける場合 

ア 通行止め：歩行者、車両及び路面電車等の通行を禁止する区間の前面における

道路の中央又は左側の路端 

イ 通行制限：通行を制限する区間の前面における道路の中央又は左側の路端 

ウ 迂回路 ：迂回路のある交差点の手前の左側の路端 

(2) 道路標識の構造 

道路標識は堅固な構造とし、所定の位置に整然と設置して修理、塗装、清掃等の

維持を行うほか、夜間において遠方から確認し得るよう照明又は反射装置を施すも

のとする。 

(3) 道路標識の寸法及び色彩 

道路標識の寸法及び色彩は、「道路標識、区画線及び道路標示に関する命令」（昭

和 35年総理府・建設省令第 3号）及び「熊本市道路標識の寸法を定める規則」（平

成 25年規則第 53号）に定めるところによる。 

４ 災害時における車両の移動等 

(1) 道路交通規制等 

公安委員会は、緊急通行車両以外の車両の通行禁止等を行うため必要があるとき

は、道路管理者に対し、緊急通行車両の通行を確保するための区間の指定、放置車

両や立ち往生車両等の移動等について要請するものとする。 

(2) 道路啓開等 

道路管理者は、放置車両や立ち往生車両等が発生し、緊急通行車両の通行を確保

するため緊急の必要があるときは、運転者等に対し車両の移動等の命令を行うもの

とする。運転者がいない場合等においては、道路管理者は、自ら車両の移動等を行

うものとする。 

５ 相互の連携・協力 

道路管理者及び警察は、次の事項について相互に連携、協力し、的確かつ円滑な災

害応急対策を実施するものとする。 

(1) 被災地の実態、道路の被害状況及び交通状況等に関する情報を収集し、相互に

情報を交換する。 

(2) 緊急通行車両の通行を確保すべき道路の障害物排除等のための応急対策の実施

及び重機等の支援部隊の速やかな要請を行うものとする。 

 



第 １ 章  災害応急対策計画 
第１３節 障害物等の除去対策 

地震・津波 - 82 - 

第 13 節  障 害 物 等 の除 去 対 策  

地震時に倒壊したビル・家屋等の建造物、電柱、標識、自動販売機、看板等の構造物

等は、救急救助活動、避難、応急、復旧活動の妨げになるほか、二次災害発生の要因と

もなる。 

道路・河川・住宅等を閉塞した障害物は速やかに除去するとともに、災害廃棄物と化

した障害物は、安全な場所に移送処理されなければならないため、以下のような対策を

とるものとする。 

 

第１項  障害物の除去対象及び除去方法  

１ 障害物の除去対象 

(1) 住民の生命、財産等を保護するための除去を必要とする場合。 

(2) 河川の氾濫、護岸決壊等の防止、その他水防活動実施のため除去を必要とする場合。 

(3) 緊急な措置を実施するため、特に除去を必要とする場合。 

(4) その他特に公共的な立場から除去を必要とする場合。 

２ 障害物の除去方法 

(1) 中央・西区、東区、南区、北区の各土木センターが所有する建設機械・建設資

機材を用いて行うが、処理能力が不足する場合は、(一社)熊本都市建設業協会等

の協力を得て速やかに行うものとする。 

(2) 前記により実施困難な場合は、県を通じ自衛隊の派遣を要請して行うものとする。 

(3) 除去作業実施にあたっては、応急措置の実施上、やむを得ない場合のほか周囲の状

況等を考慮し、事後において支障の起こらないよう配慮して行うものとする。 

 

第２項  災害救助法における障害物の除去  

災害救助法が適用された場合の障害物の除去基準は、同法及びその運用方針による

が、その概要は次のとおりとする。 

１ 障害物除去の対象者 

(1) 当面の日常生活が営み得ない状態にあること。 

(2) 日常生活に欠くことのできない場所に運び込まれた障害物の除去に限ること。 

(3) 自らの資力をもってしては、障害物の除去ができないものであること。 

(4) 住家は半壊又は床上浸水したものであること。 

(5) 障害物の除去を実施することができる戸数は、半壊及び床上浸水戸数のおおむ

ね 15％以内の戸数であること。 

 

 

【関連部局】 

都市建設局 
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２ 除去の方法 

障害物の除去は、県知事より権限を委任された場合は、市において労務者又は技術

職員を動員して実施する。 

３ 除去の期間 

除去の実施期間は、原則として災害発生の日から 10日以内とする。 

 

第３項  除去した工作物等の保管等の場所  

工作物等の保管等の場所については、おおむね次のとおりとする。 

１ 保管する場所 

除去した工作物等は、市長又は警察署長において次のような場所に保管し、その

旨、保管を始めた日から 14 日間公示する。 

(1) 再び人命、財産に被害を与えない安全な場所。 

(2) 道路交通の障害とならない場所。 

(3) 盗難等の危険のない場所。 

(4) その他、その工作物等に対応する適当な場所。 

２ 廃棄の場所 

廃棄するものについては、障害物除去の実施者の所有に属する遊休地及び空地、そ

の他廃棄に適当な場所。 

 

第４項  工作物の処分方法  

市長又は警察署長が保管する工作物等の処分については、保管所において行うものと

するが処分の方法については、次により行うものとする。 

１ 保管した工作物等が滅失し、又は破損するおそれがあるときは、その工作物等を売

却し、代金を保管するものとする。 

２ 当該工作物等の保管に不相当な費用を要するか、又は手数料を要すると認めたとき

は、その工作物等を売却し、代金を保管するものとする。 

３ 売却方法及び手続きは、競争入札又は随意契約により行うものとする。 

４ その他、他の法令等に特別の規定があるものについては、それぞれ当該法令等の規

定の定めるところによるものとする。 
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第 14 節  緊 急 輸 送 計 画  

大規模地震・津波発生時における陸、海、空の緊急輸送体制を確立し、応急対策実施

に必要な人員、資機材及び救援物資等の輸送手段を確保し、応急措置の万全を期するも

のとする。 

 

第１項  緊急通行車両における輸送対象の限定  

緊急輸送車両による輸送対象は、被災状況及び被災応急対策の進捗状況に応じて、お

おむね次のとおりとする。 

段階 輸送の対象 

第一段階 

(地震発生直後の

初動期) 

○救助・救急活動、医療活動の従事者、医薬品等人命救助に要する

人員、物資 

○消防、水防活動等災害の拡大防止のための人員、物資 

○交通規制に必要な人員、物資 

○後方医療機関へ搬送する負傷者等 

○政府災害対策要員、地方公共団体災害要員、情報通信・電力・ガ

ス・水道施設保安要員等初動の応急対策に必要な要員・物資 

○緊急輸送に必要な輸送施設、輸送拠点の応急復旧及び緊急輸送道

路確保に必要な人員及び物資 

第二段階 

(応急対策活動期) 

○上記第一段階の継続 

○食糧、飲料水等生命の維持に必要な物資 

○傷病者及び被災者の被災地外への輸送 

第三段階 

(復旧活動期) 

○上記第二段階の継続 

○災害復旧に必要な人員及び物資 

○生活必需品 

 

第２項  緊急通行車両の確認  

市長は、公安委員会が災害対策基本法第 76条に基づく通行の禁止又は制限を行った

場合、県知事又は公安委員会へ申し出て、緊急通行車両の確認（証明書及び標章の交

付）を受けるものとする。 

１ 申請手続（申請窓口） 

総務局対策部は、緊急通行車両確認申請を、県知事又は県公安委員会の次の部局に

提出するものとする。 

県知事 県知事公室危機管理防災課 

公安委員会 
(1) 県警察本部 交通部交通規制課 

(2) 各警察署  交通課 

２ 緊急通行車両の使用 

総務局対策部が、緊急通行車両として使用する車両については、車両ごとに緊急通

行車両確認証明書、通行標章の交付を受ける。 

通行標章は、車両の助手席側のウインドガラスの上部の前面から見やすい箇所に貼

付する。 

証明書は必ず携行し、警察官に提示を求められたときは、これを提示する。 

【関連部局】 

総務局 

 

【関連部局】 

総務局 
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３ 緊急通行車両の事前届出 

市は、緊急通行車両の確認事務の省力化、効率化を図るため、事前に公安委員会に

対し市保有車両等で「災害対策基本法第 50条第１項」に規定する災害応急対策を実

施するために使用する車両について、緊急通行車両に該当するかどうかの審査を受

け、届け出済証の交付を受けるものとする。 

 

第３項  輸送手段の確保  

１ 市保有車両 

緊急輸送活動に必要な市保有車両は、総務局対策部が管理し、各対策部の要請に応

じ適切な配車を行うものとし、配車された車両の出動は各対策部の判断にて行う。 

【資料編】6-5 車両関係等 

２ 調達要請 

都市建設局対策部は、市保有車両だけでは災害対策活動に支障をきたす場合、車両

等の調達要請を行う。 

陸路輸送 

① （公社）熊本県トラック協会への要請 

【資料編】11-2 公益社団法人熊本県トラック協会 

② （一社）熊本都市建設業協会への要請 

 

③ その他の機関への要請 

海路輸送 

① 海上保安庁熊本海上保安部 

巡視船艇による緊急海上輸送を必要とする場合､熊本海上保安部に要

請を行う。 

② その他の民間海運機関 

鉄道輸送 

① 九州旅客鉄道株式会社熊本支社等 

道路の被害等により自動車による輸送が不可能な場合、あるいは遠

隔地において物資を調達した場合等、鉄道による輸送が適当であると

認められる場合は、各鉄道会社に協力を要請する。 

航空輸送 

① 航空自衛隊築城基地等 

災害の状況により航空機による輸送を必要とする場合は、県知事に

対し、自衛隊の航空機による輸送について出動を要請する。 

３ 配 車 

(1) 集結場所 

輸送に従事する車両は災害輸送の表示をし、災害対策本部が指定した場所に待機

する。 

(2) 輸送計画 

輸送計画は災害対策本部長（以下「本部長」という。）の指示により個別の輸送

ルートに従って都市建設局対策部が作成する。 

 

 

【関連部局】 

総務局 

都市建設局 
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第４項  輸送路線の確保  

１ 緊急輸送道路の確保 

都市建設局対策部長は、緊急輸送活動を円滑に実施するため、被害を受けた緊急輸

送道路を以下により確保する。 

(1) 本部長の指示に基づき、（一社）熊本都市建設業協会の協力を得て、市指定の路

線から確保する。 

(2) 市指定の路線から確保することが困難な場合は、必要に応じ他の路線を確保す

る。 

(3) 被害の実態により、応急対策上極めて重要な路線については、道路管理者への

復旧・交通規制の要請及び通報、警察への交通規制の要請及び通報を行い、その

路線を確保する。 

２ 緊急輸送道路啓開作業 

都市建設局対策部は次の作業を行う。 

(1) 緊急輸送道路の被害状況を確認し、本部長に報告する。 

(2) 被害の状況により次の措置をとる。 

〇交通情報板、信号機等交通管制施設の機能回復を要請する。 

○運転者に対して車両の移動等の措置命令を行う。 

○放置車両等の撤去、緊急通行車両の誘導等を行う。 

○緊急通行路の障害物の除去について道路管理者、警察署、消防本部及び自衛隊等

と協力し、状況に応じて必要な措置をとる。 

(3) 緊急輸送道路の確保作業が完了した場合、又は交通規制を行った場合は、速や

かに本部長にその旨を報告する。 

  

【関連部局】 

都市建設局 
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第 15 節  救 出 計 画  

地震・津波災害のため生命、身体が危険な状態にある者、あるいは生死不明の状態に

ある者を、消防、警察、自衛隊等その他関係機関及び災害の現場にある者の協力を得

て、捜索救出し、被災者の救護にあたるものとする。 

 

第１項  実施責任者  

１ 救出は、市、行政機関及びその他関係機関が協力して実施するものとする。 

２ 災害対策基本法及び他の法令の規定により災害応急措置の実施責任を有する者はも

ちろん、災害の現場にある者、住民及び自主防災クラブは救出を実施し、又は市長

に協力するものとする。 

 

第２項  救出対象者  

救出対象者は、おおむね次の状態にある者をいう。 

１ 大規模地震・津波及びその後の火災、家屋の倒壊等によって生命に危険がある者 

２ 大規模地震・津波による行方不明で生存していると推定される者又は生命があるか

どうか不明の者 

 

第３項  救出の方法  

１ 市による救出 

(1) 市は、消防、警察、自衛隊等、その他関係機関と連携・協力し救出活動を実施

するものとする。 

(2) 救出活動に必要な資機材を確保し、迅速かつ的確な救出活動を実施するものと

する。なお、平時においては、保有資機材のリスト作成及び点検整備に努めるも

のとする。 

【資料編】6-2 消防用機械等の配備及び保有状況 

(3) 市による救出が困難な場合は、速やかに県内外の市町村、消防、警察、自衛隊

等、その他の関係機関の応援を求めるものとする。 

２ 警察による救出 

災害発生のおそれがある場合は、人的被害の未然防止を最重点とした警備対策を講

じるとともに、災害が発生したときは次により被災者の救出措置を行うものとする。 

(1) 要救助者及び死傷者の有無の確認、その速やかな救出救助活動 

(2) 消防機関、救出機関等と連携・協力した負傷者の救護搬送活動 

(3) 行方不明者があるときは、その速やかな捜索活動 

(4) 救出救助活動の迅速かつ円滑な推進を図るために必要な交通規制等の活動 

 

【関連部局】 

消防局 
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３ 自主防災クラブによる救出 

自主防災クラブにあっては、組織内における被害状況を調査し、救出対象者の早期

発見に努めるものとする。救出対象者を発見した場合には、迅速な救出活動を行い、

又は消防局、警察等に連絡するとともに、付近住民と協力し、早期救出に努めるもの

とする。 

 

第４項  救出期間  

救出期間は原則として災害発生の日から 3日以内とする。ただし、災害発生の日から

3 日以上経過しても、現に被災者が救出を求めていることが明らかである場合は、救出

期間を延長して救出するものとする 

 

第５項  関係機関の連携  

救出・救助活動を円滑に実施するため、災害発生後の早い段階から、災害対策本部と

消防局対策部は活動調整会議等を開催するものとする。 

【資料編】7-2 災害対策本部と消防局との連携強化要領 

また、警察、消防、自衛隊、海上保安庁等の実動機関ヘリ、防災消防ヘリ、ドクター

ヘリ等は、必要に応じて連携し、迅速かつ確実に被災者の救出、救助、捜索活動等を実

施する。 

 

第６項  職員の安全確保  

救出、救助活動を実施する各機関は、職員の安全確保を図りつつ、効率的な救出・救

助活動を行うため、関係機関相互の連携体制の強化を図るとともに、職員の教育訓練を

行い、救出・救助機能の強化を図るものとする。 

 

第７項  惨事ストレス対策等  

救出、救助活動を実施する各機関は、職員等の惨事ストレス対策等に努めるものとす

る。 
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第 16 節 行方不明者等の捜索及び遺体の収容埋葬計画 

災害により行方不明の状態にある者で周囲の状況により既に死亡していると推定され

る者（以下「行方不明者等」という。）や死亡者の遺体を放置することは、人道上から

も許されないことであり、混乱期の人心の安定を図るうえからも行方不明者の捜索及び

遺体の埋葬活動を関係機関・団体と緊密な連携をとり、早急に実施するものとする。 

また、災害時における行方不明者の捜索及び遺体の収容埋葬については、災害救助法

適用の有無に関わらず、市が災害救助法及び熊本市災害救助法施行細則を基準として実

施する。 

 

第１項  実施機関  

行方不明者等の捜索及び埋葬等は、市長が、警察、消防、海上保安部、警察医会、警

察歯科医師会等の協力を得て行うものとする。 

市だけでは十分な対応ができない場合、市及び県は、周辺市町村、自衛隊等に対して

応援要請を行い、これらの機関の応援を得て実施するものとする。 

 

第２項  行方不明者等の捜索  

１ 市は、防災関係機関と連携して行方不明者等の捜索及び行方不明者等に関する情報

収集を行うものとする。 

２ 捜索期間は原則として 10日以内とする。 

 

第３項  遺体の検視、身元確認  

警察等は、明らかに災害により死亡したと認められる遺体を発見したとき、又は遺体

がある旨の届出を受けた場合には、警察等が取扱う死体の死因又は身元の調査等に関す

る法律（平成 24 年法律第 34号）に基づき死体取扱いを行うものとする。 

 

第４項  遺体の引き渡し 

受取人がいない遺体又は身元不明の遺体は、市長に引き渡すものとする。 

なお、戸籍法第 92条第 1 項の規定による報告は、死亡報告書に本籍等不明死体調査

書を添付して行うものとする。 

 

第５項  遺体安置所の設置  

大規模な災害が発生した場合、次の 2ヶ所に遺体安置所を設置する。 

名称 所在地 収容体数 対象区分 電話番号 

熊本市総合体育館・ 

青年会館 
中央区出水 2丁目 7番 1号 126体 北東部 096-385-1010 

熊本県立総合体育館 西区上熊本 1丁目 9番 28号 160体 南西部 096-356-1233 

又、対策本部長は、指定した公共施設、若しくはあらかじめ協力を得た

市内の寺院又は市民の避難状況を考慮した上で公共施設等遺体収容に適

当な場所を選定して、遺体安置所を開設する。なお、適当な既存建物が確

保できない場合は、天幕等を設置して代用する。  

【関連部局】 

健康福祉局 

 



第 １ 章  災害応急対策計画 
第１６節 行方不明者等の捜索及び遺体の収容埋葬計画 

地震・津波 - 90 - 

第６項  遺体の収容  

１ 遺体が発見された場合は、直ちに警察に連絡し、遺体収容所(遺体安置所)において

検視、検案を行い、身元が判明した場合は、直ちに家族に引き渡し、不明者につい

ては別に安置する。 

２ 上記施設への遺体安置が困難な場合においては、市町村は、警察と協議し、被害現

場付近の適当な場所(寺院、公共建物等)に遺体の安置所を開設し、遺体を安置する

ものとする。 

なお、市は、死者及び行方不明者数を早期に把握し、棺、遺体保全剤等の納棺用品

を確保するものとする。 

３ 収容遺体は引取人の出頭を待ち、又は身元判明を待つために安置する。安置の期間

は、原則として災害発生の日から 10日以内とする。なお、安置の期間を過ぎても

不明のときは仮埋葬に付す。ただし、この場合は将来遺体の取引人の出頭を考慮

し、遺体毎にその所持品、衣類等を保存しておくものとする。 

 

第７項  遺体の埋葬  

１ 災害の際死亡した者に対して、その遺族が混乱期のため資力の有無にかかわらず埋

葬を行うことがきわめて困難な場合、又は死亡した者の遺族がない場合には火葬に

付し、応急的に埋葬を行うものとする。 

２ 市における火葬場の名称、所在地、処理能力等は次のとおりである。 

名称 所在地 焼却炉数 焼却所要時間 1日の最大処理能力 

熊本市斎場 熊本市東区戸島町796番地 15基 １時間30分 100体 

 

第 8 項  遺体の火葬  

１ 市は、次により火葬の実施体制の確保を行うものとする。 

(1) 火葬場の被災状況の把握 

(2) 死亡者数の把握 

(3) 火葬相談窓口の設置 

(4) 遺体安置所の確保 

(5) 作業要員の確保 

(6) 火葬場への搬送経路及び搬送手段の確保 

(7) 棺、遺体保全剤、骨壺の調達 

(8) 火葬用燃料の確保 

２ 県は、市において火葬することが困難な死体について、熊本県広域火葬計画に基づ

き、他の火葬場設置市町村等に要請を行い、火葬場を割り振ることにより、円滑に

火葬できるよう支援するものとする。また、県は、厚生労働省に対して火葬の状況

を報告し、火葬許可証発行の特例措置を申請するものとする。 
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第 17 節  医 療 救 護 対 策 計 画  

大規模、広域的な地震・津波災害により多数の傷病者が発生し、被災地及びその周辺

の医療救護の対応能力を著しく超えた場合において、市及び県は、日本赤十字社熊本県

支部、熊本県医師会、熊本市医師会、鹿本医師会、下益城郡医師会、災害拠点病院、災

害派遣医療チーム（以下「ＤＭＡＴ」という。）、災害派遣精神医療チーム（以下「ＤＰ

ＡＴ」という。）、災害時健康危機管理支援チーム（以下「ＤＨＥＡＴ」という。）、熊本

県公的病院災害ネットワーク、熊本大学医学部付属病院等と緊密な連携のもと、総力を

挙げて迅速かつ適切な医療救護活動を実施する。 

 

第１項  実施機関  

１ 災害時における医療救護は、被災地域の市長が行う。 

２ 災害が広域的に発生した場合又は被害が甚大である場合、県知事がこれを行う。 

 

第２項  救護活動  

１ 災害医療情報の収集及び提供 

(1) 県は、広域災害・救急医療情報システム等を活用し、保健所、市、消防本部、

日赤県支部、県医師会、災害拠点病院、ＤＭＡＴ指定医療機関及びその他医療

機関等から、迅速に次に掲げる情報を収集する。 

ア 被災地の保健衛生行政機能の被害状況 

イ 保健医療施設、設備の被害状況 

ウ 保健医療活動従事者の数及び不足数 

エ 放射性同位元素、病原微生物、毒物類等の保健衛生上危害を生ずるおそれ

のある物の被害状況 

オ 診療（施設）機能の稼働状況 

カ 災害拠点病院の被災状況、患者の収容及びライフライン確保の状況 

キ ＤＭＡＴ、ＤＰＡＴの対応状況 

ク 職員の被災状況、応急活動への対応状況 

ケ 医薬品等及び医療用資機材の需要状況 

コ 保健医療施設への交通状況等 

(2) 県は、収集した情報をもとに、保健所、市、消防本部、日赤県支部、県医師会

及び医療機関等の関係機関に必要な情報を提供する。 

(3) 市保健医療対策班は、各区における医療ニーズの把握とＪＭＡＴ等全国から参

集する医療支援チームの采配調整等を行う保健医療救護調整本部を市保健所及

び各区に設置する。 

(4) 市保健医療救護調整本部（保健所）の本部長は保健所長が担い、保健医療対策

班員が活動要員となる。各区の区保健医療救護調整本部長は、区役所に所属す

【関連部局】 

健康福祉局 

消防局 

病院局 
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る医師（医療政策課併任職員）又はＤＨＥＡＴ等支援に入る他都市の医師等が

担うこととし、市保健医療救護調整本部（保健所）が各区に派遣する医療支援

チームに活動内容を指示する。市保健医療救護調整本部（保健所）は、各区の

区保健医療救護調整本部を統括し、適宜、派遣チーム数等を調整する。 

(5) 市保健医療救護調整本部（保健所）及び各区の区保健医療救護調整本部は、医

療支援チーム等が保健医療救護活動を行うための采配調整及び指示並びに保健

医療活動に関する情報の収集・整理・分析等保健医療活動の総合調整を行う。 

(6) 各区保健医療救護調整本部の活動は、「災害時における保健活動初動対応マニュ

アル」により活動する区の職員や保健活動チームと情報を共有し、連携した活

動を行うものとする。 

２ 災害医療提供体制 

健康福祉局対策部は、保健医療対策班及び市保健医療救護調整本部（保健所）を設 

置し、熊本市地域災害医療コーディネーターの支援のもと、次の医療救護活動を実施

する。 

(1) 医療機関の被災状況と傷病者の受入れ状況等の情報集約 

(2) 医療に関する市民への情報発信 

(3) 医療ニーズと供給の調整 

(4) 県へのＤＭＡＴ・ＤＰＡＴ・医療支援チーム等の派遣要請、広域搬送要請 

(5) 医療従事者（医療支援チーム・保健チーム等）の采配 

(6) 医薬品・医療資機材の供給調整   等 
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第３項  救護所及び救護班の設置  

市は、市管理の避難所（小・中学校等）に、必要に応じ医療救護所（医療処置を行

うなど医師又は歯科医師が配置される救護所）又は救護所（健康相談等の業務のみを

行う救護所）を設置する。なお、歯科の医療救護所については、必要に応じ県と調整

の上、市歯科医師会等の協力を得て、各区役所や熊本県歯科医師会館等に設置する。 

こころの健康センターは、精神保健福祉室と共に災害派遣精神医療チーム(ＤＰＡ

Ｔ)の派遣要請を、県を通じて国に行い、派遣された他県のＤＰＡＴとともに被災者

支援や各区役所を通じ避難所との調整を行う。 

医療救護所の医療従事者には、他都市や日赤・医師会等から派遣された医療支援チ

ーム等による救護班の派遣を充てるが、市保健医療救護調整本部（保健所）は、必要

な救護内容を掌握し、医療支援チーム等の派遣調整を行う熊本県へ要請する。 

救護班の編成は、原則として医師１人、看護師または保健師２人、その他１～２人

で構成する。 

救護所による医療の提供が長期間に及んだ場合の救護所の閉鎖と、収容患者の地元

医師への引継ぎについては、熊本県や市医師会等と協議し、医療機関の復興状況に合

わせてその時期を判断する。 

 

第４項  個別疾患対策  

１ 難病、人工透析 

(1) 県は、あらかじめ人工呼吸器装着患者、酸素療法患者等特別な配慮を要する難

病者、透析患者等の受療状況及び治療に必要な施設を有する医療機関の把握に努

めるものとする。 

(2) 県知事は、把握した医療機関における医薬品等の確保状況を把握し、関係団体

を通じて医療機関へ医薬品等の提供を要請する。 

２ 妊婦、新生児 

県は、あらかじめ、高度医療を必要とする妊婦、新生児について、医療機関の受入

状況の把握に努めるものとする。 

３ 精神疾患 

(1) 県は、精神保健医療に関する情報の集約を図り、支援団体との調整、支援チー

ムの割り振り、移送手段の確保等を総括的に行い、迅速な対応に努める。 

(2) 県は、被災医療機関の入院患者の受入先の把握及び調整を図る。 

 

第５項  惨事ストレス対策等  

総務局行政管理部は、職員等の惨事ストレス対策等の実施に努めるものとする。 

【関連部局】 

総務局 

 

【関連部局】 

健康福祉局 

各区役所 

病院局 

教育委員会 

 

【関連部局】 

病院局 
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第６項  災害救助法に基づく措置  

「第７節 災害救助法の適用」に基づくものとする。 

 

第７項  費用の負担  

医療救助活動に要した費用は、災害救助法適用の有無に関わらず、原則として市が

負担する。 

 

第８項  損害の補償  

１ 市長は、災害対策基本法第 65条及び第 84条の規定により応急措置の業務に従事さ

せた場合において、当該業務に従事した者がそのため死亡し、負傷し、若しくは疾

病にかかり、又は障がい者となったときは、市の条例で定めるところによりその者

又はその者の遺族若しくは被扶養者がこれらの原因によって受ける損害を補償する

ものとする。 

２ 県知事は、災害対策基本法第 84条第 2項の規定による同法 71条の従事命令により

応急措置の業務に従事させた場合において、当該業務に従事した者がそのため死亡

し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は障がい者となったときは、条例で定める

ところによりその者又はその者の遺族若しくは被扶養者がこれらの原因によって受

ける損害を補償するものとする。 

 

第９項  関係機関との連携・訓練  

平常時より、災害に備え、保健医療専門団体、公的医療機関及び自衛隊、警察、日

本赤十字社熊本県支部等の関係機関で組織する「熊本市救急災害医療協議会」におい

て、迅速な対応が取れるよう連携を強化し、相互支援体制の充実を図る。 

また、協同で災害医療訓練を実施する。 

なお、熊本市医師会の災害対処については、医師会が別途定める。 

【資料編】13-1 熊本市救急災害医療協議会運用要綱 

13-2 熊本市救急災害医療協議会委員 

13-4 一般社団法人熊本市医師会 
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第 18 節  動 物 救 護 対 策 計 画  

 

第１項  ペットの取扱い 

１ 災害発生時におけるペットの取扱いは「動物の愛護及び管理に関する法律」及び

「熊本市動物の愛護及び管理に関する条例」に基づき、飼い主による管理を原則と

する。 

２ 避難所でのペットの収容場所については、各避難所の施設能力及び状況、他の避難

者への影響や衛生管理状況等を考慮し、避難所の運営委員会、動物愛護センター等

により検討を行う。なお、身体障害者補助犬法（平成 14年 5月 29日法律第 49

号）第 2条に規定する「身体障害者補助犬」は、同法第 7条の規定に基づき収容可

とする。 

 

第２項  実施体制  

動物愛護センター所長が総括する動物対策係を設置し、関係機関への救援資材確保の

調整、獣医師の派遣要請などの連絡調整を行うとともに、熊本県獣医師会熊本市支部、

熊本市動物愛護推進協議会等の協力を得て被災動物の救援活動を行う。 

第３項  被災動物の救援活動  

１ 一時預かり場所の確保 

避難等により飼い主による飼育が困難となったペットの一時預かり場所の確保を支

援する。 

２ 負傷動物の治療 

被災地域に所有者不明の負傷動物がいる場合には、動物愛護センターが保護収容

し、熊本県獣医師会熊本市支部等の協力を得て応急処置を実施する。 

３ 動物の相談窓口の設置 

大規模災害発生に伴う不明・保護動物等の情報提供等の問合せ、飼い主への被災動

物の適正飼育啓発等に対応するために、熊本市動物愛護推進協議会等の協力を得て相

談窓口を設置する。 

４ 特定動物の逸走等の対応 

災害発生時、飼養管理者に対し飼養施設の不備及び特定動物の逸走等の確認を行

い、特定動物が逸走した場合、警察等に通報するとともに、危害防止のため必要な措

置を行う。 

【関連部局】 

健康福祉局 
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第 19 節  救 援 対 策 計 画  

大規模地震・津波の発生により、日常生活に支障をきたしている市民に対し、給水、

備蓄物資や緊急に調達した物資を供給して、最低限の身体的健康を確保するとともに、

混乱する民意の安定を図る。また、救援対策の実施にあたっては、要配慮者に配慮した

適切な実施方法に努める。 

 

第１項  給水救援対策  

１ 水源の確保 

災害が発生し、水道施設の破損等により水の供給が停止したとき、直ちに被害状況

を把握するとともに、次のような措置により応急給水のための水源を確保する。 

○災害発生後、直ちに水源地・送配水ポンプ及び連絡管等の異常を調査する。 

○配水場の緊急遮断弁の動作状況を確認のうえ、必要ならば現場で操作を行い、上水

の流出防止を図る。 

○停電に備えて主要な施設の発電機運転準備を行い、応急給水に必要な水を確保する。 

２ 需要調査と応急給水計画 

(1) 需要調査 

災害が発生し断水すると判断されるとき、給水の必要な地域、給水活動の規模を

決定するため、需要調査を実施する。 

○断水区域と区域内の世帯数、人口 

○復旧の見込み 

(2) 応急給水の目標水量 

給水量は、災害発生後 3日間については、飲料水として 3 ㍑／人・日を目安と

し、応急復旧の期間としては 4週間を目標とする。 

○発災直後～3日間 

○10日目まで 

○21日目まで 

○28日目まで 

：1人 1日 3㍑  (飲料水（生命維持）) 

：1人１日 20㍑ （飲料水＋炊事等(最低生活維持)） 

：1人 1日 100㍑ (上記＋洗濯水等（制限はあるが生活可能) 

：ほぼ通常生活 （自宅での入浴等） 

３ 応急給水計画の作成 

保有する車両及び資機材を用いて、給水場所・給水方法・配置人員等の応急給水計

画を立案する。 

また、資機材・給水袋等は、市内小売業者などから調達するが、不足する場合は速

やかに市外の水道事業団へ応援を要請する。 

【資料編】8-3 災害協定一覧 

 

【関連部局】 

上下水道局 
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４ 給水の優先順位 

断水地域にある施設のうち、次の施設を最優先に給水を行う。 

○災害拠点病院 

○人工透析治療病院等の重要医療施設 

○重度身体障がい者施設 

○老人ホーム等の災害弱者施設 

○重要公共施設 

○避難所  等 

５ 応援要請 

市単独で飲料水の確保、応急給水活動等が困難と判断するとき、災害協定を締結し

ている都市及び団体に応援を要請する。加えて、（公社）日本水道協会の「地震等緊

急時対応の手引き」に基づき加盟各都市に要請を行う。 

６ 応急給水活動の実施 

(1) 給水所の設置 

主に避難所に給水所を設置し運搬給水を行うが、必要に応じて他の施設等にも給

水所を設置する。 

また、給水所の設置場所については、給水所の看板等を掲示するとともに、市及

び上下水道局のホームページや報道機関等により周知する。 

(2) 給水の方法 

ア 給水所への運搬 

上下水道局は、配水池等から給水所へ水を運搬する。 

運搬に際しては、給水車を使用する。 

なお、配水池等において給水するときは、応急給水栓等を設置する。 

イ 給水所での給水 

給水所での給水は、避難所派遣職員・消防団・自主防災クラブ等の協力を得

て、市民が自ら持参した容器により行う。不足するときは上下水道局が用意する

給水袋等を使用する。 

ウ 貯水機能付給水管での給水 

貯水機能付給水管が整備してある避難所では、避難所担当職員や避難所運営委

員会と協議の上、給水管への給水を行う。 

【資料編】6-5 車両関係等 

(3) 周知・広報 

給水所を設定したとき、総合調整室と連係して給水に関する広報を、市及び上下

水道局のホームページや報道機関等により行い、市民への速やかな周知を図る。 

○給水所の場所 

○給水する日時 

○容器の持参依頼等 
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第２項  食糧救援対策  

大規模地震・津波発生時に、住家被害等により、避難所に避難した被災者や自宅で炊

飯等が不可能となった者、その他日常の食事に支障をきたした者等に対して食糧の供給

を実施する。 

１ 食糧の需要把握 

(1) 供給対象者 

食糧の供給は、災害救助法(昭和 22年法律第 118 号)を適用する場合、あるいは

適用しないが次のように食品の供給の実施が必要と認められた場合に実施する。 

ア 避難所に避難し、又は食品や調理のための手段を失い、近隣の援助だけでは対

処できない市民がある程度の規模で発生し、相当程度の期間その状態が継続す

ると判断された場合。 

イ 災害地における救助作業あるいは応急復旧作業に従事する者に対し、給食を行

う必要がある場合 

食糧の供給対象者は、原則として次のとおりとする。 

○避難所に避難した者 

○住家の被害が全焼全壊・流失・半焼半壊又は床上浸水等であって、炊飯の

できない者 

○その他災害により、日常の食事に支障を生じると市が認めた者 

○災害応急対策活動従事者(災害救助法の対象外) 

○ライフラインの寸断等のため調理不可能な社会福祉施設の入所者及び病院

の入院患者 

(2) 把握方法 

応急食糧の必要数の把握については、本部で情報の一元化を図るとともに、避難

所に収容されている被災者の他、避難所運営委員会、各区対策部、他の関係部局、

関係機関、町内自治会及び自主防災組織等の協力を得て、在宅避難者や屋外（車

中）避難者についても必要数を把握するよう努めるものとする。 

２ 食糧の確保 

(1) 市の食糧確保 

市が防災倉庫と各区役所、各総合出張所等に設置する備蓄倉庫（コンテナ）や、

避難所となる小中学校等に備蓄する保存食(アルファ米、長期保存パン等)、および

調達による米穀、食パン、弁当等の主食の他、必要に応じて百貨店、スーパー等か

ら惣菜等の副食を調達する。 

【資料編】8-3 災害協定一覧 

(2) 国の米穀等の調達 

災害救助法が適用され応急食糧が必要な場合は、県知事に要請し、その指示に基

づき、農林水産省を通じて受託事業体から米穀、乾パンを調達する。 

【資料編】14-2 米穀の買入れ・販売等に関する基本要領 

【関連部局】 

政策局 

文化市民局 

健康福祉局 

経済観光局 

各区役所 
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３ 食糧の供給 

(1) 食糧の輸送 

食糧の輸送については、納入する業者の負担で炊き出しや配給を行う現地まで届

けるものとする。ただし、道路状況等により輸送が困難なときなど、それにより難

い場合は、納入業者と市が連携して行う。 

(2) 食糧の供給 

ア 供給する食品 

供給する食品は、災害発生直後は乾パン等の備蓄食糧とし、備蓄分を消費した

後は、購入した弁当・食パンの配給及び米穀の炊き出しにより行う。 

イ 供給基準 

品目 供給基準 

乾パン 1食あたり1缶(又はパック)(100ｇ程度) 

アルファ米 1食あたり1パック 

栄養補助食品 1食あたり1箱(2ブロック) 

米穀 1食あたり精米200ｇ以内 

ミルク 授乳1回あたり1パック 

ウ 供給場所及び方法 

供給場所及び方法は、原則として避難所での個別供給とし、必要に応じて自主防

災クラブ、町内自治会、婦人会、日赤奉仕団、民間事業者等に協力を依頼する。 

高齢者、乳児、食事管理を要する者などに対し優先的に配分する。 

４ 炊き出しの実施 

(1) 炊き出しの場所 

避難所となる各小中学校・公民館等の校庭・駐車場等に設置された区域を使用し

て炊き出しを行う。 

(2) 炊き出しの方法 

○炊き出しは、ボランティアに協力を要請する。 

○炊き出しに必要な器具・容器等は、各区対策部を通じて確保する。 

○炊き出し場所には、消毒設備を設けて、衛生管理に注意する。 

(3) 炊き出しの協力要請 

市において炊き出しによる食糧の給与の実施が困難と認めたときは、県に炊き出

しの協力を要請するものとする。 

県は、市から要請を受けたときは、次の措置をとるものとする。 

○日赤奉仕団への要請 

○自衛隊への応援要請 

○集団給食施設への炊飯委託 
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第３項  生活必需品救援対策  

災害による住家被害等により、日常生活に欠くことのできない被服、寝具その他の衣

料品及び生活必需品を喪失又は毀損し、直ちに日常生活を営むことが困難な者に対し

て、急場をしのぐ程度の被服、寝具、その他の衣料品及び生活必需品を給与又は貸与

し、一時的に被災者の生活を安定させることを目的とする。 

１ 生活必需品の需要把握 

(1) 供給対象者 

災害救助法の適用を受け、生活必需品の供給が必要と認められた場合、生活必需

品の供給を実施する。供給対象者は次のとおりとする。 

ア 住家の被害が全焼全壊・流失・半焼半壊又は床上浸水であって、衣料・寝具そ

の他生活上必要な最小限の家財を失った者 

イ その他災害により、衣料・寝具その他生活上必要な物資がないため、日常生活

を営むことが困難な者 

(2) 把握方法 

生活必需品の必要数の把握については、本部で情報の一元化を図るとともに、避難

所に避難している被災者の他、避難所運営委員会、各区対策部、健康福祉局対策部、

他の関係部局、関係機関、町内自治会及び自主防災クラブ等の協力を得て、在宅避難

者や屋外（車中）避難者についても必要数を把握するよう努めるものとする。 

２ 生活必需品の種類 

生活必需品の応急給付は、次の範囲内で行うものとする。 

種類 供給品目 

寝具 就寝に必要な最小限の毛布、布団類 

外衣 普通着、作業着、婦人服、子供服、雨ガッパ等 

肌着 シャツ、パンツ等の下着類 

身の回り品 タオル、靴下、サンダル、傘等 

炊事道具 鍋、包丁、卓上コンロ、バケツ類 

食器 茶碗、皿、はし、スプーン等 

日用品 
石鹸、ちり紙、歯ブラシ、トイレットペーパー、生理用品、 

紙おむつ（大人用・子ども用）等 

光熱材料 マッチ、ローソク、固形燃料、携帯用プロパンガス等 

その他 ビニールシート 

 

 

 

 

 

【関連部局】

文化市民局 

健康福祉局 

経済観光局 

各区役所 
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３ 供給活動 

(1) 物資の配分計画 

次の要領で救助物資の配分計画を立て、これにより迅速な被災地への輸送及び供

給を行う。 

ア 被災者の世帯構成人員別、被害状況等に基づき、救援物資の配分計画表を作成

する。 

イ 配分は、被災者の被害の程度に応じて、公正に行うものとし、1世帯当たりの

給与金額は、災害救助法に定める限度額を原則とするもので、その期間は災害

の程度に応じ県知事が定める期間とする。 

ウ 救助物資の受領、調達、配給については、その都度物品受払い簿に記録して、

常に明確にしておくものとする。 

 

(2) 物資の供給 

ア 供給基準 

原則として災害救助法の範囲内で行う。 

イ 供給場所及び方法 

供給場所及び方法は、原則として避難場所での個別供給とし、必要に応じて自主

防災クラブ、町内自治会、婦人会、日赤奉仕団、民間事業者等に協力を依頼する。 

４ 物資集積センターの設置 

国、県からの供給物資や市で購入した調達物資及び県内外からの救援物資を受入れ

仕分けし、配送手配する集積センターを、災害の規模、状況によりあらかじめ選定し

た候補施設から決定し設置する。 

また、センターではボランティアの活動を図るとともに、現地ニーズの受入れ窓口とな

り、物資情報を集約し、避難所だけでなく在宅避難者や屋外（車中）避難者にも行き渡る

ように配慮する。 

(1) 物資集積センターの設置 

本部長は、災害の規模、状況によりあらかじめ選定した候補施設から、物資集積

センターの決定を行う。また、管理・運営については別に定めるものとする。 

【資料編】14-1 熊本市大規模災害時における物資供給計画対応マニュアル 

(2) 物資集積センターの開設・管理・運営 

災害規模によっては、市域外からの救援物資の供給が考えられ、集積センターに

集められることとなる。集積センターの開設、物資の仕分け、積み下ろし、積込み

作業等について次のように行うものとする。 

ア 集積センターの開設・管理・運営 

集積センターの開設・管理・運営は、経済観光局対策部及び各区対策部が派遣

する職員（うち 1 人を責任者とする）が担当する。 

イ 集積センターの開設 
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本部長が集積センターを決定した後、責任者である職員は集積センターを速やか

に開設し、「集積事務所」の看板を揚げて、集積センター管理・運営の責任者の所

在を明らかにする。 

なお、集積センター開設以降は、事務所に要員を常時配置し、管理・運営に必

要な用品（物品受払い簿、事務用品等）を準備しておく。 

ウ 管理・運営の手順（目安として示す） 

(ｱ) 物資の荷下ろし、搬入を行う。 

(ｲ) 搬入物資の仕分けを行う。 

(ｳ) 搬入物資の分類数量を把握する。 

(ｴ) 搬出物資の搬出、積込みを行う。 

(ｵ) 搬出物資の分類数量を把握する。 

５ 生活必需品の円滑な提供 

市は、被災者が必要とする生活必需品が円滑に提供されるよう、ホームページや報

道機関等による適時、的確な情報発信を行うものとする。 

また、市は、民間企業等からの提供申し出に迅速に対応するため、品名・数量・提

供までの所要時間・提供条件等が確認できる様式を、ホームページに掲載するものと

する。 

なお、小口・混載の支援物資を送ることは被災自治体の負担となることや、不足し

ている物資を確認したうえで送るなど被災地支援に関する正しい知識や、生活必需品

の提供ルールなどの普及啓発に努めるものとする。 
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第 20 節  保 健 衛 生 計 画  

被災地、特に避難所においては、避難が長期に及ぶ場合もあり、生活環境の激変に伴

い被災者が心身双方の健康に不調を来す可能性が高いため、常に良好な衛生状態を保つ

ように努めるとともに、健康状態を十分把握し、必要に応じ救護所等の設置やこころの

ケアを含めた対策を行うものとする。 

特に、高齢者、障がい者、子ども、妊産婦等要配慮者の心身の健康状態には特段の配

慮を行い、必要に応じ福祉施設への入所、介護職員等の派遣、車椅子等の手配等を福祉

事業者、ボランティア団体等の協力を得つつ、計画的に実施するものとする。 

 

第１項  防疫計画  

災害によって被害を受けた地域又は当該住民に対し、公衆衛生の立場から感染症の発

生予防及びまん延防止を図るものとする。 

１ 実施責任 

市長は、災害時における防疫上必要な措置を行うものとする。 

２ 防疫体制 

市長は、感染症の予防及びまん延防止のため、感染症の発生状況の調査、汚染され

た場所・物件の消毒その他必要な措置を講ずるものとし、健康福祉局対策部災害対応

マニュアルにより実施する。 

 

 

第２項  食品衛生の確保  

１ 食中毒の未然防止 

(1) 市は、食品衛生監視員を食品の流通拠点に派遣し、食品の搬送等における衛生

確保の状況を監視させ、必要に応じて指導を行わせるものとする。 

(2) 市は、食品衛生監視員を避難所等に派遣し、食品の衛生的取扱、加熱調理、食

用不適な食品の廃棄、器具、容器等の消毒について必要に応じ指導を行わせるも

のとする。 

(3) 市は、食品関係営業施設の被災状況等の実態調査を実施し、施設の構造、食品取

扱設備、給水等の点で衛生上著しく劣る場合には改善を指導するものとする。 

(4) 市は、食品の衛生的取扱について、食品衛生協会の協力を求めるものとする。 

(5) 熊本市食品衛生協会は市と協力し、食品関係営業施設に対し、加熱調理等食品

の衛生的取扱について相談に応じ、指導を行うものとする。 

 

 

【関連部局】 

健康福祉局 
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２ 食中毒発生時の対応 

(1) 市は、食中毒患者が発生した場合、食品衛生監視員に所要の検査等を行わせる

とともに、食中毒の原因食品、原因施設等の調査を行うものとする。 

(2) 市は、保健所、検査機関、医療機関等と連携を密にして、被害の拡大と再発防

止に努めるものとする。 

(3) 市は、被害が甚大で対応困難であると認められる場合は、他県等の支援要請を

行うものとする。 

 

第３項  健康管理  

１ 保健及び栄養指導 

 (1) 健康福祉局対策部の保健衛生班と、区対策部保健福祉班は、「災害時における

保健活動初動対応マニュアル」に基づき、被災者のニーズ等に的確に対応した健

康管理を行うものとする。 

【資料編】13-3 災害時における保健活動初動対応マニュアル 

(2) 県は、被害が長期化する場合、避難所が多数設置されている場合等被災者の健

康管理を組織的に行うことが必要と思われるときには、市からの要請に基づき被

災者等の健康管理のための実施計画を策定することにより、計画的な対応を行う

ものとする。 

(3) 県は、市から要請があった場合は、住民の健康管理を図るために、保健指導班

等を中心に市と協力のうえ、避難所等を巡回して被災者のニーズに対応した保健

指導及び栄養指導を行うものとする。 

(4) 県は、市から要請があった場合は、被害の規模に応じ、近隣市町村又は県栄養

士会等関係団体並びに他県等に対し応援要請を行うものとする。 

２ 精神保健相談 

県は、災害発生時の段階に応じ、次の措置を行うものとする。 

(1) 初期 

ア 精神科救護所の設置 

イ 精神保健巡回診療及び相談の実施 

ウ 精神保健医療情報の提供 

エ 夜間相談窓口の設置 

オ 避難所内のメンタルヘルスケアのシステムづくり 

(2) 安定期 

仮設住宅の被災者等に対する巡回訪問及び相談 
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第 21 節  文 教 対 策 計 画  

災害が発生した場合、災害対策基本法及びその他の法令に基づき、児童・生徒の生

命、身体及び文教施設を災害から保護し、もって教育行政の確保を図るものとする。 

 

第１項  学校の災害直後の措置  

１ 学校が被災したときの措置 

学校長及び教職員は、災害が発生したとき、次の措置を行う。 

教育委員会は、学校長を通じて児童・生徒・教職員の安否確認、被害状況を把握す

る。 

(1) 勤務時間内 

学校長 

○災害状況に応じ緊急避難の指示を行う。 

○児童・生徒・教職員の安否をまとめ、教育委員会対策部に報告する。 

○災害の規模、校舎等の被害状況を把握する。 

○児童・生徒は、学校にて保護者に引き渡すか、又は教職員の引率で集団

下校させる。なお、集団下校にあたっては、事前に避難路・避難場所の

安全性を確認しておくものとする。 

教職員 
○児童・生徒の安否を確認し、学校長に報告する。 

○応急教育の実施及び校舎の管理のための体制を確立する。 

(2) 勤務時間外 

学校長 ○参集した教職員の所属、職、氏名を確認する。 

教職員 ○所属の学校に参集する。 

２ 市内は被災したが、学校は被災していないときの措置 

教育委員会は、災害に関する情報を学校長へ伝達する。 

学校長 

○災害に関する情報を、速やかに教職員に伝達する。 

○ラジオ・テレビ等で被災状況等の災害情報を収集する。 

○児童・生徒への伝達には、混乱防止の配慮をする。 

○状況に応じ児童・生徒の集団下校、休校等の適切な措置を行う。 

教職員 ○所属の学校に参集する。 

 

第２項  避難所開設への支援  

学校長は、本部より避難所開設の指示があったとき、教職員に指示して体育館等を開

放し、避難所の開設に努める。また、施設の利用等について、避難所担当職員と協議

し、運営に積極的に協力する。 

 

 

 

 

 

 

【関連部局】 

教育委員会 

【関連部局】 

教育委員会 
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第３項  応急教育の実施  

１ 教育委員会は、学校が被災した場合、応急復旧を速やかに行い、教育が実施できる

よう措置を講じるとともに、地域ごとに比較的多数の者を収容できる建物の所在、

規模及び収容能力を調査し、応急教育実施場所として指定する。 

(1) 当該校区内の公民館、幼稚園、保育園等の公共施設の借用 

(2) 被害のなかった隣接学校の施設の借用 

(3) 私立学校又は民有施設の借用 

２ 災害の状況によっては、近隣市町村の小・中学校施設への委託等により教育の実施

を図る。 

３ 教育委員会は、学校及び県教育委員会と連絡を取り、稼働教職員の実態を調査し、

教育上の混乱を引き起こさないよう教育実施者の確保に努める。 

４ 学校長は、被災の状況及び施設の復旧期間を考慮し、応急教育の期間及び内容等を

定めるものとする。この場合、心のケアを中心とした教育の実施にも努める。 

５ 各学校長は、施設の復旧状況を見て、速やかにその施設に児童・生徒等を収容し、

教育を平常の状態に復帰させる。 

 

第４項  学用品の調達・給与  

１ 学校長は、災害発生後速やかに学用品及び机、椅子、その他の設備備品等の被害状

況を調査し、教育委員会に報告する。 

２ 教育委員会は、災害救助法が適用された場合、学用品のうち、教科書の被害状況に

ついては県教育委員会へ報告し、文房具及び通学用品の被害状況については市長を

経由して国へ報告する。 

３ 教育委員会は、応急教育実施上必要な学用品の確保に努め、応急教育実施場所ごと

に児童・生徒を把握し配布する。 

災害救助法が適用されたとき、学用品は、次のとおり調達及び給与を行う。 

給与の対象 

○災害により住家に被害を受け、学用品を失い、又は毀損(きそん)し、

就学上支障ある児童・生徒に対し、被害の実状に応じて教科書（教材

も含む）、文房具及び通学用品を給与する。 

給与の期間 
○給与期間は、災害発生の日から教科書は 1ヶ月以内、文房具及び通学

用品は 15日以内である。 

費用の限度 ○被害の実状に応じて、災害救助法の定める範囲内で現物給付を行う。 

４ 教育委員会は、学校の学用品及び机、椅子、その他の設備備品等の被害について

は、速やかに復旧の措置を講じるとともに、応急教育実施のために必要がある時

は、市立の各学校に協力させる。 

 

 

 

 

 

 

【関連部局】 

教育委員会 

【関連部局】 

教育委員会 
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第５項  学校給食の確保  

１ 学校長は、給食施設・設備及び物資等の被害状況調査並びに学校給食の実施又は中

止を教育委員会に報告する。 

２ 教育委員会は、被害物資等の処分方法及び物資納入業者の被害状況を把握するとと

もに、給食納入物資流通ルートの確保に努め、あらかじめ定めた「給食再開に向け

た給食室、共同調理場状況確認リスト（チェック表）」に基づき、安全性が確認さ

れた調理場から順次速やかに給食を実施する。 

 

第６項  教育施設の管理  

各教育施設の長は、施設内の市民の安全誘導を図り、警備要員を残し、その他の職員

は教育委員会の指示に基づき、あらかじめ定めた業務分担により災害対策に従事する。 

 

第７項  文化財の保護  

文化財所有者（防火管理者を置くところは防火管理者）は、災害により文化財に被害

が発生したとき、その状況を災害対策本部に通報する。 

所有者又は管理者が市のときは、文化市民局対策部がその災害応急対策を実施し、市

域の被害状況をまとめて災害対策本部に報告する。 

 

 

 

【関連部局】 

教育委員会 

【関連部局】 

文化市民局 

【関連部局】 

教育委員会 
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第 22 節  住 宅 対 策  

災害のために住家が滅失したり災者に対し住宅を貸与し、又は被害を受けた住家に対

して居住のため必要な最小限度の部分を応急的に補修して、り災者の居住安定を図るも

のとする。 

 

第１項  建物の解体・撤去  

１ 実施責任者 

被災建築物の解体は、原則として所有者の責任において行う。 

ただし、大規模地震などにおいて特例措置として、公費負担による解体を行う場合

もある。 

２ 解体促進 

都市建設局は、応急危険度判定により「危険」と判定された建築物を優先し、関係

市民に解体、撤去の措置を促す。 

 

第２項  応急仮設住宅の需要把握  

１ 需要の把握 

都市建設局は、応急仮設住宅の入居希望者を把握する。 

調査方法は、入居の資格基準及び該当者を周知した後、希望者を相談窓口や避難所

で受付ける。 

２ 入居の資格基準 

応急仮設住宅の入居者は、次の基準を原則とする。 

○住家が全焼・全壊又は流失した者であること 

○居住する住家がない者であること 

○自らの資力をもっては、住宅を確保することのできない者であること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【関連部局】 

都市建設局 

【関連部局】 

都市建設局 
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第３項  応急仮設住宅(建設型応急住宅)の用地確保  

都市建設局は、次の条件を考慮し、建設型応急住宅の用地を確保する。 

○浸水・がけ崩れ等の危険がないこと 

○飲料水等が得やすく、しかも保健衛生上良好なこと 

○児童生徒の通学やその他生活の立て直し上の便宜を考慮し、可能な限り被災者の

生活圏内にあること 

○交通の便がよいこと 

○敷地が広大であること 

○公有地であること 

 

第４項  応急仮設住宅(建設型応急住宅)の建設  

１ 建設実施の決定 

災害救助法適用の有無に関わらず、応急仮設住宅の建設が必要と認められる場合

は、市が災害救助法及び熊本市災害救助法施行細則を基準として実施する。 

２ 建設の実施 

都市建設局は災害救助法が適用されたとき、次の点を踏まえて仮設住宅を建設する。 

建設の基準 

○建設の基準は、災害救助法の規定による。住宅の仕様は、入居希望者

の世帯構成に応じていくつかのタイプに分けて建設する。 

○1戸当たりの面積は、世帯構成人員等を考慮して増減することができ

る。入居予定者の状況によって、高齢者、障がい者向けの仕様にも配

慮し、段差の解消、スロープ及び手すり、十分な広さをとった間口等

の設置を行う。 

○１戸当たり支出できる費用は、設置にかかる原材料費、労務費、附帯

設備工事費及び建築事務費等の一切の経費として、5,714,000円以内

とする。 

○高齢者等であって、日常の生活上特別な配慮を要する者を数人以上収

容し、老人居宅介護等事業等を利用しやすい構造及び設備を有する施

設（福祉仮設住宅）を応急仮設住宅として設置できる。 

建設の実施 ○仮設住宅建設の工事は、建設業者に協力を要請する。 

建設期間 

○災害発生日から 20日以内を目標に着工し、速やかに完成する。20日

以内に着工できない事情があるときは、事前に内閣総理大臣の承認を

受けて、期間を延長することができる。 

建設戸数 
○住家の全壊・全焼・流失した世帯数の 3割以内を基準とする。 

ただし、やむをえないときは、周辺市町村と対象数を調整する。 

【資料編】9-1 災害救助法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準について 

３ 集会所の設置 

応急仮設住宅（建設型応急住宅）を同一敷地内又は近接する地域内におおむね 50

戸以上設置したときは、居住者の集会に利用するための施設を設置する。50戸未満

の場合でも戸数に応じた小規模な施設を設置できる。 

 

【関連部局】 

都市建設局 

【関連部局】 

都市建設局 
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第５項  応急仮設住宅(建設型応急住宅)の入居者選定  

１ 入居の資格基準及び該当者 

入居の資格基準及び該当者については、「第２項 応急仮設住宅の需要把握」を参照

する。 

２ 入居者の選定 

入居者の選定は、入居希望者の条件を十分調査し、本部会議において決定する。 

入居決定にあたっては、次の点にも留意する。 

(1) 高齢者、障がい者等を優先するが、応急仮設住宅での生活が長期化することも

想定し、高齢者、障がい者等が集中しないよう配慮する。 

(2) 要配慮者は、福祉仮設住宅に入居できるよう配慮する。 

(3) 従前の居住地及び自治組織に考慮した選定を行う。 

３ 応急仮設住宅の管理 

都市建設局は、応急仮設住宅への入居を円滑に進めるとともに、入居者の管理及び

応急仮設住宅の運営管理を行う。この際、応急仮設住宅における安心・安全の確保、

孤独死や引きこもりなどを防止するための心のケア、入居者によるコミュニティの形

成及び運営に努めるとともに、女性の参画を推進し、女性を始めとする生活者の意見

を反映できるよう配慮する。さらに、必要に応じて、応急仮設住宅における家庭動物

の受入れに配慮する。 

県で建設した応急仮設住宅の時は、県は市の管理に協力する。 

４ 供与期間 

入居者に応急仮設住宅を供与する期間は、完成の日から 2年以内とする。 

 

第６項  被災住宅の修理  

１ 応急修理の実施対象者 

応急修理の実施対象者は、次のすべての条件に該当する者とする。 

○住家が半壊、半焼などの被害を受け、当面の日常生活を営むことができない状

態にある者 

○自らの資力では、住家の修理ができない者 

○修理により、とりあえずの日常生活を営むことのできる者 

２ 応急修理の内容 

応急修理の内容は、災害救助法の規定により、居室・炊事場・便所などの日常生活に欠

くことのできない部分について、必要最小限度の部分を実施（給付）するに留める。 

【資料編】9-1 災害救助法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準について 

 

【関連部局】 

都市建設局 

【関連部局】 

都市建設局 
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３ 修理対象住宅の選定 

修理対象住宅の選定は、応急仮設住宅入居者の選定に準じ、住家の半壊・半焼した

世帯数の３割以内を基準とする。ただし、やむをえないときは、周辺市町村と対象数

を調整する。 

４ 修理の期間 

修理の期間は、災害が発生した日から 1ヶ月以内とする。ただし、交通機関の途

絶、その他特別の事情により、期間内に修理できない場合は、事前に内閣総理大臣の

承認を得て、必要最小限度の期間を延長する。 

５ 公営住宅の応急修理 

都市建設局は、公営住宅の被害調査を行い、必要度の高い住宅から修理を実施する。 

 

第７項  公営住宅及び賃貸型応急住宅の確保  

都市建設局は、公営住宅及び賃貸型応急住宅の空室の確保・供給に努める。 

１ 公営住宅の確保 

公営住宅の確保は、被災者の世帯構成に応じて、多人数向け、少人数向け住宅を考

慮する。 

２ 賃貸型応急住宅の確保 

大規模災害等の発生時には、民間賃貸住宅の借上げによる賃貸型応急住宅の提供を

行う。また、発生直後から円滑な提供ができるよう、あらかじめ、必要な体制を整備

し、要領等を定めるとともに、平時から「災害時における民間賃貸住宅の提供に関す

る協定」を締結する不動産関係団体との連携を図るものとする。 

３ 入居者の選定 

公営住宅及び賃貸型応急住宅の入居者の選定は、「第５項 応急仮設住宅（建設型応

急住宅）の入居者選定」を準用する。 

 

第８項  応急仮設住宅の運営管理  

市は、応急仮設住宅について、入居者の募集・選定から、入居中の住宅の維持補修、

退去に至るまでの運営管理を行うとともに、警察及び防犯ボランティア団体等と連携し

て応急仮設住宅の防犯活動を推進するものとする。また、孤立化や引きこもりなどを防

止するためのこころのケア、入居者によるコミュニティの形成及び運営に努めるととも

に、男女共同参画の視点に配慮するものとする。 

なお、県は、市に対し、応急仮設住宅の運営管理に係る業務マニュアルなど必要な情

報提供を行い、各応急仮設住宅の運営管理に協力するものとする。 

【関連部局】 

都市建設局 
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第 23 節  環 境 汚 染 対 策  

 

第１項  有害物質による環境汚染対策  

市は、大規模地震・津波による有害物質の保管・使用事業所等からの有害物質の飛

散・流出を防止し、安全性を確保するため、以下の対策をとるものとする。 

１ 有害物質の保管・使用業者に有害物質の飛散・流出状況を確認する。 

２ 有害物質の飛散・流出が確認された場合は、関係機関へ連絡すると共に、事業者に

対し、有害物質の飛散・流出の防止を指導する。 

 

第２項  建築物のアスベスト飛散防止対策  

１ アスベストの飛散状況の実態調査 

災害により建築物等が被災した場合、アスベストが露出・飛散するおそれがあるた

め、市は、発災後にアスベスト含有建材等が露出されている建築物の実態調査を実施

するものとする。 

該当建築物の所有者に対しては、応急飛散防止措置をとるよう徹底し、健康被害の

拡大防止に努めるものとする。 

■応急飛散防止措置例 

種類 概要 

養生 ビニールシート等によって飛散防止を図る 

散水・薬剤散布 水・薬剤等の散布を行い湿潤化・固定化等の措置を行う 

立入禁止 上記が行えない場合、ロープ等で立ち入りを規制する 

その他 建物内や周辺での作業を行う場合、防じんマスクを必ず着用する 

２ 解体事業者への周知徹底 

被災した建築物等の解体工事を行う事業者に対し、解体時のアスベスト飛散防止

対策について、「大気汚染防止法」、「石綿障害予防規則」等に従うとともに、「災害

時における石綿飛散防止に係る取扱いマニュアル」（平成 29 年 9月 環境省）等を

参考にして適切な処理を実施するよう周知徹底に努める。 

３ アスベスト環境モニタリング調査の実施 

災害発生後は建築物からのアスベスト飛散状況を把握するため、アスベスト環境モ

ニタリング調査を実施する。また、被災した建築物の解体現場及び災害廃棄物仮置場

においても同調査を実施する。 

 

 

【関連部局】 

環境局 
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第 24 節  生 活 ごみ・し尿 ・災 害 廃 棄 物 処 理 計 画  

大規模地震・津波による災害で発生するごみ・し尿は、環境衛生上、正確な情報に基

づいた緊急かつ適切な処理が求められる。 

 災害廃棄物処理計画に則って、災害廃棄物の処理方法を確立するとともに、仮置場、

最終処分地を確保し、災害廃棄物の迅速かつ適正な処理を行うものとする。 

 

第１項  生活ごみの処理  

１ 処理方針 

災害時にも通常どおり排出される生活ごみに加え、避難所から排出される避難所ごみに

ついて、分別等を行った上で再資源化や埋立処理を行うなど適正に処理する。 

【資料編】15-1 熊本市災害廃棄物処理計画 

２ 実施方法 

環境局は、次の点に注意し、ごみ収集車・ダンプ・トラック等で搬送し、処理する。 

(1)災害発生時、迅速に処理施設等の被害状況を把握し、処理施設等の応急復旧を図

る。 

(2)ごみの収集、運搬、処分にあっては、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和

45年法律第 137号）に定める基準に準拠し実施する。 

(3)収集したごみは可能な限り再生利用を進めることとし、焼却施設での焼却や埋立

て処分を行うなど、環境保全上支障のない方法で処理を行う。 

(4)市で対応できない場合は、状況に応じて広域処理を行う。これによっても対応で

きない場合は、県へ応援を要請する。 

(5)住民等への広報 

住民等に対し、以下の項目について広報し、ごみ処理の円滑な推進を図る。 

ア ごみの収集処理方針 

イ ごみ量の削減への協力（できるだけごみを出さない。） 

ウ ごみの分別への協力要請 

 

■市の処理施設 

焼却処分 

（可燃ごみ） 

○東部環境工場 

○西部環境工場 

埋立処分 

（不燃ごみ） 

○扇田環境センター 

○山鹿植木広域行政事務組合一般廃棄物最終処分場 

 

 

【関連部局】 

環境局 
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第２項  災害し尿の処理  

１ 処理方針 

災害時に発生するし尿は、正確な情報収集に努め、許可 9業者により、迅速なし尿

収集を行い、適正に処理するものとする。 

【資料編】15-1 熊本市災害廃棄物処理計画 

２ 実施方法 

環境局は、上下水道局と連携し、次の実施方法により処理するものとする。 

(1)災害発生時、迅速に処理施設等の被害状況を把握し、処理施設等の応急復旧を図

る。 

(2)し尿の収集、運搬、処分にあっては、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和

45年法律第 137号）に定める基準に可能な限り準拠し実施する。 

(3)収集したし尿は原則として下水道処理施設により処理する。 

(4) 市で対応できない場合は、県を通じて他市町村及び関係団体の応援を得て実施

する。 

(5)仮設トイレの選定にあっては、高齢者・障がい者等に配慮したものを優先的に設

置する。 

(6)浸水地域等の悪条件下に位置する地域や指定避難所、仮設トイレ等の重要度、使

用頻度の高い施設のし尿を優先的に収集する。 

(7)被害が激甚なためし尿の収集が遅滞する場合は、住民に対し、携帯用トイレや隣

近所での協力等を呼びかける。 

■市の処理施設 

し尿処理施設 ○山鹿植木広域行政事務組合山鹿衛生処理センター 

下水道処理施設 
○中部浄化センター 

○東部浄化センター 

 

第３項  仮設トイレの設置  

震災時には、多くの市民が避難所に避難し、生活の場を失った被災者は長期的な避難

生活者となることが考えられる。 

環境局は、被害状況、避難所の開設状況、被災住民のし尿の排出量を考慮し、仮設ト

イレを設置する。 

仮設トイレは、高齢者・障がい者等に配慮したものを優先的に設置する。 

仮設トイレは、リース会社等から調達するが、市で調達できないときは、県に設置に

係る協力要請を行う。 

また、避難所にマンホールトイレが整備されている場合は併用して活用する。 

【資料編】8-3 災害協定一覧 

 

 

【関連部局】 

環境局 

上下水道局 

【関連部局】 

環境局 

上下水道局 
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第４項  災害廃棄物の処理  

１ 処理の方針 

大規模地震・津波により発生する、住民が自宅内にある被災したものを片付ける際

に排出される片付けごみや、損壊家屋の撤去（必要に応じて解体）等に伴い排出され

る廃棄物（以下、「災害廃棄物」という。）について、災害廃棄物処理計画に則って迅

速かつ適正に処理を行うとともに、災害廃棄物の発生量と廃棄物処理施設の被害状況

を把握したうえで、災害廃棄物処理実行計画を策定する。 

２ 被災状況調査、把握体制 

(1) 市は、速やかに被害状況を把握するため、調査地域、調査対象施設・設備、調

査者等を明確にした調査体制を整備する。 

(2) 市は、廃棄物処理施設等の被害状況を早急にとりまとめ、関係機関に報告する

体制を整備する。 

３ 災害廃棄物の仮置場用地の選定等 

(1) 市は、あらかじめ、災害時に発生する損壊家屋のがれきや焼失家屋の焼き残り

等の災害廃棄物の仮置場用地の選定、確保に努める。 

(2) 市及び県は、平時から廃棄物処理施設について、ヒアリング、立入検査等の実

施をとおして、処理能力の確認を行う。 

４ 災害廃棄物処理の広域応援体制 

(1) 市は、災害廃棄物の発生量や処理能力等を想定のうえ、近隣市町村と相互応援

体制の整備に努める。 

(2) 市は、広範囲の被災により近隣市町村による相互応援体制が維持できない場合

を想定した広域応援体制の整備に努める。 

５ 災害廃棄物処理実行計画 

(1) 処理方針 

○災害廃棄物のうち、危険なもの、通行上支障があるもの等から優先的に処理する。

この場合、緊急輸送路については、優先的に実施する。 

○災害廃棄物の分別については、発生現場での分別を原則とする。 

○応急対策上及び衛生上の緊急度を考慮して、処理スケジュールを定める。いたずらに作

業を急ぎ、交通渋滞を招いたり、応急・復旧計画の障害とならないように配慮する。 

○周辺環境や住民・作業者の健康に留意し、作業にあたって適切な措置等を講ずる。 

○災害廃棄物処理のための重機・要員等は、災害協定に従い、関係機関・団体の協力

を得て確保する。 

○アスベスト等の有害な廃棄物は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 47年法

律第 137号）等の規定に従い適正に処理する。 

 

【関連部局】 

環境局 

都市建設局 
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(2) 処理方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○計画的に処理を進めるため災害廃棄物の全体発生量と処理量の把握に努める。 

○短期間での災害廃棄物の処分が困難なときは、あらかじめ選定していた候補地に仮

置場を開設する。また、仮置場及び処理施設までの搬送路を確保する。 

○原則として災害廃棄物発生現場において分別し、仮置場へ搬入する。 

○災害廃棄物は、破砕・選別等により可能な限りリサイクルに努める。 

○災害廃棄物の処理は周辺環境に配慮し関係者に処理処分基準の遵守を指導する。 

○必要に応じて仮置場の消毒を行う。 

○住民等に対し、次の項目について広報し、災害廃棄物処理の円滑な推進を図る。 

・災害廃棄物の収集処理方針 

・災害廃棄物の分別への協力 

 

第５項  廃棄物処理施設の応急復旧  

１ 市は、処理施設の維持管理体制を整備し、非常時に備え予備資材の確保に努める。 

２ 市は、災害により施設・設備等に欠陥が生じた場合は、早急に点検を行い、被害状

況等を県に報告するとともに、応急復旧を行う。 

また、廃棄物の収集、処分に影響を及ぼす場合は近隣市町村等への応援依頼等によ

り効率的な処理を確保する。 

３ 市は、要員、資材等の不足により、応急復旧が不可能なときには県に応援要請を行

う。県は、近隣市町村の被災状況を把握のうえ広域応援体制を要請する。 

災害廃棄物発生量の推計 

処理体制の確立 

処理スケジュールの作成 

仮置場・運搬路の確保 

災害現場での分別 

災害廃棄物仮置場 

災害発生（災害廃棄物の発生） 

最終処分 

仮置場の消毒 

環境汚染の未然防止 

焼却処分 リユース・リサイクル 

運搬 

【関連部局】 

環境局 
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第 25 節  公 共 施 設 応 急 工 事 計 画  

地震災害により、上・下水道等の生活関連施設が被害を受けた場合には、市民の日常

生活に支障が生じることが明らかである。 

そこで、公共性を配慮して迅速かつ的確な応急対策に関する能力を最大限に活用し、

施設等の機能を、総力を挙げて短期間に応急復旧するものとする。 

本節では、その実施にあたっての必要事項をあらかじめ定めるものとする。 

 

第１項  公共土木施設  

災害によって河川、海岸、道路その他の公共土木施設が被災した場合における応急工

事は、次により実施する。 

１ 実施機関 

種別 実施機関 

河川 

○一級河川の直轄管理区間は国土交通省 

○一級河川のうち指定区間及び二級河川は県 

○準用河川及び普通河川並びに権限の委譲を受けた一・二級河川は市 

海岸 
○海岸保全区域の県管理区域は県 

○市管理区域は市 

道路 

○一般国道の指定区間は国土交通省 

○その他の一般国道及び県道については市 

○市道は市 

○高速道路等については西日本高速道路（株） 

砂防 
○川辺川直轄砂防施行区域は国土交通省 

○その他区域は県 

地すべり・急傾斜 ○県 

下水道 
○流域下水道施設は県 

○公共下水道及び都市下水路は市 

農業集落排水施設 ○市 

 

２ 人員資機材の確保 

応急工事を実施するに当たり、実施機関のみの人員、資機材で不足する場合、人員

は「第５節 応急公用負担と労働力の確保」の定めるところによって、人員の確保を図

るものとする。 

３ 応急工事の施工 

仮道工事、仮さん道工事、仮橋工事、仮締切り工事及び決壊防止等の応急工事は、

緊要度考慮のうえ、次により迅速、かつ重点的に実施するものとする。 

(1) 緊要度の高い交通路 

被災した道路又は橋梁が唯一の交通路であり、食料及び物資等の輸送又は復旧資

材の運搬等のため、早急に復旧を必要とする仮道、仮さん道及び仮橋について、交

通の確保を図るものとする。 

【関連部局】 

農水局 

都市建設局 

上下水道局 
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(2) その他の交通路 

被災した道路又は橋梁が唯一の交通路でない場合には、国道、主要地方道並びに

交通上特に重要と認められる県道若しくは市道が被災して、交通に著しい支障を及

ぼし、これらの復旧に長時間を要し、かつ適当な迂回道路がないため緊急に施行し

なければらない仮道工事等が必要な場合 

(3) 仮締切り工事 

仮締切り工事は、河川、海岸、砂防施設又はこれらの効用をかねる道路が被災し

て、通常の状態における流水又は海水が侵入し、当該被災施設に隣接する一連の施

設で、当該被災箇所の背後地に甚大な被害を与えているか、又はそのおそれが大き

いため、緊急に仮締切り工事を施行しなければならない場合 

 

第２項  上水道施設  

災害発生のおそれがある場合には、飲料水等の確保及び被害施設の応急復旧に対処す

るために必要な人員、車両並びに資機材等を事前に確保する必要がある。 

また、情報収集連絡体制を確立し、被害や断水地域等の予測を行い、応急給水及び応

急対策を行うものとする。 

１ 活動人員の適正配置 

施設の被害状況調査（水質確認含む）を早急に行い、二次災害の防止及び被害の拡

大を最小限にとどめるため、緊急措置を講じるものとする。また、調査の結果を踏ま

え、関係する団体等の協力をもとに復旧にあたる。 

２ 取水、送水、配水施設 

被害状況の調査結果を早急に検討し、その重要度、応急復旧時間等を勘案し作業に

あたる。原則として、水源側から作業にあたる。また、施設能力の維持には、電力の

供給が重要となるため、九州電力(株)、九州電力送配電(株)に対して優先的供給を要

請しつつ、自家発電機の運転を行う。 

３ 導水、送水、配水管 

通水可能な管路については、供給能力等を考慮に入れ、順次通水する。 

また、破損管路の応急復旧については、原則として基幹管路を優先し作業を進め、

その後配水管の復旧を行う。 

４ 給水管 

給水管及び給水装置の被害箇所については、随時復旧作業を行うが、道路部分及び

二次災害発生の危険性のある箇所の作業を優先的に行う。 

 

 

 

【関連部局】 

上下水道局 
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第３項  下水道施設  

下水道は、上水道、電気、ガス等の供給系と並ぶ重要なライフラインであり、市民生

活、自然環境を守るために不可欠な施設である。災害により被災すれば、社会経済活動

への影響が大きいため、早期の被害調査及び応急復旧を行うものとする。 

１ 被害調査 

下水道管路施設の被害は表面に表れにくく、被害状況把握に相当の期間を要し、ま

た、処理施設の被害は下水道システムの根幹に及ぶものであるため、ともに早期の被

害調査が必要である。 

２ 応急復旧 

(1) 浄化センター、ポンプ場 

浄化センター、ポンプ場の甚大な被害は、下水道システム上影響が大きく、代替

施設の利用等を含む早急な応急復旧を行う。 

(2) 下水道管路施設 

下水道管路施設の応急復旧は、管の破損、陥没等による閉塞にともなう排水不良

箇所及びマンホール等の崩壊の危険がある箇所を優先的に行う。 

 

第４項  浄化施設  

地震発生時には、電気や上・下水道等の機能停止を含め、浄化施設の被災も予想され

る。浄化施設が被災することにより、し尿、汚水等が滞留して地域社会の保健衛生状態

が不良となるばかりでなく、伝染病等が発生しやすくなるので、速やかな施設の応急復

旧を行うものとする。 

 

第５項  社会福祉施設  

社会福祉施設等が被災し、応急工事を施行しなければ人命に危害を及ぼすおそれがあ

る場合は、次により応急工事を施行する。 

１ 実施責任 

生活保護施設、老人福祉施設、児童福祉施設、障がい者支援施設及び国民健康保険

施設等の応急工事は、当該施設の管理者、又は所有者が実施するものとする。 

２ 労務者の確保 

応急工事を実施する場合に、当該機関のみの労務者で実施不可能なときは、当該施設の

管理者又は所有者が直接、所轄の公共職業安定所長に要請し確保するものとする。 

労務者の要請を行うときは、次の事項を明らかにしなければならない。 

(1) 求人者名 

(2) 職種別、所要労働者数 

【関連部局】 

上下水道局 

【関連部局】 

環境局 

上下水道局 

 

【関連部局】 

健康福祉局 
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(3) 作業場所及び作業内容 

(4) 労働条件 

(5) 宿泊施設の状況 

(6) その他の必要事項 

 

第６項  医療衛生施設  

医療衛生施設等が被災し、応急工事を施行しなければ診療が不可能なとき、又は入院

患者に危険を及ぼすおそれがある場合は、次により応急工事を施行する。 

１ 実施責任 

種別 実施責任 

公的医療施設 
市又は当該施設の管理者 

（医療法第 31条に規定する病院又は診療所） 

保健所 市所管の保健所は市 

その他の医療施設 当該施設の設置者又は管理者 

２ 人員、資機材の確保 

応急工事を実施するために必要な人員、資機材の調達については、次により確保す

るものとする。 

(1) 公的医療施設及び保健所 

「第５節 応急公用負担と労働力の確保」に準じて確保する。 

(2) その他の医療施設 

応急工事を実施する場合に、当該機関のみの労務者で実施不可能なときは、 

当該施設の管理者又は所有者が直接、所轄の公共職業安定所長に要請し確保する

ものとする。 

労務者の要請を行うときは、次の事項を明らかにしなければならない。 

ア 求人者名 

イ 職種別、所要労働者数 

ウ 作業場所及び作業内容 

エ 労働条件 

オ 宿泊施設の状況 

カ その他の必要事項 

 

 

【関連部局】 

健康福祉局 

病院局 
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第 26 節  ライフライン施 設 の応 急 対 策  

 

第１項  電力施設応急対策計画 

（九州電力(株)熊本支店、九州電力送配電(株)熊本支社） 

大規模地震発生時の災害応急復旧については、「熊本支社非常災害対策本部運営基

準」に基づいた体制により対応し、迅速な停電の解消を図ることとする。 

【資料編】16-2 九州電力株式会社・九州電力送配電株式会社 

１ 電力施設応急体制 

(1) 初動体制の確立 

ア 震度 6弱以上の地震が発生した場合、自動的に非常体制に入り、速やかに対策

本部を設置するものとする。 

イ 震度 6弱以上の地震が発生した場合、対策要員は次の行動をとるものとする。 

(ｱ) 供給区域内で震度 6 弱以上の地震が発生した場合、当該地域の対策要員は

上長との相互連絡を行い、その指示に従い行動することを基本とするが、

通信途絶等で上長と連絡がとれない場合は、応急的な安全措置を講じたの

ち、自動出社とする。 

(ｲ) 所属事業所への出社が困難な場合は、あらかじめ指定した事業所に出社す

る。なお、対策要員の被災を考慮し、組織責任者の代行者及び対策要員呼

出の優先順位をあらかじめ指定しておくものとする。 

ウ 初期段階（対策本部機能確立まで）における情報連絡・指揮命令体制を整備

し、早期の対策本部機能の確立に努めるものとする。 

エ 支社屋被災、交通途絶等により、支社屋内に対策本部設置が不可能な事態を想

定し、あらかじめ対策本部の代替箇所を定めておくこととする。 

２ 応急対策の方法 

(1) 対策本部の設置 

早期に非常災害対応体制を確立し、応急復旧に当たることとする。 

(2) 防災関係機関との情報連絡及び協力 

市災害対策本部等の情報収集は、九電熊本支店及び、九電送配熊本支社非常災害

対策本部要員を、必要に応じて市災害対策本部に派遣し、関係防災機関との緊密な

連携に努めるものとする。 

また、停電孤立地域へ災害対策用資機材及び復旧要員の輸送・派遣が困難な場

合、県と情報共有を図り、市からの要請に基づき、県より自衛隊への災害対策用資

機材及び復旧要員の輸送要請を行い、早期復旧に努めるものとする。 
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電力復旧作業に伴う交通障害物の除去や道路仮補修、倒木等の除去等について

は、関係機関に対し協力を求めるものとする。なお、緊急用車両については、あら

かじめ車種、台数、横断幕等届出に必要な項目を整備することとする。 

 

(3) 復旧資材の保管 

復旧資材の保管場所については、地震発生時の交通網の混乱を考慮し配置するも

のとする。 

(4) 広報活動 

被災者の冷静かつ客観的判断に資する停電・復旧状況等の情報について、的確な

広報を行うこととする。とくに、送電災害時における安全確認についての広報に努

めることとする。 

 

第２項  都市ガス施設応急対策計画（西部ガス株式会社） 

地震災害により都市ガス施設に被害があった場合、二次災害の発生を予防し、速やか

に応急復旧を行い、迅速な機能の回復を図るものとする。 

【資料編】16-3 西部ガス株式会社 

１ 通常時の連絡先 

２ 非常時の体制 

災害の規模に応じて、「第 1 非常体制｣「第 2非常体制｣「第 3非常体制｣「総合非常

体制｣を発令する。 

第1非常体制 
事業所の所在する地域に震度5弱の地震が発生した場合又は供給エリ

アの沿岸に大津波警報が発表された場合 

第2非常体制 
事業所の所在する地域に震度５弱の地震が発生し、漏えい又は供給支

障等の被害が発生した場合 

第3非常体制 事業所の所在する地域に震度５強以上の地震が発生した場合 

総合非常体制 

事業所の所在する地域に震度５強以上の地震が発生し、広範囲に被害

が発生した場合又は事業所の所在する地域に震度６弱以上の地震が発

生した場合 

３ 災害対策本部の設置等 

(1) 第 3 非常体制が発令されたときは、地区災害対策本部を設置する。 

(2) 総合非常体制が発令されたときは、本社に総合災害対策本部を設置する。 

 

名称 所在地 電話 

西部ガス(株)供給本部熊本供

給管理センター 
熊本市中央区萩原町14番10号 096-370-8617 

災害対策本部 名称 所在地 電話 

地区災害対策本部 西部ガス(株)熊本地区 熊本市中央区萩原町14番10号 096-370-8617 

総合災害対策本部 西部ガス(株)本社 福岡市博多区千代1-17-1 092-633-2263 
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４ 社員の自動出動 

気象庁が発表した各事業所の最寄りの地震観測地点の震度が 5弱以上の場合は、あ

らかじめ定めた社員の自動出動とする。 

なお、動員基準については地震防災要綱に別途定めるものとする。 

 

５ 社外機関との協調 

(1) 地方防災会議等への参加と協力 

平常時には、担当部署（事業所）が地方自治体の防災会議等と、また災害時には

対策本部等が地方公共団体の災害対策本部等と緊密な連絡を保ち、この計画が円

滑、適切に行われるよう努める。 

ア 地方防災会議等への参画 

地方防災会議等には、委員を推薦し参加させる。 

イ 地方自治体災害対策本部との協調 

この計画が円滑かつ適切に行われるよう次の事項に関し協調を図る。 

ａ 災害に関する情報の提供及び収集 

ｂ 災害応急対策及び災害復旧対策の推進 

６ 緊急対策 

二次災害防災のために必要がある場合は、次の措置を実施するものとする。 

(1) 災害発生時における広報 

ア 災害発生時又は災害の発生が予想される場合においては発生直後、ガス供給停

止時、復旧作業中及び復旧完了時の各時点において、その状況に応じた適切な

広報活動を行うものとする。 

イ 災害発生後、ガス供給を継続する地区のお客さまに対しては、必要に応じて保

安確保のための広報活動を行うものとする。 

ウ 広報活動については、災害発生時に即応できるように、報道機関、警察、消防

機関等関係機関に協力を要請するほか、広報車等により実施する。また、状況

に応じて地方自治体とも連携を図る。 

(2) 災害発生時における緊急工事 

ア 災害に伴う緊急工事は、緊急度を勘案して、迅速かつ適切な措置を講じるもの

とする。 

イ 緊急工事に際しては、二次災害の発生防止に万全を期すとともに、対策要員の

安全に十分配慮する。 

(3) 地震時の供給停止判断 

地震が発生した場合、次の各号に掲げるような大きな災害が確認されたブロック

では、ガス供給を停止する。 

ア 地震計のＳＩ値があらかじめ定めた供給停止判断基準値以上を記録した地域及

び製造所又は供給所ガスホルダーの送出量の大変動、主要整圧器等の大変動に

より供給継続が困難な地域については、直ちにガス供給を停止する。 
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イ 地震計のＳＩ値があらかじめ定めた供給停止判断基準値未満をとなった地域に

ついては、緊急巡回点検やガス漏えい通報の受付情報等から経時的に得られる

被害状況により、二次災害の発生が予測される場合は、速やかにガス供給を停

止する。 

７ 災害復旧対策 

被災地の迅速な復旧のため、次の措置を行うものとする。 

(1) 復旧計画の策定 

災害が発生した場合は、被害状況の調査を速やかに行い、正確な情報を収集し、

早期復旧をはかるため、次に掲げる各号の事項を明らかにした復旧計画を速やかに

策定する。 

ア 復旧手順及び方法 

イ 復旧要員の動員及び配置計画 

ウ 復旧用資機材の調達計画 

エ 復旧作業の期間 

オ 供給停止のお客さま等への支援 

カ 宿泊施設の手配、食糧等の調達 

キ その他必要な対策 

(2) 復旧作業の実施 

復旧計画に基づき、二次災害防止に万全を期すとともに、速やかにガス施設の復

旧作業を実施する。 

ア 製造設備の復旧作業 

被害を受けた製造設備は、復旧計画に基づき速やかに復旧する。 

イ 供給設備の復旧作業 

供給設備の復旧作業は、二次災害の発生防止に万全を期しつつ、次の手順によ

り行う。 

(ｱ) 高・中圧導管の復旧作業 

ａ 区間遮断 

ｂ 漏えい検査 

ｃ 漏えい箇所の修理 

ｄ ガス開通 

(ｲ) 低圧導管の復旧作業 

ａ 閉栓確認作業 

ｂ 復旧ブロック内巡回調査 

ｃ 被災地域の復旧ブロック化 

ｄ 復旧ブロック内の漏えい検査 

ｅ 本支管、供給管、灯外内管の漏えい箇所の修理 

ｆ 本支管混入空気除去 

ｇ 内管検査及び灯内内管修理 

ｈ 点火、燃焼試験（給排気設備の点検） 

ｉ 開栓 
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(3) 災害時における復旧用資材の確保 

ア 調達 

対策本部は、予備品、貯蔵品等の復旧用資機材の在庫量を確認し、調達を必要

とする資機材は、次のいずれかの方法により速やかに確保する。 

(ｱ) 取引先、メーカー等からの調達 

(ｲ) 対策本部間の相互流用 

(ｳ) 他ガス事業者等からの融通 

イ 復旧用資機材置場等の確保 

災害時において、復旧用資機材置場及び仮設用用地が緊急に必要となった場合

には、あらかじめ調査した前進基地用地等の利用を検討し、この確保が困難と思

われる場合は、関係省庁・地方自治体等の災害対策本部に依頼して、迅速な確保

を図る。 

(4) 他事業者との協力 

自社のみでは、早期復旧が困難であると考えられる場合には、被害を免れたガス

事業者からの協力を得るため、一般社団法人日本ガス協会の「地震・洪水等非常事

態における救援措置要綱」に基づき、日本ガス協会へ応援を要請する。 

 

第３項  通信施設災害応急対策計画(ＮＴＴ西日本熊本支店) 

地震災害により通信施設に被害を受けた場合は、通信ふくそうの緩和及び重要施設の

確保を図るものとする。 

【資料編】16-1 ＮＴＴ西日本熊本支店災害等対策実施細則（抜粋） 

１ 災害時における情報の収集 

災害が発生したときは、重要通信を確保し、あるいは被災した電気通信設備等を迅

速に復旧するため、情報を収集するとともに、関係組織相互間への連絡、周知を行う

ものとする。 

２ 通信の非常措置 

(1) 重要通信の確保 

ア 応急回線の作成、網措置等そ通確保の措置をとる。 

イ 通信のそ通が著しく困難となり、重要通信を確保するために必要があるとき

は、電気通信事業法第 8条第 2項及び電気通信事業法施行規則第 56条の定め

るところにより、臨機に利用制限等の措置をとる。 

ウ 非常、緊急通話又は非常、緊急電報は、電気通信事業法第 8条第 1項及び電気

通信事業法施行規則第 55条の定めるところにより、一般の通話又は電報に優

先して取扱う。 

エ 警察、消防その他の諸官庁等が設置する通信網と連携をとる。 

オ 電気通信事業者及び防災行政無線との連携をとる。 
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(2) 被災地特設公衆電話の設置 

通信施設が大規模地震により被害を受け不通になった場合でも、避難所等に被災

者が利用するため、ボータブル衛星通信車等による特設公衆電話の設置に努めるも

のとする。 

(3) 安否の確認用の災害用伝言ダイヤル及び災害用伝言板の運用 

ア 災害用伝言ダイヤル（171） 

被災地への通信が増加し、連絡がとりにくい状況になった場合には、被災地住

民が安否等に関する情報を録音し、当該情報を他の地域から聞くことのできる災

害用伝言ダイヤル（171）を運用する。 

イ 災害用伝言板（web171） 

文字・音声・画像情報でご家族の安否情報がインターネット上で確認できる災

害用伝言板（web171）を運用する。 

３ 災害時における広報活動 

(1) 災害が発生した場合は、通信のそ通及び利用制限の措置状況並びに被災した電

気通信設備等の応急復旧の状況等の広報を行い、通信のそ通ができないことによ

る社会不安の解消に努めるものとする。 

(2) 広報については、テレビ、ラジオ、新聞等の報道機関を通じて行うほか、必要に

応じてホームページや支店前掲示等により直接当該被災地に周知するものとす

る。 

(3) 災害用伝言ダイヤル等を提供した場合、交換機よりのふくそうトーキ案内、避

難所等での利用案内を実施するほか、必要に応じて報道機関、自治体との協力体

制により、テレビ、ラジオ、防災無線等で利用案内を実施する。 

４ 設備の応急復旧 

(1) 非常体制が発令された場合は、対策要員は速やかに所属する対策本部に出動す

るものとする。 

(2) 被災した電気通信設備等の復旧は、サービス回復を第一主義として速やかに実

施するものとする。 

(3) 必要と認めるときは、ＮＴＴ西日本グループから最大限の復旧要員を被災地へ

派遣し、早期復旧に努めるものとする。 

(4) 復旧にあたっては、行政機関、ライフライン事業者と提携し、早期復旧に努め

るものとする。 

(5) 通信途絶地域へ災害対策用資機材及び復旧要員の輸送・派遣が困難な場合、県

と情報共有を図り、市町村からの要求にもとづき、県より自衛隊への災害対策用

資機材及び復旧要員の輸送要請を行い、早期復旧に努めるものとする。 
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第 27 節  鉄 道 施 設 応 急 対 策 計 画 (九 州 旅 客 鉄 道

株 式 会 社 熊 本 支 社 )  

 

第１項  地震計の設置箇所  

既設の地震警報装置により、大規模地震発生時の列車運転に関する規制を行うものと

する。なお、地震計の設置個所は次のとおりである 

線 名 設 置 停 車 場 備    考 

鹿 児 島 本 線 玉  名 大 牟 田 ～ 植  木 

鹿 児 島 本 線 

熊  本 

植  木 ～ 松  橋 

豊 肥 本 線 熊  本 ～ 肥後大津 

三 角 線 宇  土 ～ 三  角 

鹿 児 島 本 線 

肥 薩 線 
八  代 

松  橋 ～ 八  代 

八  代 ～ 白  石 

肥 薩 線 人  吉 白  石 ～ 真  幸 

豊 肥 本 線 立  野 肥後大津 ～ 赤  水 

豊 肥 本 線 宮  地 赤  水 ～ 滝  水 

 

第２項  災害時の列車の運転規制  

災害発生時における列車の運転規制については、「運転取扱実施基準」、「気象異常時

運転規制手続（規定）」、「運転事故並びに災害応急処理標準」に基づき対処するものと

する。 

 

第３項  災害時の代替輸送方法  

列車の運転規制が長時間にわたると認められるときは、バス等による代替輸送又は振

替輸送を検討するものとする。 

 

第４項  災害対策本部の設置  

災害発生時においては、「運転事故並びに災害応急処理標準」に定める基準に従い、 

本社又は支社に対策本部を設置するとともに、現場に復旧現場本部を設置し、情報収

集、連絡広報、応急復旧、代行輸送、救護活動等の災害対策を総括するものとする。 

 

第５項  連絡通報体制  

災害発生時における連絡通報については、「運転事故並びに災害応急処理標準」及び

「気象異常時運転規制手続（規定）」に定める連絡系統により、連絡施設を有効活用

し、正確、敏速を期するものとする。 
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第６項  応急措置（案内広報等）  

災害発生時において、列車の運転に支障が認められるときは、直ちに列車の緊急停止

手配を行うものとする。 

駅設置の地震計が計測震度 4.5 以上の時、列車無線等により全列車の停止措置をとる

ものとする。 

また、旅客に対する案内広報業務に関しては、関係駅区との連絡を緊密に行い、災害

情報、代行輸送の方法、復旧の見込み、その他必要な事項について正確な情報を提供

し、混乱の発生を防止するものとする。 

また、報道機関に対しては、広報担当者を定めて情報の提供を行うこととする。 

 

第７項  応急復旧体制  

災害発生時における応急復旧体制については、「運転事故並びに災害応急処理標準」

に基づき、本社、支社対策本部と密接な連絡をとって正確な状況把握を行い、応急復旧

の具体的な方法、復旧資材の調達、復旧要員の確保計画等を策定し、速やかに復旧する

ものとする。 
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第 28 節  九 州 自 動 車 道 等 災 害 対 策 計 画 （西 日 本

高 速 道 路 （株 ）、九 州 地 方 整 備 局 ）  

県内の九州自動車道（以下、「高速道路等」という。）における災害を防止し、被害の軽

減を図るため、関係機関は次の措置を実施するものとする。 

 

第１項  防災体制  

西日本高速道路（株）及び九州地方整備局は、災害が発生し、又は発生するおそれが

ある場合は、下表の防災体制発令基準（別表 1）に従って、必要な体制をとるものとす

る。 

■防災体制の発令基準（別表 1） 

体制 基準 

警戒体制 

交通規制実施基準（別表 2）に規定する交通規制実施基準により交通規制を実

施した場合及び交通規制の実施が予想される場合（霧及び風による通行規制を

除く） 

緊急体制 同実施基準により通行止めを実施した場合（霧及び風による通行規制を除く） 

非常体制 

次の各号に該当する場合 

１ 広範囲又は長期間にわたり通行止めを必要とする場合 

２ 多数の死傷者が生じた場合、その他社会的影響が甚大である場合 

大規模な災害により上記体制のみでは応急活動等の円滑な実施が困難な場合は関係機

関の応援を求めるものとし、必要に応じて、県及び県警察は組織計画に基づく県災害対

策本部、災害警備計画に基づく県災害警備本部等を組織し、災害の拡大防止に努めるも

のとする。 
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第２項  交通規制  

県警察及び西日本高速道路（株）及び九州地方整備局は災害が発生し、又は発生する

おそれがある場合には直ちに交通規制を実施するものとする。 

なお、この実施基準は下表の交通規制実施基準（別表 2）によるものとし、規制を実

施した場合は、必要に応じ関係機関に通知するものとする。規制の変更又は解除につい

ても、これに準ずるものとする。 

 

■交通規制実施基準（別表 2） 

（九州自動車道）                  平成 26年 4月 1日現在 

区分 地震 降雨 霧 風(最大風速) その他 

交
通
規
制 

計測震度 

4.0以上 
○連続雨量 150(100)mm以上 

○時間雨量 30(20)mm以上又は警

報が発表された場合 

視 程 

150m未満 

風速 15m/s以上 

(10分間平均風速) 

暴風警報が発表さ

れた場合 

 

(九州道 八代以北) 

○連続雨量 75mm以上かつ注意報

若しくは警報が発表された場合 

(九州道 八代以南) 

○連続雨量 100mm以上かつ注意報

若しくは警報が発表された場合 

通
行
止
め 

計測震度 

4.5以上 

 

点検の結

果通行止

めを必要

とすると

き 

(九州道 八代以北) 

○連続雨量 250mm以上 

○連続雨量が 150mmに達し、かつ

時間雨量が 50mmに達した場合 

(第二通行止め基準) 

○連続雨量 200mm以上 

○連続雨量が 100mmに達し、かつ

時間雨量が 50mmに達した場合 

視界不良に

より通行止

めが必要と

考えられる

場合 

風速 20m/s以上 

(10分間平均風速) 

事故発生・施設損

壊の危険を有する

場合 

トンネル

内火災等

通行止め

が必要と

考えられ

る場合 

(九州道 八代以南) 

○連続雨量 350mm以上 

○連続雨量が 200mmに達し、かつ

時間雨量が 50mmに達した場合 

(第二通行止め基準) 

○連続雨量 300mm以上 

○連続雨量が 150mmに達し、かつ

時間雨量が 50mmに達した場合 

注１）本表にいう交通規制は最高速度 50km/時規制をいう。 

注２）「第二通行止め基準」は、通行止め解除後で連続雨量が一旦ゼロになった後、24時間

以内に再び降雨が開始した場合の基準をいう。 

 

第３項  緊急通行車両の取扱い 

災害の発生等により通行の禁止又は制限を実施した場合において、災害対策基本法施

行令第 32条の 2に規定する緊急通行車両の通行が必要であると認められるときは、西

日本高速道路（株）は、緊急通行車両の通行確保のため、道路の機能回復について応急

の措置を講ずるよう努めるものとする。 
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第４項  救急救助体制  

西日本高速道路（株）及び関係機関は協力して適切かつ効率的な人命救護を行うた

め、救急救助体制を整備充実するものとする。 

【西日本高速道路（株）の緊急体制】 

西日本高速道路（株）及び関係機関は高速道路等における消防救急業務実施体制の

整備を図るため、熊本県九州自動車道消防連絡協議会等において、事故発生時におけ

る関係機関の業務分担、情報交換、指揮調整の方法防災訓練の実施等を推進するもの

とする。なお、災害時における消防救急業務の実施は「九州自動車道における消防相

互応援協定」によるものとする。 

 

第５項  救急医療体制  

災害により負傷者が発生した場合、救急隊は救急医療情報システムを活用し、緊急医

療機関と連絡をとり、搬送するものとする。 

なお、大規模な災害により、多数の死傷者が発生した場合は、医療救護計画に基づ

き、応急の医療救護活動を実施するものとする。 

 

第６項  情報連絡体制  

１ 連絡系統 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発見者 

西日本高速道路(株)九州支社 

道路管理センター 
九州管区警察局 

福岡高速道路管理室 

日本赤十字社 

熊本県支部 消防本部 
ｲﾝﾀｰﾁｪﾝｼﾞ 

ｻｰﾋﾞｽｴﾘｱ 

熊本高速道路 

事務所 

熊本県 

警察本部 

隣接 

県警察本部 

高速道路 

交通警察隊 

沿線警察署 九州地方整備局 

熊本河川国道事務所 

熊本県 

危機管理防災課 

陸上自衛隊 
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２ 連絡窓口 

機関名 連絡窓口 電話番号 

西日本高速道路(株)九州支社 道路管制センター 092-925-4062 

   〃   熊本高速道路事務所 企画担当課 0965-39-0711 

九州管区警察局福岡高速道路管理室 管制係 092-622-5000 

(内線 771-204) 

熊本県警察本部 交通企画課 110・096-381-0110 

(内線 5023) 

 交通規制課  〃   〃   

 (内線 5182) 

 交通機動隊 096-245-0047 

 高速道路交通警察隊 0965-39-0321 

 警備第二課 110・096-381-0110 

(内線 5773) 

有明広域行政事務組合消防本部  119・0968-73-5271 

山鹿市消防本部   〃 0968-43-1194 

菊池広域連合   〃 096-232-9331 

熊本市消防局   〃 096-363-0119 

上益城消防組合   〃 096-282-1955 

宇城広域連合消防本部   〃 0964-22-0554 

八代広域行政事務組合   〃 0965-32-6181 

人吉下球磨消防組合   〃 0966-22-5241 

熊本県 危機管理防災課 096-333-2115 

(災害対策班) 

 道路保全課 096-333-2504 

(維持防災班) 

 くらしの安全推進課 096-333-2293 

(交通・くらし安全班) 

陸上自衛隊第 8師団 第 3部防衛班 096-343-3141 

(内線 3237) 

九州地方整備局熊本河川国道事務所 道路管理第 1課 096-382-1111 

日本赤十字社 熊本県支部 事業推進課 096-384-2119 

  096-384-5465 

(災害時有線電話) 

熊本地方気象台  096-352-0345 

日本道路交通情報センター(福岡)  092-721-1331 

     〃      (熊本)  096-382-8686 

ＪＡＦ熊本支部  096-363-1502 

第７項  広報  

西日本高速道路（株）は災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に際し、交通

規制等の措置を講じた時はその旨を日本道路交通情報センターに通知するとともに、ラ

ジオ、テレビ等を通じ住民に広報するものとする。 
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第２９節 南海トラフ地震臨時情報発表に伴う防災対応 

南海トラフ沿いの地域においては、地震調査研究推進本部地震調査委員会の長期評価

によるとマグニチュード８～９クラスの地震が今後 30 年以内に発生する確率は 70～

80％（令和３年１月 1日現在）とされている。 

本市は、南海トラフ地震が発生した場合に著しい地震災害が生ずるおそれがある南海

トラフ地震防災対策推進地域には指定されていないが、想定される最大の震度は市域で

震度５弱から５強となっていることから、必要な備えを進めることが重要である。 

 

【熊本市における被害想定】 

「共通編（ｐ３０） 第１章総則 第６節 第２項 地震・津波災害の想定」参照 

 

第１項 南海トラフ地震に関連する情報 

気象庁は、南海トラフ沿いで異常な現象が観測され、大規模な地震と関連するかどう

か調査を開始した場合や、その調査結果を発表する場合などに「南海トラフ地震臨時情

報」を発表することとしている。 

また、調査結果を発表した後の状況の推移等を発表する場合には「南海トラフ地震関

連解説情報」が発表される。 

なお、「南海トラフ地震臨時情報」は、「巨大地震警戒」等の防災対応等を示すキーワ

ードを付記して発表される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２項 被害への対応 

南海トラフ巨大地震では、震度６弱以上または浸水深３０cm以上の浸水面積が１０

ha 以上となる市区町村は、３０都府県の７３７市区町村と超広域に及び※、従来の応

【関連部局】 

全局 
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急対策やこれまであった国の支援システム、地方公共団体間の応援システムが機能しな

くなるということを考える必要がある。 

このため、災害応急対策を行うに当たっては、人的・物的資源が、国、地方及び民間

を通じて絶対的に不足するとともに、発災直後には被害情報が全く不足することを前提

に、優先順位を付けて対処することを検討する。その際に、本市への被害が比較的少な

かった場合には自力で災害対応を行い、併せて、被害の甚大な地域への支援を行うこと

も検討する。 

また、地域特性等を踏まえ、津波により避難が必要となることが想定される地域に対

しては、避難場所・避難路等の指定、津波情報の収集・伝達の方法、避難指示の具体的

な発令基準、避難訓練の内容、要配慮者の避難対策等について、平時から避難誘導体制

の強化を図る。 

※出典：南海トラフ地震防災対策推進基本計画（中央防災会議） 

 

第３項 南海トラフ地震防災上必要な教育及び広報 

市は、防災関係機関、自主防災組織等と協力して、住民等に対して、南海トラフ地震

防災上必要な教育及び広報を推進するものとする。 

防災教育は、地域の実態に応じて行うものとし、その内容は次のとおりとする。 

ア 南海トラフ地震臨時情報等の内容及びこれに基づきとられる措置の内容 

イ 南海トラフ地震に伴い発生すると予想される地震動及び津波に関する知識 

ウ 地震・津波に関する一般的な知識 

エ 南海トラフ地震臨時情報等が出された場合及び南海トラフ地震が発生した場合の出

火防止対策、近隣の人々と協力して行う救助活動・避難行動、初期消火及び自動車運転

の自粛等防災上とるべき行動に関する知識 

 

第４項 防災訓練 

 南海トラフ地震の発生を想定し、県、関係機関との連携や地域住民等の自主防災体制

との協調体制の強化を目的とした防災訓練を実施する。 

 【防災訓練計画】 

「共通編（ｐ１１６） 第３章災害予防計画 第１節 第３項 防災訓練計画」参照 
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第２章 災害復旧・復興計画 
 

項目 関連部局 ページ 

第１節 復旧・復興に向けた考え方 政策局 136 

第２節 災害復興本部 政策局 136 

第３節 市民生活安定のための緊急措置 

政策局、財政局、文化市民局、健康福

祉局、経済観光局、農水局、上下水道

局、各区役所、交通局 

137 

第４節 公共施設の災害復旧 

政策局、財政局、健康福祉局、環境局、

経済観光局、農水局、都市建設局、各

区役所、交通局、上下水道局、病院局、

教育委員会 

149 

第５節 大規模災害からの復興に関する

法律 
政策局 156 

第６節 復興計画 全局 157 
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第１節  復旧・復興に向けた考え方  

災害からの復旧・復興に当たっては、被災者の生活再建・インフラや被災施設の復

旧・地域経済の再生と活性化等を一日も早く実現するため、次に掲げる事項に留意しな

がら、復旧・復興事業を効果的かつ迅速に推進する。 

 

１ 被災状況や地域特性等を踏まえた上で、復旧・復興に当たっての方向性を示す基本

方針を定めるとともに、必要に応じて、復興計画を策定する。 

２ 多様な市民の意見等を復興計画や復旧・復興事業に反映するとともに、市民・地

域・行政がそれぞれ果たすべき責任と役割を分担し、互いに補完し、連携しながら

復旧・復興に取り組む。 

３ 国や県、近隣自治体等の関係機関と緊密に連携・調整等を行いながら、復旧・復興

を円滑に進める。 

 

 

 

 

第２節  災害復興本部  

復旧・復興に関する市政運営の方針及び重要な事務事業の周知並びに復旧・復興に関

する情報の交換を行い、全庁的な情報共有を図ることにより、復旧・復興事業を効果的

かつ迅速に推進するため、必要に応じて、災害復興本部を設置する。 

 

 

 

 

【関連部局】 

政策局 

【関連部局】 

政策局 
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第３節  市民生活安定のための緊急措置  

大規模災害が発生した時には、多くの人々が被災し、住宅や家財の喪失、経済的困

窮、あるいは生命の危機に瀕して、地域社会が混乱に陥る可能性がある。 

また、上水道、電気、ガス、電話などのライフライン(生活関連)施設の被害が重な

り、被災者は極めて精神的に不安定な状態におかれることとなる。 

市をはじめとする防災関係機関は、都市としてのサービスの機能の低下を補うため、

代替サービスの提供や応急的な復旧対策を講じるとともに、市民生活再建のための各種

援助施策をあわせて行う必要がある。 

この節では、災害により独力では克服することが困難な被害を受けた市民に対して、

国・県・市等が行う市民生活安定のための緊急措置に関する対策について示す。 

また、被災した農林漁業者、中小企業者の早期経営安定を図るための復旧資金の斡旋

を行うとともに、住宅の復旧資金融資の措置等について示す。 

 

第１項  り災証明書の発行  

市長は、災害の被災者から申請があったときは、その災害による被害戸数等にかかわ

らず、遅滞なく、住家の被害その他市長が定める種類の被害の状況を調査し、当該災害

による被害の程度を証明するり災証明書を交付する。 

また、り災証明書の交付に必要な業務の実施体制の確保を図るため、被害状況調査に

ついて専門的な知識及び経験を有する職員の育成、り災証明書の交付に関する規定や様

式の準備、関係職員が事務処理に当たって参照できる簡便なマニュアルの作成、他の地

方公共団体又は民間団体との連携の確保その他必要な措置を講じるよう努める。 

併せて県が実施する住家等被害認定の研修会等に参加し、災害時に迅速に被害認定を

行うことができるよう職員の技術向上に努める。 

なお、り災証明書の発行業務については、市民目線でのワンストップ窓口を目指し、

関連部局によるプロジェクトチームで業務にあたる。 

１ 被害認定基準 

災害による住家への被害程度を判定する際の基準は、内閣府の災害の被害認定基準

について（平成 13年 6月 28日付府政防第 518号）及び災害に係る住家の被害認定基

準運用指針（令和 3年 3月 内閣府）を基とした区分とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【関連部局】 

財政局 

健康福祉局 

経済観光局 

農水局 

各区役所 
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■災害に係る住家の被害認定基準 

被害の程度 認定基準 

全壊 

住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの、すなわち、住家全部が

倒壊、流失、埋没、焼失したもの、または住家の損壊が甚だしく、補修により

元通りに再使用することが困難なもので、具体的には、住家の損壊、焼失若し

くは流失した部分の床面積がその住家の延床面積の 70％以上に達した程度の

もの、または住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合

で表し、その住家の損害割合が 50％以上に達した程度のものとする。 

大規模半壊 

居住する住宅が半壊し、構造耐力上主要な部分の補修を含む大規模な補修を

行わなければ当該住宅に居住することが困難なもの。具体的には、損壊部分が

その住家の延床面積の 50％以上 70％未満のもの、または住家の主要な構成要

素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が

40％以上 50％未満のものとする。 

中規模半壊 

居住する住宅が半壊し、居室の壁、床又は天井のいずれかの室内に面する部

分の過半の補修を含む相当規模の補修を行わなければ当該住宅に居住するこ

とが困難なもの。具体的には、損壊部分がその住家の延床面積の 30％以上 50％

未満のもの、または住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損

害割合で表し、その住家の損害割合が 30％以上 40％未満のものとする。 

半壊 

住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失したもの、すなわち、住家

の損壊が甚だしいが、補修すれば元通りに再使用できる程度のもので、具体的

には、損壊部分がその住家の延床面積の 20％以上 70％未満のもの、または住

家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住

家の損害割合が 20％以上 50％未満のものとする。 

準半壊 

住家が半壊又は半焼に準ずる程度の損傷を受けたもので、具体的には、損壊

部分がその住家の延床面積の 10％以上 20％未満のもの、または住家の主要な

構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割

合が 10％以上 20％未満のものとする。 

また、前述の基準のほかに、消防庁の災害報告取扱要領（昭和 45年消防防第 246

号）に示されている判定基準もあり、認定基準に取り入れることとする。 

 

■災害報告取扱要領（消防庁）における認定基準 

被害の程度 認定基準 

全壊 前述表と同様 

半壊 前述表と同様 

一部破損 
全壊及び半壊にいたらない程度の住家の破損で、補修を必要とする程度の 

ものとする。ただし、ガラスが数枚破損した程度のごく小さなものは除く。 

床上浸水 
住家の床より上に浸水したもの及び全壊・半壊には該当しないが、土砂竹木

のたい積により一時的に居住することができないものとする。 

床下浸水 床上浸水にいたらない程度に浸水したものとする。 

２ 事前準備 

市は、災害発生により住家等に被害が及んだ場合、又はそのような事態の発生が予

想される場合、り災証明書を発行するための事前準備を行い、体制の整備に努める。 

(1) り災証明書発行のための事前準備 

ア 発行方針の決定 

イ り災証明書の様式の設定 

ウ 資機材等の確保 

エ 申請窓口及び人員の確保 

オ り災証明書発行に関する広報活動等 
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(2) 被害認定調査のための事前準備 

ア 調査計画の策定 

イ 調査体制の構築及び調査班の編成 

ウ 調査用資機材の調達 

エ 職員研修の実施            等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被害認定調査の実施に係るフロー り災証明書の交付に係るフロー 

①調査計画の策定 

➋り災証明書等の様式の設定 

➊交付方針の決定 

⑤➌被害認定調査実施、り災証明書交付スケジュール等に関する広報 

②調査体制の構築 

（人員確保、応援手配） 

④研修の実施 

（DVD、講習会ﾃｷｽﾄ等） 

③資機材の調達 

（作業空間、 

資機材、 

移動手段） 

災 害 発 生 

発
災
か
ら
１
週
間
程
度
（
災
害
の
規
模
等
に
よ
る
） 

⑥調査班の編成 ➍資機材等の調達 

⑦調査の実施 

(1)1日の流れの確認 

(2)伝達ミーティング 

(3)現地調査 

(4)情報共有ミーティング 

(5)調査結果の整理 

(6)翌日への準備 

➎り災証明書の発行 

(1)申請書の受理 

(2)判定結果の探索 

(3)被害程度の確認・ 

再調査依頼が可能である旨の周知 

(4)り災証明書の交付（初回） 

被災者台帳の作成 

（被災者台帳を作成する場合） 

（被災者から申請・依頼があった場合） 

各種被災者支援施策の実施 

※発災から 1 ヶ月以内

を目途に初回の調査

を実施し、り災証明

書を交付 

(4)り災証明書の交付（2回目以降） 

第 2次調査又は 

再調査実施 

発
災
か
ら
１
ヶ
月
程
度
（
災
害
の
規
模
等
に
よ
る
） 

※       は必ず行うべき項目  
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３ り災証明書の発行 

り災証明書は、災害による被害の程度を証明し、その被害の程度により、被災者生

活再建支援法（平成 10年法律第 66号）に基づく被災者生活再建支援金などの救済措

置が適用されるため、市は市民に対して速やかに発行する。 

(1) 申請窓口の開設等 

被災者からのり災証明申請に対応するため、窓口では、被災者からの調査依頼を

受け付け、被害認定調査の準備を行う。 

被害の分類 対象者・対象物 申請窓口 

住家 

○住家（店舗兼住宅を含む）に被害を受けた方 

○区分所有建物（マンション）の共用部分に被害を

受けられた方 

 

各区役所 

各総合出張所 

 事業者 
○店舗、事務所、工場等事業所及び事業用設備等に

被害を受けた方 

農林水産業

関係 

○農家、漁家 

○被害を受けた農水産業用施設・機械、農水産物、

農地等 

農業支援課 

北東部農業振興セン

ター農業振興課 

同東農業振興室 

西南部農業振興セン

ター農業振興課 

同河内農業振興室 

同南農業振興室 

水産振興センター 

(2) 被害認定調査の実施 

被災者からり災証明申請を受けた住家等に対し、被害の程度を判定するため被害

認定調査を実施する。調査体制は 1班 2人程度とし、災害に係る住家の被害認定基

準運用指針（令和 3年 3月 内閣府）等を基に調査を実施する。 

なお、被害状況の写真等を基に、一部破損等の被害の程度が低いと判断されるも

のについては、被害認定調査の実施を不要とする。 

また、事業者を対象とするり災証明申請については、申請者が被害認定調査を希

望しない場合は、被害認定調査の実施を不要とする。 

(3) り災証明書の発行 

被害認定調査より判定された結果等を基に、り災証明書を発行する。 

なお、り災証明書の判定結果に対し、被災者は再調査を依頼することが可能であ

り、その場合は再度被害認定調査を実施し、り災証明書を改めて発行するものとす

る。 

４ り災証明書発行に関する広報 

り災証明の発行体制を速やかに整備、発行開始日時、受付会場、申請時に必要な提

出物等について、市広報紙、市ホームページ、市公式 SNS等を活用し、被災者へ周知

する。 
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第２項  被災者台帳の整備  

市長は、被災者の援護を総合的かつ効率的に実施するため必要があると認めるとき

は、被災者の援護を実施するための基礎となる台帳（以下、「被災者台帳」という。）を

作成することができる。 

１ 記載事項 

被災者台帳には、被災者に関する以下の事項を記載し、又は記録する。 

(1) 氏名 

(2) 生年月日 

(3) 性別 

(4) 住所又は居所（避難先の住所ではなく、被災時の住所とする。※住民票の住所

と異なる場合がある） 

(5) 住家の被害その他市長が定める種類の被害の状況 

(6) 援護の実施の状況 

(7) 要配慮者であるときは、その旨及び要配慮者に該当する事由 

(8) 電話番号その他の連絡先 

(9) 世帯の構成（被災時の世帯員とする。※住民票の住所と異なる場合がある。） 

(10) り災証明書の交付の状況 

(11) 市長が台帳情報を当該市以外の者に提供することに本人が同意している場合に

は、その提供先 

(12) (11)の提供を行った場合は、その旨及び日時 

(13) 被災者台帳の作成に当たって行政手続における特定の個人を識別するための番

号の利用等に関する法律（平成 25年法律第 27号）第 2条第 5項に規定する個人

番号を利用する場合には、当該被災者の個人番号 

(14) その他被災者の援護の実施に関し市長が必要と認める事項 

２ 情報の収集 

(1) 市長は、被災者台帳の作成に必要な限度で、その保有する被災者の氏名その他

の被災者に関する情報を、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的

のために内部で利用することができる。 

(2) 市長は、被災者台帳の作成のため必要があると認めるときは、関係地方公共団

体の長その他の者に対して、被災者に関する情報の提供を求めることができる。 

また、災害救助法に基づき被災者の救助を行ったときは、県に対し被災者に関す

る情報を提供する。 

３ 台帳情報の利用 

市長は、市が被災者に対する援護の実施に必要な限度で、被災者台帳に記載し、又

は記録された情報（以下この項において「台帳情報」という。）を、その保有に当た

って特定された利用の目的以外の目的のために自ら利用することができる。 

【関連部局】 

政策局 

各区役所 
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４ 台帳情報の提供 

(1) 市長は、以下のいずれかに該当すると認めるときは、被災者台帳に記載し、又

は記録された情報を、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のた

めに提供することができる。 

ア 本人（台帳情報によって識別される特定の個人をいう。）の同意があるとき、

又は本人に提供するとき。 

イ 他の地方公共団体に台帳情報を提供する場合において、台帳情報の提供を受け

る者が、被災者に対する援護の実施に必要な限度で提供される情報を利用する

とき 

(2) (1)の場合、提供を受ける者は、以下の事項を記載した申請書を、当該台帳情報

を保有する市長に提出しなければならない。 

ア 申請者の氏名又は居所（法人その他の団体にあってはその名称、代表者の氏名

及び主たる事務所の所在地） 

イ 申請対象の被災者を特定するために必要な情報 

ウ 提供を受けようとする台帳情報の範囲 

エ 提供を受ける台帳情報に申請者以外の者の情報が含まれる場合は、その使用目

的 

オ その他、台帳情報の提供に関し市長が必要と認める事項 

(3) 市長は、台帳情報の提供に関する申請があった場合、当該申請が不当な目的に

よるものと認めるとき、又は申請者が台帳情報の提供を受けることにより知り得

た情報が不当な目的に使用されるおそれがあると認めるときを除き、申請者に対

し、1の（13）の情報を除き、当該申請に関する台帳情報を提供することができ

る。 
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第３項  生活相談  

災害時には、多くの人が被災し、住居や家財の喪失、経済的困窮など、市民からの

様々な問い合わせや要望に的確かつ迅速に対応するため、関係機関と連携し、次に掲げ

る相談窓口を開設する。 

１ 市の相談窓口 

相談窓口 受付内容 窓口 

消費生活相談 

賃貸アパートなどからの退去、屋根修

理工事などの事業者とのトラブルや

不審な電話・訪問などに関する相談 

熊本市消費者センター 

096-353-2500 

こころの健康相談 様々な心の不調に関する相談 
こころの健康センター 

096-362-8100 

食品に関する衛生相談 

食品関係事業者の施設、

使用水、器具の消毒に関

する衛生相談 

食品の取扱い、表示、保存方法、食中

毒などの食品に関する健康被害につ

いての相談 

食品関係事業者からの被害を受けた

施設や使用水の衛生管理や衛生上必

要な措置などに関する相談 

保健所食品保健課 

096-364-3188 

無料法律相談 個人の法的解釈を必要とする相談 
弁護士：予約電話 

096-234-7499 

２ 関係機関の各種相談窓口 

相談窓口 受付内容 窓口 

被災分譲マンションの

再建・補修についての専

門家相談 

（公益財団法人住宅リ

フォーム・紛争処理支援

センター） 

被災分譲マンションの建替えや大規

模改修等における管理組合の合意形

成等の法制度に関する相談（弁護士）

や、再建手法についての建築技術的な

相談（建築士等） 

住まいるダイヤル 

0570-016-100 

土地建物の権利につい

て 

（熊本地方法務局） 

地震により権利証（登記済証・登記識

別情報通知書）を紛失した場合の不正

登記防止に関する相談 

熊本地方法務局 

不動産登記部門 

096-364-2145 

法的支援について 

（日本司法支援センタ

ー） 

オペレーターが震災に関するお問い

合わせについて法制度の紹介や被災

された方の問題解決に役立つ相談窓

口等の情報を提供 

法テラス 

サポートダイヤル 

0570-078-374 

地震に関する特例措置 

（熊本労働局） 

地震による休職や退職など、労働上の

不利益を被った方を支援する特例措

置を案内 

熊本労働局 

職業安定課 

096-211-1703 

 

 

 

 

【関連部局】 

文化市民局 

健康福祉局 

各区役所 
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第４項  災害弔慰金等の支給及び貸付制度  

１ 災害弔慰金等の支給 

(1) 災害弔慰金 

災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和 48年法律第 82号）の規定に基づき、熊

本市災害弔慰金の支給等に関する条例(昭和 49年条例第 13号)により実施する弔慰

金の支給制度である。 

(2) 災害障害見舞金 

災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和 48年法律第 82号）の規定に基づき、熊本

市災害弔慰金の支給等に関する条例により実施する障害見舞金の支給制度である。 

(3) 災害見舞金 

熊本市災害弔慰金及び災害見舞金支給要綱に基づき支給する見舞金制度である。 

(4) 被災者生活再建支援金 

被災者生活再建支援法に基づき、自然災害によりその生活基盤に著しい被害を受

けた者に対し、支援金を支給する制度である。 

【資料編】17-2 災害弔慰金等の支給及び貸付制度 

 

２ 災害援護資金・住宅資金等の貸付 

(1) 災害援護資金 

災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和 48年法律第 82号）の規定に基づき、熊

本市災害弔慰金の支給等に関する条例により実施する貸付制度である。 

(2) 生活福祉資金 

社会福祉法（昭和 26年法律第 45号）の規定に基づき、低所得世帯に対して、資

金の貸付を行い経済的自立と生活意欲の助長を図ることを目的として、熊本市社会

福祉協議会が熊本県社会福祉協議会から事務の委託を受けて行う貸付制度である。 

【資料編】17-2 災害弔慰金等の支給及び貸付制度 

(3) 母子父子寡婦福祉資金 

母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和 39年法律第 129号）の規定に基づき、経

済的自立の助成と生活意欲の助長を図るため、母子父子家庭又は寡婦に対し資金を

貸し付ける制度である。 

(4) 災害復興住宅資金の融資 

独立行政法人住宅金融支援機構が独立行政法人住宅金融支援機構法(平成 17年法

律第 82号)に基づき行う、被災者向けの低利融資制度である。 

法の定める融資適用災害に該当する場合は、住宅金融支援機構が被災者に対し

て、災害復興住宅融資を行う。その制度については、災害発生の都度、現地説明会

などにより周知を図る。 

【資料編】17-7 災害公営住宅計画 

 

 

【関連部局】 

政策局 

健康福祉局 
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(5) 農林漁業対策関係融資及び災害補償制度 

県は災害により被害を受けた農林漁業者又は農林漁業者の組織する団体に対し、

復旧を促進し、農林漁業の生産力の回復と経営の安定を図るため、政府系金融機関

及び一般金融機関に特別の配慮を要請し、災害復旧に必要な資金の融資が迅速かつ

円滑に行われるよう努める。また、災害によって生じた損失を補填して経営の安定

を図るため各種の共済、保険制度がある。 

【資料編】17-6 災害に対する金融措置一覧 

(6) 中小企業対策関係融資 

被災した中小企業者に対する資金対策としては、政府系金融機関の融資、熊本県

信用保証協会による保証制度等により、事業所の復旧に必要な資金の融資が円滑に

行われ、早期に経営の安定が得られるよう努める。 

【資料編】17-6 災害に対する金融措置一覧 
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第５項  市税等の徴収猶予、減免等  

１  市税の徴収猶予、申告等に関する期限の延長及び減免 

(1) 徴収猶予 

地方税法（昭和25年法律第226号）第15条第1項第1号の規定に基づくもの。 

(2) 申告等に関する期限の延長 

熊本市税条例（昭和25年告示第89号）第13条の2第1項又は第3項の規定に基づく 

もの。 

(3) 減免 

ア 市民税の減免 熊本市税条例第33条第1項第7号の規定に基づくもの。 

イ 固定資産税及び都市計画税の減免 熊本市税条例第50条第1項第3号（同条例第

150条の規定によりその例によることとされる場合を含む。）の規定に基づくも

の。 

ウ 軽自動車税種別割の減免 熊本市税条例第67条第1項の規定に基づくもの。 

エ 事業所税の減免 熊本市税条例第144条第1項の規定に基づくもの。 

【資料編】17-3 熊本市税条例 

２ その他市関係の減免及び徴収猶予等 

(1) 国民健康保険料の徴収猶予及び減免、一部負担金（医療費）減免 

熊本市国民健康保険条例(昭和 50年条例第 3号)第 24条第 1項第 1号及び第 25

条第 1項第 1号の規定に基づくもの。（国民健康保険法第 44条の規定に基づくも

の。） 

【資料編】17-4 熊本市国民健康保険条例 

(2) 国民年金保険料の免除及び学生納付特例 

国民年金法(昭和 34年法律第 141号)第 90条第 1項第 5号、第 90条の 2第 1項

第 3号、同条第 2項第 3号、同条第 3項第 3号、第 90条の 3第 1項第 3号の規定

に基づき、天災などにより国民年金保険料を納付することが困難なときに申請でき

るもので、市を経由し国に報告する。 

【資料編】17-5 国民年金保険料の免除及び学生納付特例（国民年金法）抜すい 

(3) 水道料金等の減免 

水道料金については、熊本市水道条例(昭和 33年条例第 37号)第 35条、下水道

使用料については、熊本市下水道条例（昭和 46年条例第 14号）第 24条に基づき

「熊本市上下水道局水道料金及び下水道使用料の減免に関する要綱」を定めてお

り、これによりその都度決定する。 

(4) 保育所保育料等の減免 

災害により家屋等に著しい損害を受けた場合、保育料の減免を受けられる場合が

ある。 

 

 

【関連部局】 

財政局 

各区役所 

上下水道局 
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(5) 介護保険料等の減免 

65歳以上の方で、世帯主又は本人が災害により住家等に著しい損害（全半壊程

度）を受けた場合、介護保険料が減免になる場合がある。 

第６項  その他郵便事業等の特別取扱い 

災害が発生した場合、その被災状況並びに被災地の実情に応じて以下に掲げる援護対

策を実施することになっている。その主なものについて記す。 

機 関 名 生 活 確 保 の 取 扱 い  

厚生労働省 

【熊本労働局】 

１ 労働保険料等の徴収の猶予 

被災した労働保険適用事業主に対し、関係法令に基づき、労働保険

料の納入期限延長等の措置を講ずることがある。 

(1) 納期限の延長 

災害により、労働保険適用事業主が、納期限内に労働保険料を納

付することが困難となった場合、その申請に基づき 1 年以内の期間

に限り納期限を延長する。 

(2) 制度の周知徹底 

市町村及び労働保険事務組合等関係団体に対しても、当該適用事

業主に対する制度の周知を要請するものとする。 

厚生労働省 
【公共職業安定所】 

１ 証明書による失業の認定 

災害により、失業の認定日に出頭できない需給資格者に対して、証

明書により事後に失業の認定を行い、失業給付を行うものとする。 

２ 激甚災害による林業者に対する基本手当の支給 

激甚災害に指定された場合は、災害による休業のための賃金を受け

ることができない雇用保険の被保険者(日雇労働保険者は除く)に対し

て、失業しているものとみなし基本手当を支給するものとする。 

３ 雇用調整助成金の特例適用の要請 

次の休業等をさせる場合、休業手当に係わる賃金負担の一部を助成

できるよう厚生労働省へ要請する。 

(1) 被災地域の事業主が労働者を休業させる場合 

(2) 被災地域外の災害関連下請け事業所が労働者を休業させる場合 

(3) 被災地域の事業主が新卒者等の内定取消の回避を図る場合 

日本郵便 

株式会社 

１ 被災者に対する通常はがき･郵便書留の無償交付 

２ 被災者の差し出す郵便物の料金免除 

３ 被災地あて救助用郵便物（救助用物資を内容とするゆうパック、救

助用又は見舞い用の現金書留郵便物）の料金免除 

４ 被災者救援用寄付金送付のための郵便振替料金免除 

５ 郵便貯金関係 

取扱局・取扱期間・取扱業務の範囲を指定して払い戻し等の便宜措

置を行う。 

６ 簡易保険･郵便年金関係 

取扱局・取扱期間・取扱業務の範囲を指定して、保険金・貸付金等の

支払い・保険料等の払込の際、適宜措置を行う。 

７ 簡易福祉事業団に対する災害救護活動の要請 

８ 被災地域地方公共団体に対する簡易保険積立金による災害短期融資 

日本放送協会 
１ 被災者の受信料免除 

２ 状況により避難所へ受信機を貸与する。 

ＮＴＴ西日本 

１ 避難勧告等により実際に電話サービスを受けられない契約者の基本

料金の免除（避難勧告の日から同解除の日まで） 

２ 災害による建物被害により仮設住宅等へ電話を移設する契約者の移

転工事費の免除 

九州電力注１ 

電気事業法に基づく、電気供給等に係わる特別措置の適用については、

災害の状況をみて電気事業者が経済産業大臣に申請し、認可を得るもの

とする。 

注１）「電力の小売全面自由化」による他電力会社の該当もあり。 



第２章  災害復旧・復興計画 
第３節 市民生活安定のための緊急措置 

地震・津波 - 148 - 

第７項  義援金品の受入れ・配分  

災害時には、国内、国外から多くの義援金品が送られてくることが予想されるため、

これらの受入体制を確立するとともに、り災者にあて寄託された義援金品の配分及び市

民や企業等が義援品を提供する場合は、次により行う。 

１ 実施機関 

熊本市 

２ 募集要領 

本市ホームページや市政だより、ラジオ、テレビ等の報道機関を通じて周知を図る

ものとする。 

３ 義援金品の保管及び分配 

(1) 義援物資の取扱い 

個人又は会社、団体等から県知事に送付されたり災者に対する義援物資は、本庁

又は出先機関においてこれを受領し、厳重に保管するとともに、義援物資受付整理

簿（様式は別途定める。）を整備して、速やかにり災者に配分するものとする。 

(2) 義援金の取扱い 

本市に寄せられた義援金は、本庁又は出先機関においてこれを受領し、厳重に保

管するとともに、義援金受付整理簿（様式は別途定める。）を整備して、速やかに

り災者に配分するものとする。 

なお、配分方法については、義援金配分委員会（災害の状況等によって、設置す

る。）においてこれを決定するものとする。 

 

 

第８項  災害時の風評による人権侵害等を防止するための啓発  

災害時の風評による人権侵害・産業不振等を防止するため、積極的に広報・啓発等の

措置を講じる。 

なお、広報・啓発を行う際は、以下の方法を検討し速やかに実施する。 

○インターネットによる情報提供 

○風評被害対策等リーフレットの作成 

○車内吊り公告 

○テレビ・ラジオ番組やテレビでのスポット放映 

○市広報誌への掲載 

○講演会等の開催 

 

【関連部局】 

文化市民局 

健康福祉局 

政策局 

各区役所 

【関連部局】 

政策局 

文化市民局 

経済観光局 

農水局 

各区役所 

交通局 
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第４節  公共施設の災害復旧  

災害により被災した公共施設の復旧は、災害復旧事業の実施責任者において応急措置

を講じた後、再度の被害発生を防止するために、各施設の原形復旧を考慮して、必要な

施設の改良を行う等の事業計画を速やかに確立し、経済的、社会的活動の早急な回復と

民心の安定を図るよう迅速に実施するものとする。 

被災施設の復旧にあたっては、被災施設の防災上の重要度、市民生活への影響、被災

状況等を勘案の上、災害復旧事業計画を策定し、早期に適切な復旧を図る。 

また、災害対策基本法に規定する著しく激甚である災害に相当する被害を受けた場合

には、災害の状況を速やかに調査して早期に激甚災害の指定が受けられるよう措置し、

公共施設の災害復旧事業が迅速かつ円滑に実施できるよう努める。そのため、指定を受

けるための必要な手続きの手順、激甚災害に係る復旧事業実施に伴う国の財政援助等に

ついて示す。 

 

第１項  災害復旧事業計画  

被災箇所は原形に復旧することが原則であるが、再度の被害発生を防止する必要上改

良を要すると認められる箇所については検討の上、復旧計画を樹立する。 

災害復旧事業の種類は以下のとおり。 

１ 公共土木施設等災害復旧事業計画 

国土交通省所管に係る公共土木施設災害復旧工事は、「公共土木施設災害復旧事業

費国庫負担法」(昭和 26年法律第 97号)に基づき、国庫負担を受け災害復旧を実施す

る。 

(1) 実施機関 

災害復旧の実施責任者は、原則として県の管理に属する施設については県が、市

町村の管理に属するものは、市町村において実施するものとするが、その他法令の

規定により、災害復旧の実施について責任を有するものが当該施設の復旧にあたる

ものとする。 

(2) 復旧方針 

公共土木施設の災害復旧方針は、各施設の原形復旧と併せて再度災害の発生を防

止するために必要な施設の新設又は改良を行う等の事業計画を樹立するものとし、

これらの施設の早期復旧の完成に努めるものとする。 

(3) 対象事業 

公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法第 3条に規定する政令で定める公共土木

施設とは、次のような施設である。 

 

 

 

 

【関連部局】 

財政局 

都市建設局 

農水局 

教育委員会 

健康福祉局 

病院局 

経済観光局 

上下水道局 

交通局 

各区役所 
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公共施設 内容 

河川 河川法(昭和 39年法律第 167号)第 3条による施設等 

海岸 
海岸又はこれに設置する堤防、護岸、突堤その他海岸を防護する

ための施設 

砂防設備 

砂防法(明治 30年法律第 29号)第 1条に規定する砂防施設、同法

第 3 条の規定によって同法が準用される砂防のための施設又は

同法第 3条の 2の規定によって同法が準用される天然の海岸 

林地荒廃防止施設 
山地砂防施設（立木を除く。）又は海岸砂防施設（防潮堤を含み、

立木を除く。） 

地すべり防止施設 地すべり等防止法第 2条第 3項に規定する施設 

急傾斜地崩壊防止施設 
急傾斜地の崩壊による災害防止に関する法律第 2 条第 2 項に規

定する施設 

道路 道路法(昭和 27年法律第 180号)第 2条第 1項に規定する道路 

港湾 

港湾法(昭和 25 年法律第 218 号)第 2 条第 5 項に規定する水域施

設、外郭施設、係留施設、廃棄物埋め立て護岸又は港湾の利用及

び管理上重要な臨港交通施設 

漁港 
漁港漁場整備法(昭和 25 年法律第 137 号)第 3 条に規定する基本

施設又は漁港の利用及び管理上重要な運送施設 

下水道 
下水道法(昭和 33年法律第 79号)第 2条第 3号、第 4号、第 5号

及び第 6号に規定する施設 

公園 

都市公園法施行令(昭和 31 年政令第 290 号)第 25 条各号に掲げ

る施設（主務大臣の指定するものを除く。）で、都市公園法（昭和

31年法律第 79号）第 2条第 1項に規定する都市公園又は都市公

園等整備緊急措置法（昭和 47年法律第 67号）第 2条第 1項第 3

号に規定する公園若しくは緑地に設けられたもの 

２ 農林水産業施設災害復旧事業計画 

農地、農業用施設、林業施設、漁港施設及び共同利用施設（以下「農地等」とい

う。）の災害復旧工事は、「農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関す

る法律」(昭和 25年法律第 169号)に基づき、国庫補助を受け復旧を実施することを

基本とする。 

(1) 実施機関 

農地等の災害復旧は、一般的には財産所有者である県、市、土地改良区、農業協

同組合、漁業協同組合及び森林組合等の該当機関によって施行するものであるが、

該当該災害の規模等により実施主体を決めるものとする。 

(2) 復旧方針 

農林水産施設の災害復旧方針は、前述「１ 公共土木施設等災害復旧計画」の

（2）復旧方針に準じて施行するものとするが、その他特に本復旧事業の推進に当

たって必要な事項は、次のとおりとする。 

ア 同法律により、国に対し災害復旧の申請をなし、早急な国の査定を要請すると

ともに、緊急度の大なるものは応急復旧、その他は査定後施行するものとす

る。 

イ 前記アの事業を推進するため、当該災害の規模等により臨時適切な技術職員の

配置を考慮するとともに、早期復旧の実現を期する。 

ウ その他災害復旧の特色としては、緊急性により施越工事が認められているか

ら、資金計画を樹立して、早期復旧を図るものとする。 
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(3) 対象事業 

農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律第 2条に規定す

る農林水産施設とは、次のような施設である。 

ア 農地、耕作の目的に供される土地 

・田、畑等 

イ 農業用施設、農地の利用又は保全上必要な公共的施設であって、次のものをいう。 

・かんがい用排水路、ため池、頭首工、揚水機等 

・農業用道路、橋梁 

・農地保全施設、堤防(海岸を含む) 

ウ 林業用施設、林地の利用又は保全上必要な公共的施設であって、次のものをいう。 

・林地荒廃防止施設（地方公共団体又はその機関の維持管理に属するものを除く） 

・林道 

エ 漁業用施設、漁場の利用又は保全上必要な公共的施設であって、次のものをいう。 

・沿岸漁場整備開発施設（消波施設等） 

・漁港施設（外郭施設、係留施設、水域施設） 

オ 共同利用施設、農業協同組合、農業協同組合連合会、森林組合連合会又は水産

業共同組合の所有する次のものをいう。 

・倉庫 

・加工施設 

・共同作業場及びその他の農林水産業者の共同利用に供する施設 

３ 公立学校災害復旧計画 

公共学校施設の災害復旧は、公立学校施設災害復旧費国庫負担法（昭和 28年法律

第 247号）に基づくほか、単独事業として、それぞれ次により実施するものとする。 

(1) 実施機関 

公立学校施設の復旧は、県立学校にあっては県知事、市立学校にあっては市長が

行うものとする。 

(2) 復旧方針 

公立学校施設の復旧方針は、前述「１ 公共土木施設等災害復旧計画」の(2)復旧

方針に準ずる。 

(3) 対象事業 

同法による学校施設で、建物、建物以外の工作物、土地及び設備である。 

(4) 財政援助 

公立学校施設災害復旧事業を実施するための財政援助は、次により措置されるも

のである。 

ア 公立学校施設災害復旧費国庫負担法による国庫負担 

イ 激甚災害に対処するための財政援助等に関する法律に基づく国庫負担率の嵩上げ 

ウ 地方交付税法に基づく地方債の元利補給 

エ 地方財政法第 5条第 1項第 4号の規定による地方債 
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４ 災害公営住宅計画 

(1) 災害公営住宅の建設 

災害公営住宅（公営住宅法（昭和 26年法律第 193号）第 8条第 1項の規定によ

る公営住宅をいう。）は、大規模な災害が発生し、住宅の被害が基準以上に達した

場合に低所得り災者のため国からの補助を受けて建設し、入居者は公正な方法によ

り選考して入居させるものとする。 

(2) 既設公営住宅の復旧 

災害により公営住宅が滅失し又は著しく損傷した場合は、当該公営住宅に係る公

営住宅の工事費もしくは補修に要する費用又は公営住宅等を建設するための土地の

復旧に要する費用は所定の率により補助される。 
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第２項  激甚災害の指定  

激甚災害指定については、災害対策基本法に規定する著しく激甚である災害に相当す

る被害を受けた場合に災害の状況を速やかに調査して早期に激甚災害の指定が受けられ

るよう措置し、公共施設の災害復旧事業が迅速かつ円滑に実施できるよう努める必要が

ある。 

ここでは激甚災害の指定を受けるために必要な措置、手続きの手順、激甚災害に係る

復旧事業実施に伴う国の財政援助等について、その概要を述べる。 

１ 激甚災害の指定手順 

(1) 市長は災害が発生した場合は、速やかにその被害の状況及びこれに対してとら

れた措置の概要を県知事に報告する。 

(2) 県知事は市長からの報告により、必要と認めた場合は、内閣総理大臣に報告する。 

(3) 内閣総理大臣は、県知事の報告に基づき、必要と認めた場合は中央防災会議の

意見を聞いて激甚災害として指定すべき災害かどうか判断する。 

(4) 中央防災会議は「激甚災害指定基準」又は「局地激甚災害指定基準」に基づい

て、激甚災害として指定すべき災害かどうか答申する。 

(5) 内閣総理大臣は、この答申を受けて閣議を開き、激甚災害指定が閣議決定され、政

令として公布される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 激甚災害に関する調査報告 

被害状況等の報告は災害が発生した時点から当該災害に対する応急措置が完了する

までの間、次に掲げる事について報告する。 

(1) 災害の原因 

(2) 災害が発生した時 

(3) 災害が発生した場所又は地域 

(4) 被害の程度 

(5) 災害に対しとられた措置 

(6) その他必要な事項 

【関連部局】 

政策局 

財政局 

都市建設局 

農水局 

教育委員会 

健康福祉局 

病院局 

経済観光局 

上下水道局 

交通局 

各区役所 

市長 

知事 

内閣総理大臣 

中央防災会議 

閣議決定 

政令公布 

激甚災害指定基準 局地激甚災害指定基準 

報告 

通報 
災害名 

（適用条項） 

報
告 諮

問 

答
申 
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３ 激甚災害指定の基準 

激甚災害については「激甚災害指定基準」と「局地激甚災害指定基準」の 2つの指

定基準がある。 

 

第３項  災害復旧に伴う財政援助の確保  

災害が発生した場合は、速やかに災害復旧に必要な資金需要を把握し、早期にその財

源確保に努めるものとする。 

また、市長は激甚災害の指定を受けた場合は、速やかに関係調書等を作成し、国又は

県各部局に提出し、公共施設の災害復旧事業が迅速かつ円滑に実施できるよう措置す

る。 

■激甚法による財政援助 

助成区分 財政援助を受ける事業等 

公共土木施設災害 

復旧事業等に関する 

特別の財政援助 

○公共土木施設災害復旧事業 

○公共土木施設災害関連事業 

○公立学校施設災害復旧事業 

○公営住宅災害復旧事業 

○生活保護施設災害復旧事業 

○児童福祉施設災害復旧事業 

○養護老人ホーム及び特別養護老人ホーム災害復旧事業 

○身体障害者社会参加支援施設災害復旧事業 

○障害者支援施設等施設災害復旧事業 

○婦人保護施設災害復旧事業 

○感染症指定医療機関災害復旧事業 

○感染症予防事業 

○堆積土砂排除事業（公共的施設区域内・公共的施設区域外） 

○湛水排除事業 

農林水産業に関する 

特別の助成 

○農地等の災害復旧事業に関わる補助の特別措置 

○農林水産共同利用施設災害復旧事業費の補助の特例 

○開拓者等の施設の災害復旧事業に対する補助 

○天災による被害農林漁業者に対する賃金の融通に関する暫定措置の

特例 

○森林組合等の行う堆積土砂の排除事業に対する補助 

○土地改良区等の行う湛水排除事業に対する補助 

○共同利用小型漁船の建造費の補助 

○森林災害復旧事業に対する補助 

中小企業に関する 

特別の助成 

○中小企業信用保険法による災害関係保証の特例 

○事業協同組合等の施設の災害復旧事業に対する補助 

その他の財政援助 

及び助成 

○公立社会教育施設災害復旧事業に対する補助 

○私立学校施設災害復旧事業に対する補助 

○市町村が施行する感染症予防事業に関する負担の特例 

○母子及び父子並びに寡婦福祉法による国の貸付の特例 

○水防資機材費の補助の特例 

○り災者公営住宅建設事業に対する補助の特例 

○小災害債に係る元利償還金の基準財政需要額への算入等 

○雇用保険法による求職者給付に関する特例 
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第４項  その他の法律による災害復旧事業  

国が激甚法以外の法律により財政援助を行うときの事業等及び根拠法令は、次に示す

とおりである。 

根拠法令 財政援助を受ける事業等 

公共土木施設災害復旧 

事業費国庫負担法 

○河川・砂防設備、林地荒廃防止施設・地すべり防止施設・急傾斜

崩壊防止施設・道路・下水道及び公園の復旧事業 

公立学校施設災害 

復旧費国庫負担法 
○公立学校施設の復旧事業 

公営住宅法 
○災害公営住宅の建設 

○既設公営住宅の復旧事業 

土地区画整理法 ○災害により特別に施行される土地区画整理事業 

感染症の予防及び感染症 

の患者に対する医療に 

関する法律 

○感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に規

定する、感染症指定医療機関の災害復旧事業（激甚災害のため

の感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第

58条の規定による都道府県、保健所を設置する市又は特別区の

支弁及び同法第 57条第 4号の規定による、東京都の支弁に係る

感染症予防事業） 

廃棄物の処理及び清掃 

に関する法律 
○災害により特に必要となった廃棄物の処理 

予防接種法 ○臨時に行う予防接種 

農林水産業施設災害復旧

費国庫補助の暫定措置に 

関する法律 

○農地・農業用施設・共同利用施設の復旧事業 

○林業用施設・漁業用施設 

水道法 ○上水道施設の復旧事業 

下水道法 ○下水道施設の復旧事業 

道路法 ○道路の復旧事業 

河川法 ○河川の復旧事業 

鉄道軌道整備法 ○軌道施設の復旧事業 

生活保護法 ○生活保護施設復旧事業 

児童福祉法 ○児童福祉施設復旧事業 

身体障害者福祉法 ○身体障害者更生援護施設復旧事業 

老人福祉法 ○老人福祉施設復旧事業 

知的障害者福祉法 ○知的障害者援護施設復旧事業 

売春防止法 ○婦人保護施設復旧事業 

 

 

【関連部局】 

財政局 

健康福祉局 

環境局 

経済観光局 

農水局 

都市建設局 

各区役所 

交通局 

上下水道局 

教育委員会 

病院局 
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第５節  大規模災害からの復興に関する法律  

大規模災害からの復興に関する法律は、大規模な災害からの復興のための特別の措置

について定める日本の法律である。東日本大震災の経験を踏まえて平成 25年（2013

年）6月 21日に公布・施行された。また、規定の一部は平成 25年（2013年）8月 20

日に施行された。 

特定大規模災害（災害対策基本法第 28条の 2第 1項に規定する緊急災害対策本部が

設置された災害）が発生した際に内閣総理大臣を本部長とする「復興対策本部」を置く

ことができる（第 4条）とし、政府に「国と地方公共団体とが適切な役割分担の下に地

域住民の意向を尊重しつつ協同して、当該災害を受けた地域における生活の再建及び経

済の復興を図るとともに、災害に対して将来にわたって安全な地域づくりを円滑かつ迅

速に推進する」（第 3条）ことを基本理念とした「復興基本方針」の策定を義務づけて

いる（第 8条）。 

また、復興対策本部が定めた復興計画を国が実行するために都市計画法、土地改良

法、森林法等の規定に対する「特別の措置」を行使することが出来ることを定めている

ほか、被災市町村が実施すべき災害復旧事業を被災自治体の要請に基づき国が代行出来

る措置などを定めている。 

都市計画上の特例と災害復旧事業の権限代行措置については第 2条第 9号に規定する

特定大規模災害等（特定大規模災害ならびにその他著しく異常かつ激甚な非常災害とし

て政令で指定する災害）にこれらの措置を適用出来ることとしている。 

熊本地震による災害は、平成二十八年熊本地震による災害についての非常災害の指定

に関する政令（平成 28年政令第 218号。同年 5月 10日閣議決定、5月 13日公布・施

行）により、大規模災害からの復興に関する法律第 2条第 9号に規定される「非常災

害」に指定され、本法律の適用第一号となった。 

これに基づき、国（国土交通省）が県道熊本高森線（俵山トンネルを含む俵山バイパ

ス区間）と南阿蘇村道栃の木〜立野線（阿蘇長陽大橋を含む区間）の災害復旧事業を代

行した。 

 

 

【関連部局】 

政策局 

http://www.weblio.jp/content/%E6%B3%95%E5%BE%8B
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第６節  復興計画  

第１項  策定方針  

災害からの復旧・復興に当たっては、被災状況や地域特性等を踏まえた上で、復旧・

復興に向けた基本方針を定めるとともに、取り組むべき主要な施策や具体的な取組等を

体系的にまとめ、復旧・復興を着実に推進していくために復興計画を策定する。 

復興計画は、本市総合計画等との整合を図りつつ、計画の対象地域や位置付け等を定

め、災害からの復旧と地域経済の回復を図るとともに、防災面の強化や都市としての更

なる魅力向上など、よりよいまちづくりを目指すものとする。 

なお、策定過程においては積極的に市民参画の機会を設け、高齢者、障がい者、妊産

婦等の多様な市民の意見等を復興計画へ反映するよう努めるものとする。 

 

第２項  基本事項  

復興計画の対象地域・位置付け・期間・構成等は、本市総合計画等との整合を図った

上で、被災状況や地域特性等に応じて設定する。 

 

第３項  復興計画策定委員会  

災害からの復興に向け、外部の学識経験者や関係諸団体の代表者又は構成員等の専門

的な見地をもとに復興計画の策定に関する事項を審議するため、必要に応じて、復興計

画策定委員会を設置する。 

  

【関連部局】 

政策局 

【関連部局】 

全局 

【関連部局】 

政策局 
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参考：熊本市震災復興計画（平成 28 年 10月策定）の構成 

第１章  はじめに 

１ 計画策定の趣旨 

２ 計画の対象地域 

３ 計画の位置付け 

４ 計画の期間 

５ 計画の構成 

 

第２章  基本方針  

～市民力・地域力・行政力を結集し、安全・安心な熊本の再生と創造～ 

１ 避難から復旧、そして、74万市民が総力をあげ明日を見据えた復興へ 

２ 「安全・安心」と「元気・活力」、そして「地域経済」の回復に向けた効果的かつ

迅速な市政展開 

３ 市民・地域と行政が協働で支える安全・安心で「上質な生活都市」の創造 

 

第３章  復興重点プロジェクト 

～政令指定都市にふさわしい明日へのまちづくり～ 

プロジェクト① 一人ひとりの暮らしを支えるプロジェクト 

プロジェクト② 市民の命を守る「熊本市民病院」再生プロジェクト 

プロジェクト③ くまもとのシンボル「熊本城」復旧プロジェクト 

プロジェクト④ 新たな熊本の経済成長をけん引するプロジェクト 

プロジェクト⑤ 震災の記憶を次世代へつなぐプロジェクト 

 

第４章  目標別施策  

１ 被災者の生活再建に向けたトータルケアの推進  

(1) 被災者の暮らしの安心や生活再建を支える取組の推進 

①生活再建に向けた支援・相談・情報提供 

②就労支援・職業訓練 

③心のケア 

④応急仮設住宅等における生活支援 

(2) 恒久的な住まいの確保支援 

①安全・安心な生活環境の確保 

②新たな住まいの確保 

③将来の地震発生に向けた備え 
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２ 「おたがいさま」で支え合う協働によるまちづくり 

(1) 互いに支え合う自主自立のまちづくりの推進 

①地域のまちづくり活動支援 

②地域における支え合い活動の推進 

(2) 復興を支える担い手の育成 

①地域の担い手の発掘・育成 

②市民公益活動の推進 

(3) 市民・地域と行政のパートナーシップの推進 

①市民・地域と行政の関係強化 

②市民参画・協働の推進 

３ 防災・減災のまちづくり 

(1) 災害に強い都市基盤の形成 

①インフラの復旧・機能強化 

②被災施設の復旧・耐震化等 

③災害情報の収集・発信及び伝達体制の強化 

④ＩＣＴ等を活用したスマートタウンの構築 

(2) 市民・地域・行政の災害対応力の強化 

①市民の災害対応力の強化 

②地域の災害対応力の強化 

③行政の災害対応力の強化 

(3) 避難環境の見直し・強化 

①避難所の指定・運営方法等の見直し 

②避難所の機能強化・備蓄物資確保 

③福祉避難所の拡充等 

④応急給水体制の強化 

４ 「くまもとの元気・活力」を創り出す 

(1) 地域産業への多様な支援と復興需要による地域経済の再生と活性化 

①中小企業や商店街の事業活動再開支援 

②販路開拓や技術開発等の支援 

③雇用の確保・維持・人材育成 

④企業立地の推進 

(2) 農水産業関連施設の早期復旧と営農再開に向けた支援による農水産業の復興 

①農地及び土地改良施設の早期復旧・復興 

②農業用施設や共同利用施設等の復旧による営農等再開支援 

③漁業生産基盤の早期復旧と漁業経営の再開支援 

④震災に負けない熊本の食のＰＲ 
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(3) 震災からの再生をアピールし集客を図る国内外へのシティセールスと観光戦略の展開 

①観光文化施設等の早期復旧 

②復興をアピールするシティセールス 

③熊本の文化・スポーツの力の活用 

④新たなまちづくりによるにぎわいの創出 

５ 都市圏全体の復興をけん引する取組の推進 

(1) 連携強化と近隣自治体への支援 

①本市東部地区と近隣自治体との復興ビジョンの共有 

②近隣自治体の被災者支援 

③近隣自治体への災害対応情報等の提供 

④広域的な防災体制の強化 

(2) 都市圏全体の復興実現 

①食の魅力発信による農水産業の復興支援 

②観光の振興 

③リーディング産業の育成 

④中心拠点施設の整備等 

 

第５章  復興計画の推進に向けて 

(1) 市民・地域と行政の協働による推進 

(2) 復興を円滑に進めるための行財政基盤の確立 

(3) 実施計画による復旧・復興事業の着実な推進 

 

【策定過程における主な市民参画事項 等】 

○熊本地震からの復旧・復興に関する調査特別委員会（市議会） 

○熊本市震災復興検討委員会（附属機関） 

○熊本市震災復興座談会（地域や各種団体の代表者等） 

○平成 28年熊本地震に関するアンケート（市民向け：本市ホームページ） 

○平成 28年熊本地震における地域防災活動状況等アンケート調査（地域向け 自治

会代表者等：郵送） 

○くまもと復興カフェ～熊本の「地域・世代・未来」がつながるワークショップ～ 

○パブリックコメント 
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